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序章 はじめに 
第1節 問題意識 
筆者は２００４年から２００８年まで中国駐在を経験した。その時のことを一言で言え
ば「激務」であったとでも言おうか。感覚的には、四六時中、会社のことばかり考えてい
た日々であった。年３回ある長期休みも仕事のことばかり考えていて全くリラックスでき
なかった。心身ともに中国の会社に捧げていたように思う。損益の数字に責任を持つとい
うことの重み、多くの従業員を抱える重責を感じていた。しかし、その激務を終えてみる
と、その分多くのものを学んだと感じるようになった。 
日本にいるころから配合設計と生産に関する技術者として出張ベースで年数回の海外を
経験していたが、出張と現地の責任者として駐在するのでは、仕事の質は全く違っていた。
出張の時は、自分の得意分野の技術を現地の人に伝えるのが主な仕事だった。逆に言えば
「それだけ」であった。 
海外駐在になると本業である「技術者」としての仕事は１０％程度しか時間が取れなか
った。他にやらなければならないことが山のようにあったからだ。従業員の採用から始ま
り、トレーニングをしながらバリューチェーンの仕組みを作らなければならなかった。原
料の手配も日本とは大きく違う。日本では、受注担当者に書類１枚書けば、翌日には届い
ている。海外では、輸入が中心なので多くの書類を書き、業者とのやり取りが発生する。
輸入通関も必要だ。顧客も日本の時とは全く違う。筆者が駐在していた時は、日本にいる
時にやり取りしていた顧客は一つもなかった。すべて新規の顧客である。顧客のニーズや
仕事のやり方なども一から学ばなければならなかった。 
従業員も営業担当と社長の２名の日本人を除けばすべてが外国人であった。筆者の部下
は全員中国人であった。中国の習慣と日本の習慣では大きく違った。しかも、全員が素人
である。当初は外国語の問題も大きかった。通訳を雇ったが、正確に訳されるわけではな
かった。中国語を話せるようになってから気づいたことだが、当初通訳のレベルが低かっ
たこともあるが、通訳が訳せるのは説明したことのせいぜい３０％程度だった。まともな
コミュニケーションができるはずもなかった。 
現地に駐在してから１年半で ISO9001 の認証を受けることができた。これは国際的な品
質マネジメントシステムであり、大手の製造業と取引をするためには、必須の認証である。
この認証が取れてから、つまり、会社の仕組みが整ってから仕事がまともにできるように
なった。 
このころになるとといろいろなことができるようになっていた。従業員とは中国語でコ
ミュニケーションが取れるようになっていたし、中国人が大事にすることや、複雑な商習
慣も理解できるようになっていた。顧客との関係も良好になり、会社も著しく成長し始め
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たのである。 
日本の本社の人間が出張に来ると、「日本よりも管理レベルが高い」と言われるようにな
った。当初は日本と同じ仕組みを導入しようとしたができなかった。日本では熟練の職人
に支えられた仕組みであり、素人ばかりの新工場には適していなかったのである。中国で
は、従業員の定着率が極めて低いため「新人でも不良品を作らない」仕組みづくりが必要
だったのである。品質管理部門や生産部門に中国で作られた管理の仕組みが日本に導入さ
れ始めたのもこのころである。 
２００６年には石油化学メーカーとのジョイントベンチャー（ＪＶ）が新しく近くに進
出してきた。ＪＶの従業員の教育などは、筆者が所属していた海外子会社のローカルのメ
ンバーが支援し、順調に立ち上げた。このＪＶは筆者が所属していた海外子会社の顧客で
もあった。 
帰国するころになると、安価な原料や生産設備を中国で見つけることができ、変動費と
固定費ともに下げることができるようになっていた。日本では付き合うことができなかっ
たような顧客とも取引をすることができるようになっており、中国での付き合いが発展し、
日本だけでなく、他の海外拠点でも取引が開始されるようになった。 
２００４年に立ち上げた中国の子会社であるが、その子会社が起点となり、日本や新規
ＪＶにその効果が波及しはじめたのである。 
国際化がきっかけで、なんらかの革新（イノベーション）が起きるかもしれない、と感
じるようになった。これが、筆者の問題意識である。 
第2節 先行研究 
２－１：国際化の歴史 
 過去の国際化の歴史を簡単に振り返り、どのように国際化が進められてきたか概観する。過去
の研究では、多国籍企業に関するものが多いが、本論文では多国籍企業に限定することはしない。 
 
２－２：資源ベースの経営戦略論 
 本論文のベースとする資源ベースの経営戦略論（RBV）について整理する。RBV に国際化によ
る資源の蓄積と有効利用という視点の導入を試みる。 
 
２－３：国際化の課題 
 国際化によって企業に発生する課題を整理する。具体的には、国境の問題、資源の移転の問題
について調査する。 
 国際化するためには、様々な資源を海外に移転しなければならない。そもそも国際化するのは、
企業が競争優位性を持っているからであり、その競争優位の源泉である資源を海外に移転するこ
とが進出先での成功するための必要条件である。しかし、本論文では、海外拠点そのものの成否
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に焦点は当てない。海外拠点での経営活動によって生まれる資源としての情報に焦点を当て、そ
れを如何にイノベーションにつなげるかという視点で考えていく。 
 
２－４：組織モデル 
 企業の国際化を担ってきた多国籍企業の組織モデルについて概観する。組織構造によってどの
ようにイノベーションに影響を与えるかについて調査する。 
 
 以上の先行研究を踏まえ、イノベーションと国際化の関係について、事例研究を踏まえて考察
を加える。 
第3節 研究方法 
３－１：国際化の目的 
 ３Ｃ（Customer、Competitor、Company）の枠組みを用いて、演繹的に国際化の目的を整理し、
どのような目的がありうるについて考察を加え、論文のベースとする。 
 
３－２：イノベーションの方向性 
 アンゾフのマトリックスを参考に、国際化によるイノベーションの方向性とそのモデルについ
て考察する。 
アンゾフのマトリックスで言えば、国際化は「市場開拓戦略」のひとつと考えられてきた。筆
者が提唱するのは、国際化はイノベーションのスタートであり、その後、別のイノベーションに
如何に繋げていくか、ということである。国際化によるイノベーションの方向性を網羅するため
の枠組みの提示を試みる。さらに枠組みの提示に留めず、具体的なイノベーション・モデルを例
示する。 
 
３－３：事例研究 
 国際化をイノベーション・センターとして活用している事例を調査する。事例としては、でき
るだけ業種、業態、企業規模の大小問わず様々な企業の中から選定する。また、日系企業だけで
なく、日本に進出している外資系企業も取り上げる。幅広く取り上げる理由は、イノベーション・
センターとしての国際化が普遍的な戦略のひとつになりうることを示すためである。 
８社の事例を取り上げ、具体的にどのようなイノベーションがあるか例示する。事例研究では、
企業の歴史的背景を振り返りながら、国際化によってどのようなイノベーションが達成されたの
か、イノベーションの源泉となった資源は何か、イノベーションが起きたきっかけは何か（外部
環境の要請か、内部環境の要請か）、そしてその中で経営者が果たした役割やその時の組織構造
などを中心に調査を行う。 
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第4節 全体構成 
第１章では、国際化について、これまでの国際化の発展段階や国際化の目的、海外生産
方式について概観し、それらを踏まえた上でイノベーション・センターとしての国際化に
ついて考察を加える。第２章では、先行文献をもとに、国際化の歴史、資源ベースの経営
戦略論、国境の問題、資源の移転、組織モデル、機能ごとに異なる現地化の程度といった
国際化とイノベーションに関係するトピックについて調査する。第３章では、第１章、第
２章を踏まえ、国際化をイノベーション・センターとして活用している典型的な事例を取
り上げる。第４章では、第３章までの内容を踏まえて国際によるイノベーションの方法論
について提言する。 
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第1章 国際化とイノベーション 
 本章では、国際化について「何を目的に」「どのように」「行われているか」を中心に述
べ、本論文の主題となる「筆者の問題意識」と「国際化とイノベーションの関係」につい
て説明する。 
第1節 何を国際化するか 
多くの企業の活動は国境を越え、地球全体に広がっている。企業にとっての市場が国境
を越えて海外に及ぶこと、もしくは企業の事業活動の基地が国境を超えることを国際化と
いう（伊丹・加護野 2003）。 
企業は、一般にヒト・モノ・カネ・情報といったインプットとしての資源を投入し、付
加価値のある製品の開発、生産、販売するという企業経営プロセスによってアウトプット
としてのカネと情報という資源を得る。企業経営のプロセスと資源を中心に「輸入」「輸出」
という２つの視点で考えると様々な国際化があることがわかる（図表１－１）。 
  
 
 出所：筆者作成 
 
輸入による国際化では、労働力としてのヒト、原料や製品の輸入、海外からの日本に対
する投資（カネの輸入）、そして技術やノウハウ、ブランドなど無形資産の輸入が考えられ
る。一方、輸出では、一般的な製品の輸出や、海外への直接投資（カネの輸出）や技術の
ライセンス供与や FCによるブランドの輸出などが考えられる。 
つまり、実に様々な国際化があり、企業によって様々な国際化をしている可能性が高い
と言える。 
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国際化している企業は、輸出入によるこれらの国際化をひとつ以上していることになる。
本論文では、「情報」によるイノベーションにフォーカスする。理由は、情報という無形資
源が企業の本質的な競争優位の源泉となるものであると考えるからである。カネやモノと
いった有形資源は基本的に調達可能なものであり、差別性はない。つまり、有形資源が本
質的な競争優位の源泉にはならないといえる。労働力としてのヒトについても代替可能な
資源でることが多く、競争優位となる資源になることは少ない。簡単な作業でできる汎用
的な電気製品や服飾関連はすでに日本から中国や東南アジアに移管されている。これは、
単純な労働力としてのヒトに差別性はなく、コストが重視され、人件費の低い国にとって
替わられた結果である。しかし、ヒトが重要な資源であるという認識に変わりはない。そ
れは労働力としてのヒトではなく、技術開発やマーケティングノウハウなどイノベーショ
ンにつながる情報を生みだす主体がヒトであることが多いからである。しかし、情報はす
べてヒトに体化しているわけではない。生産設備にそのノウハウという情報が詰め込まれ
ていることもある。この場合、ノウハウという情報は、設備に体化されていることになり、
そのノウハウを体化しているヒトの価値は相対的に低下することになる。ブランドと呼ば
れる顧客の心に蓄積される信用、信頼などの情報も社内のヒトが作り上げたものかもしれ
ないが、社内から離れ、外部に蓄積されたものである。 
次節において、本論文で用いる「情報的資源」について詳しく述べる。 
第2節 情報的資源とは何か 
ここで本論文で用いる「情報的資源」について繰り返しになるが少し詳しく整理してお
く。まず、本論文では、「情報」を一般に認識されているよりも「広く」とらえていること
を強調しておきたい。 
資源としての情報は、大きく分けて２つある。ひとつは、企業の「外部」に関する情報
であり、もうひとつは、企業「内部」に関する情報である。 
一般的には、企業のおかれた「外部」環境についての情報と考えられている。たとえば、
マーケット情報や競合に関する情報、顧客のニーズ、そして規制緩和、規制強化などの社
会的な情報である。これらの情報は、企業経営をする上で必須の重要な情報であり、本論
文においても重要視している。そしてさらにブランドや信用といった企業の外部である「顧
客の心の中に蓄積される」情報も含めている。ブランドや企業の信用といったものは、企
業が顧客に対して積極的に働きかけ、築き上げた「顧客との関係」といえるものであり、
これも重要な情報的資源であるととらえている。 
本論文ではこれらの「外部」についての情報に加えて企業「内部」に蓄積された情報も
含めている。たとえば、「このような状況の時は、このやり方をすべきだ」といった所謂ノ
ウハウや知恵と呼ばれるものだけでなく、「我々が大事にする考え方はこうだ」といった価
値観、「我々のやり方はこうだ」といった行動規範なども含める。後者２つを合わせて企業
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文化あるいは企業風土と呼ばれることもある。ノウハウは技術と呼ばれることもあり、例
としては科学的な知識、マーケティング手法やビジネスシステムなどがあるが、これらも
含めて考えている。また、何らかの戦略の結果、従業員の心に芽生える「やる気」や「起
業家精神」なども含めている。この場合、労働力としてはほとんど差別性の無いヒトでは
あるが、このような考え方、心構えを備えた従業員そのものも差別性のある「情報」を体
化したヒトとして重要な情報的資源の一部としてみなしている。これら企業内部に蓄積さ
れた情報の担い手のほとんどは、ヒトやヒトの集団である組織である。 
これらの情報は、ヒトから切り離すことはできないものであり、資源としてのヒトその
ものと言ってもよい。したがって、ヒトが重要であることに違いはない。しかし、本論文
では、あえて情報とヒトとを切り分けて捉えている。ヒトが重要ではあるが、ヒトそのも
のが重要であるとするのではなく、そのヒトが持っている情報に焦点を当てるということ
である。筆者の考えるヒトとヒトに体化された情報との関係を図表１－２に示す。 
 
図表１－２：ヒトと情報の関係 
 
出所：筆者作成 
 
 ヒトを資源としてみたとき、目に見えるものと目に見えないものとに分けられる。目に
見えるものとしては、容姿、腕力、持久力などがある。これらは、ヒトの物理的な側面を
表しているといってもよい。本論文にて、資源としてヒトを挙げた場合、この物理的な側
面としての資源としてとらえている。これらの資源は、その仕事によって重要度はことな
る。たとえば、営業職を考えると、腕力はそれほど重要ではないが、容姿は重要である場
合がある。非常に背が高いために、顧客にすぐに覚えられるとか、まじめそうに見えるこ
とで第一印象が良いといった場合である。 
 目に見えないものとしては、知能指数やそれまでの経験などが考えられる。経験もいく
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つかに分けられ、これまで述べたように、知識、知恵、マインドなどがある。それぞれさ
らに細かく分けることもできる。知能指数に関しては、先天的要素が大きいと捉えている
が、学習によって高めることができると考えられている。時に知能指数を捉えて「地頭」
と言われることもあるが、問題の本質を捉えたり、情報を解釈する能力であり、この後に
述べる「経験」を効率的に蓄積・活用するために大きな影響をあたえるものである。した
がって、知能指数は、ヒトのもつ情報を活用するための重要なエンジンととらえることも
できる。 
経験には、ヒトの行動の結果、蓄積されるという側面と過去の経験から形成されたパラ
ダイムが変化するという側面を持っていると考える。蓄積という側面は、何らかの行動の
結果、形成されたパラダイムの強化であり、これまでの考え方、やり方がより広範囲に適
応できるようになっている状態をイメージしている。一方、パラダイムの変化とは、これ
までの考え方、やり方では、解決が困難な状況に遭遇し、それを解決するためにこれまで
の考え方、やり方とは「違う考え方、やり方」に変化するということである。したがって、
蓄積という考え方ではなく、変化、革新としてとらえている。 
 ヒトと情報は、コインの表と裏のように分けることはできないが、そのコンセプトは分
けて考えても差し支えないと思う。資源としてとらえた場合、むしろ分けて考えた方が、
頭の整理になるのではないだろうか。たとえば、全くの新しい仕事を Aさんか Bさんに頼
もうとしている場合、Aさんは、物理的な側面は申し分なく、経験もほとんど問題なくとも、
性格が保守的すぎるとしよう。逆に B さんは、物理的な側面と経験における知識以外は問
題ないとしよう。この場合、どちらを選んだらよいだろうか。いろいろな考え方があると
思うが、性格はなかなか変えられないが、知識は業務を通じて「蓄積」できるので、今回
は B さんにお願いしようという意思決定があるだろう。あるいは、A さんの将来を考える
と保守的ではなく、革新的（パラダイムの変化）になってもらいたいと考えるならば、あ
えて A さんを選ぶという意思決定もあるかもしれない。この事例では、物理的な側面は問
題ないとしての意思決定であったが、仕事によっては、物理的な側面がクリティカルな問
題となる場合もある。たとえば、発展途上国での勤務である。発展途上国では、衣食住と
いった生活環境が日本と比べて劣っていることが多い。生活環境が良くないと考えると、
「健康な肉体」でなければ、そもそも業務ができないということになる。この場合は、経
験という情報的資源の大小よりも、物理的な側面を重視しなければならないのである。 
 情報には、「同時多重利用」が可能であり、他の資源と違い、使い減りしにくいという特
徴をもつ。さらに、「情報が情報を生む」という性質も併せ持っている。これは、複数の情
報が組み合わさることで新たな情報が生まれるということである。一般的にも「口コミ」
のように「評判が評判を呼ぶ」などと言われることもあるが、これは情報の持つ特性によ
るものである。 
 情報以外にも経営資源と呼ばれるものがある。それは、ヒト、モノ、カネであり、有形
資産と呼ばれることがある。情報とそれぞれの資源との関係を見てみる。新しい情報を生
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み出したり、活用したりするのがヒトであり、情報の多くはヒトやヒトの集団である組織
に蓄積される。ヒトに蓄積された情報の一部がモノに変換される。たとえば、半導体を作
るためのその製造装置である。半導体を効率よく作るためにヒトが実験などによって得ら
れた新しい情報をモノである製造装置に体化させたような場合である。この場合、ヒトに
よって生み出され蓄積された情報は、モノに移転される。ヒトに蓄積された情報が棄損す
ることはないものの「情報が体化されたモノ」を持つヒト・組織にモノとともにその情報
は移転するため、もともとの情報の相対的価値は低下する。カネそのものには情報はない
が、カネについての重要な情報もある。たとえば、カネの調達コストに関する情報や製造
コストに関する情報であり、一般的には会計・財務情報と言われるものである。これらの
情報は会計処理システムの中に蓄積され、その情報を活用するのはヒトである。 
 つまり、ヒト、モノ、カネという資源をつなぎ合わせ価値を高めるのが、情報という資
源なのである。それ故経営資源の中でもとりわけ重要であり、差別性を持つのである。情
報を生み、活用するのがヒトであることから、情報の主たる担い手はヒトである。故にヒ
トが重要である。これはすでに述べたとおりである。しかし、「ヒトが重要である」として
しまうと、「誰が重要な資源」なのかという問題にすり替わってしまう恐れがある。また、
「誰が重要な資源」なのかということに焦点を当ててしまうと、企業の外部に蓄積された
情報的資源の中で最も価値のある「ブランド、信頼、信用」に焦点が当たらなくなってし
まう恐れがある。もちろん、ブランドを構築したのは、ヒトである可能性高い。しかし、
ブランドそのものは、そのブランドを構築したヒトからは既に離れ、企業に対する「顧客
の心の中」に蓄積されており、企業はそれを活用することができるのである。したがって、
「誰が重要」ということではなく、「重要なヒトが持つ情報」のようにヒトと情報とを分離
し、ヒトに蓄積された「情報」に焦点を当てる。 
 本章第 1 節で述べた経営プロセスのインプットとアウトプットの関係について上記の情
報的資源の考え方を踏まえた上で再度説明する。企業経営においては、資源をインプット
し、それを顧客にとっての価値物に変換し、そしてアウトプットとしての対価を生むこと
になる。そのインプットが、ヒト、モノ、カネ、情報である。アウトプットとして目に見
えるものが、カネである。売価から費用を控除し、残ったものが利益ということである。
しかし、アウトプットはカネだけではない。同時に情報を生んでいるのである。この点に
ついてビジネス市場における新製品の開発という架空の場面を想定して説明する。 
『これまで取引の無かった業界Ｎｏ．１企業に対して、マーケティング部門が積極的に
「顧客との関係」を構築し、「顧客のニーズ」を把握した。これまでの技術レベルではなし
得るものではなかったことから、「技術陣がやる気」を出し、それを製品という形にするた
めに「関連分野の情報」を取り込みながら実験を繰り返し、これまでにない「技術を開発」
した。そして、その技術を製品化するために製造部門が既存の生産プロセスを見直し、「新
しい生産プロセス」を組み上げ、製品を実現させ、顧客に販売した。この製品は顧客の想
像以上の品質を有しており、「顧客の信頼」を勝ち得るにいたった。この新製品の売り上げ
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は好調であり大きな「利益（カネ）」をもたらした。この成功が、社内に「困難なことにチ
ャレンジしようという企業風土」を生み出す結果となった。そして、業界Ｎｏ．１企業と
の取引という「実績」が他の企業との取引にも繋がりだした。』 
 この事例は架空のものであるが、新製品の開発という場面でありそうなことである。こ
の事例が示す通り、カネ以外のアウトプットもあるということである。具体的には、「顧客
との関係」「顧客のニーズ」「技術陣のやる気」「関連分野の情報」「技術を開発」「新しい生
産プロセス」「顧客の信頼」「困難なことにチャレンジしようという企業風土」「業界Ｎｏ．
１との取引実績」である。これは、ある新製品の開発という経営プロセスにおいて生まれ
た貴重な情報的資源であると言える。 
これらの情報的資源は、具体的に目に見えるものではないことから「見えざる資産・資
源」であり、この見えざる資源を如何に蓄積・活用し、イノベーションにつなげるかにつ
いて本論文ではフォーカスする。 
本論文では、同じような意味として「資産」と「資源」を使用している。バランスシー
トでは、資産という単語が使われている。本論文において、「資産」という単語を使ったと
しても、その意味合いは「資源」に近いものとして使用している。資産という単語には、
ストックとして価値あるものを、その活用よりも蓄積が重要であるようなニュアンスがあ
る。一方、資源には、すでにあるものを活用し、いずれ枯渇するというニュアンスがある
のではないだろうか。経営資源として、ヒト、モノ、カネ、情報があると述べた。これら
は重要なものであり、その質と量が重要であることから、これらを蓄積することは大事な
ことである。しかし、蓄積することそのものが重要なのではない。それらを使い価値ある
ものに変換していくことが重要なのである。 
また、ヒト、モノ、カネ、情報は、漫然と使用したのでは、その価値は低下すると考え
ている。言い換えると「使えば、無くなる」ということである。モノとカネは明らかだろ
う。一方、ヒト、情報についても何も手を打たなければ、その価値は低下していくのでは
ないだろうか。日々企業の取り巻く環境は、変化しており、その変化を先取りする形で対
応しなければ生き残れないのが現状である。そのためには、ヒトの価値を高めるために学
習の機会を与えたり、やる気を引き出すために活躍の場を与える必要があるだろう。情報
の陳腐化のスピードもますます早まっており、価値ある情報を蓄積し続けなければならな
いのである。つまり、ヒト、モノ、カネ、情報は、質と量を高める努力を怠らずレベルを
上げ続けるとともに、活用しなければならないのである。したがって、蓄積が重要である
とする「資産」という言葉ではなく、活用が重要であり、価値を高めるために蓄積しなけ
ればならないというニュアンスを込めて本論文では、「資源」という単語を主に使用する。 
第3節 国際化の発展段階 
伊丹・加護野（2003）によれば、日本の国際化は典型的にある順序で発生するという。
 11 
その順序は以下のようなものであることが多い。 
１． 輸出入 
２． 摩擦回避型投資 
３． コスト優位型投資 
４． 市場立地型投資 
５． グローバル型 
 
図表１－３：国際化の発展段階と典型的経路 
   
出所：伊丹・加護野（２００３）、相葉（１９９９）を参考に筆者作成 
 
第一段階は輸出あるいは輸入である。製品の輸出という販売市場の国際化、原材料の輸
入市場の国際化である。これらが発生する理由は、国内の市場の飽和が主たるものである。
すなわち国内市場が飽和したため輸出するということである。自動車の輸出がその典型で
ある。自動車は規模の経済が働きやすい産業であるため輸出によって生産台数を確保する
ことが KSFであったのである。 
調達についても国内の原材料市場に限界がある場合、輸入先を求めて企業は国際化して
いく。たとえば、石油などの化石燃料や大豆、トウモロコシなどの食料が典型である。最
近では製品の輸入が増加していることも特徴的である。大きく分けて２つあり、ひとつは、
欧米先進国からのブランド品の増加である。もうひとつは、発展途上国に進出した日本メ
ーカーが製造した製品の輸入である。ユニクロは、製品のほとんどを中国で生産し、それ
を販売目的で日本に輸入しているが、これが典型的な例である。 
このような「市場の限界」による輸出入型の国際化に続いて、第二段階は摩擦回避型の
国際化が始まる。摩擦回避とは、輸出の相手国のさまざまな保護政策との摩擦を回避する
ために企業が生産拠点をその国にもち始めることを指す。輸出入によって築いた市場地位
やブランド、商圏などの確保が主たる理由である。 
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このタイプには大きく分けて２つあると言われている。先進国型と発展途上国型である。
先進国型とは、日本からの輸出によって現地の産業が被害を受け、それを保護するために
現地国政府が現地生産調達比率を高くするよう保護政策を作り始めることに対応した生産
拠点の海外進出である。第 3 章の事例研究で述べるトヨタ自動車と GM との合弁事業であ
る NUMMIが典型的な例である。発展途上国型とは、現地の産業振興や外貨獲得のために、
現地に産業を作りたい現地国がこれまで輸入していた製品の国内生産や、輸出していた原
材料をさらに加工し付加価値を高めた製品の輸出を進める政策をとるのに対応した生産拠
点の海外進出である。日本の繊維メーカーや家電メーカーの東南アジア進出が典型的な例
である。 
 第三段階がコスト優位型の海外進出である。それは、生産基地の海外立地を国内立地と
のコスト格差を主な理由とした海外進出である。８５年のプラザ合意による急激な円高に
よって日本国内のコスト競争力の低下が直接のきっかけでもある。９０年代半ばから日本
企業はこぞって中国に進出した。１６億人ともいわれる巨大な市場としてのポテンシャル
を背景に、良質で安い人件費をともめてのコスト優位型の海外進出の典型的な例である。
最近では、インドやベトナムなどに進出する企業が増加している。 
コスト優位の源泉は、人件費だけではない。税制、為替変動も大きな理由になることも
ある。発展途上国では外貨獲得のために輸出企業に税制上の特典を与えるところがある。
あるいは、主たる輸出先であるアメリカへ輸出する時の関税の低い国もある。このような
特典を利用した海外進出もあった。 
 第四段階は、市場立地型投資である。これは、販売市場に生産拠点を設けるというもの
であり、形の上では摩擦回避型投資と違わない。しかし、進出の理由が違う。現地国との
摩擦を避けるといういわば「やむなく」という理由ではなく、現地で生産した方が現地市
場で生産した方が、現地のニーズに迅速に対応できるという「積極的」理由である。この
ような投資は、製品のローカル性が高い消費財に多い。自動車のようにローカル性の低い
製品の場合は、規模の経済性と経験効果を考えると必ずしも現地生産の必要性は高くない
のである。事実、日本の自動車メーカーの現地生産は他の業界よりも遅かった。 
 最終段階がグローバル型である。世界中に生産基地も開発基地ももち、市場も世界中に
またがっている。市場立地もコスト優位も摩擦回避もすべて考えた上で世界をひとつの単
位として企業の戦略が立てられている。つまり、経営のグローバル化という水準である。
日本にはこのような企業はまだ少なく、パナソニックがこのコンセプトに近い企業と言え
るかもしれない。世界的には、GE、デュポン、BASFや本論文の事例研究で取り上げる P&G
やネスレなどの企業があげられる。 
第4節 国際化の目的 
第２節でも述べたが、国際化の目的は様々である。企業の置かれた外部環境や業種業態
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によっても大きくことなると思われる。ここでは、いわゆる３C（Company, Competitor, 
Customer）といわれる自社、競合、市場の枠組みで演繹的に考えた国際化の目的の一例を図
表１－４に示す。 
「自社」では、ヒト、モノ、カネ、情報というインプットとしての経営資源からどのよ
うな国際化がありうるかを示している。ヒトでは、ポスト確保という後ろ向きの国際化も
あれば、人材育成という目的もあるだろう。上場企業のような大企業では、会社の仕組み
がしっかりと出来上がっていることが多いため、経営者として必要な様々なことを学ぶこ
とが難しいのが実情である。組織も細分化されているため、他の部門のことを学ぶことも
難しい。しかし、海外においては、日本からの駐在員は様々なことを経験することができ
る。なぜなら、日本でのポストよりも海外に行くと高いポストに就くことが多いからであ
る。日本では課長に過ぎなかった人が、海外では、工場長であったり、社長のポストにつ
くことは良くあることである。高いポストでの経験を海外ではすることができるのである。
そのことで駐在員は苦労することも多い。たとえば、日本で技術開発だけをずっと担当し
ていた人が、工場長になるようなケースでは、技術としての仕事に加えて、労務管理や予
算管理、人材の採用、工場環境管理などを日本で行ったことがないことをやらなければな
らないからである。しかし、この苦労が人を育てるのである。 
 
  
   出所：筆者作成 
 
海外進出によって「海外でも通用する」といった従業員の心理的エネルギーを高めると
いう目的もあろう。典型的な例は、アパレルのメーカーがニューヨークやパリなどアパレ
図表１－４：国際化の目的 
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ルの本場に出店するケースである。 
一般に企業はゴーイングコンサーン（継続企業）でなければならないといわれる。企業
は会社の公器であり、企業が破たんした場合の影響が大きいからである。 
企業は法人と呼ばれることもある。あたかも人格を与えられているようであるが、人が
成長し、永く生きたいと願っているかのごとく、企業も生き延びたい、成長したいと努力
しているようにみえる。このような視点で企業の国際化を考えると、「成長」と生き残るた
めの「リスクの削減」という企業の本能と様々な外部環境の変化に対応させるための国際
化の目的もあると考える（図表１－５）。 
以上まで、一般的な国際化の目的を網羅的に見てきたが、どちらかというと「仕方なく」
や「後ろ向き」のような印象を与える目的が多い。本章第 6 節において、ここまでの水準
とは異なった視線での国際化の目的について述べる。 
 
図表１－５：企業の本能と国際化の目的 
 
 
出所：筆者作成 
第5節 海外生産 
 この節では、国際化における海外進出の方法である海外生産について述べる。海外生産
には、大きく分けて３つの方法がある（浅川２００３）。それぞれにメリットとデメリット
がある。 
 ひとつは、完全子会社方式と呼ばれる方式であり、この方式にも２つのタイプがある。
グリーンフィールドともよばれる一から自前で拠点を海外に設けるタイプと現地企業の買
収である。グリーフィールドの場合、すべて自らコントロールできるというメリットがあ
るもののリスクが高く、立ち上げまでの時間がかかるというデメリットがある。現地企業
の買収も同様にリスクは大きいが、すでに地盤があるため時間の節約ができる。しかし、
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買収価格が高くなることが多いことと買収先のコントロールが難しいというデメリットが
ある。 
 二つ目は、合弁方式と呼ばれる方式であり、複数企業により所有される企業を設立する
やり方である。現地企業との合弁の場合や現地以外の国の企業同士が合弁で設立する場合
とがある。一般的には、現地企業との間の合弁の方が、現地国政府の扱いが良いと言われ
る。 
 特に現地企業との合弁のメリットとしては、現地の知識・ノウハウへのアクセスが挙げ
られる。現地独特の習慣や文化、税制度、流通制度などの知識は海外ではとても重要であ
る。かつて日本に進出した欧米企業は日本の複雑な流通制度が理解できず撤退に追い込ま
れた企業は多い。その他には、リスクやコストを分散し共有することが可能になる。さら
に現地国政府による現地化規制に対しても効果的に対応できることが多い。一方、合弁の
デメリットは、自社のノウハウや技術などの情報的資源を合弁相手に渡してしまうという
リスクやマネジメント全般でのコントロールが自由にならないため合弁相手とのトラブル
が発生することが多いことなどである。 
 三つ目の海外生産の方式は、契約製造（OEM）である。海外の企業に細かい指定のもと
自社製品を現地製造するよう委託するが、その販売に関しては自社が責任を持つ方式であ
る。現地国で製造設備をもたないため固定費を抱えずに済むため製造費用を変動費化でき
るというメリットがある。中国などの東南アジアにある工場に対して日本をはじめ欧米の
企業の多くが OEMを行っている。現地資本の企業だけでなく、日系の製造業に委託するケ
ースも多い。ユニクロや任天堂などが代表的な例である。しかし、現地企業はあくまで受
け身の立場であることから、現地のノウハウを吸収することは難しい。 
 生産以外の海外進出の方法として、これらとは別の２つの方式がある。 
 ひとつは、ライセンシングと呼ばれる方式である。ある企業が他の企業に一定期間、特
許や発明やデザイン、コピーライト、商標、技術ノウハウ等の無形資産に対するアクセス
権を与える方式である。ゼロックスが富士ゼロックスとの間で結んだライセンス契約が代
表的な例である。 
 ライセンシングのメリットとしては、あまり資金がかからない点と不慣れな海外でのオ
ペレーションリスクを最小限にできるという点が挙げられる。反面、ライセシー（ライセ
ンスを受ける企業）へのコントロールが難しい点とライセンシーが潜在的に競合になって
しまう可能性があるといったデメリットがある。特に後者はライセンサーにとっては大き
な問題になることがある。かつて米国企業が日本企業に対してライセンス契約を結び、そ
れをテコとしてさらに技術力を高め強力なライバルになった。かつて建築機器において外
資企業に国内市場を開放するにあたり条件としてコマツが米国企業とライセンス契約を結
び、その後世界第２位まで成長したケースが典型的な例である。 
 二つ目は、フランチャイジングと呼ばれる方式である。海外のフランチャイジーに社名
ブランドの使用を許可する代わりに、その現地運営のやり方に関して規則を課す方式であ
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る。たとえば、マクドナルドが世界中のお店にそのブランドネームで営業する権利を与え
る代わりにメニュー、調理法、サービス、ロゴなどすべてにわたり世界標準で運営してい
る。フランチャイズはライセンシングの一部とみなすことができるが、製造業よりもサー
ビス業に多いことが特徴である。本論文の事例研究で取り上げる重光産業やオリエンタル
ランドもフランチャイジングの例である。 
 メリットとしては、ライセンシングと同様に海外でのオペレーションを単独で行う場合
に生じるコストとリスクを背負わなくて良い点が挙げられる。反面、デメリットとしては、
世界中のフランチャイジーのサービス面での品質管理の難しさがあげられる。海外で悪評
が立てば、長年培った「良い評判」という見えざる資源を損ねてしまう。 
 海外進出の方法について述べてきたが、様々な方法があり、それぞれメリット・デメリ
ットがあり、これが最良であるという方法はない。企業の置かれた状況によって適した方
法を選ぶ必要があろう。 
 「国際化による経営資源としての情報の蓄積・活用」を目的の一つとした場合、どのよ
うな形の海外進出が好ましいのだろうか。 
第6節 イノベーション・センターとしての国際化 
 様々な目的をもって国際化する企業がある。リスクを取り生産拠点を海外に設ける多国
籍企業のように国際化の進んだ企業がある一方で、原材料の輸入による国際化程度にとど
まる企業も多い。 
 多国籍企業の中でも単に市場拡大を目的に海外に進出している企業が多いのが実情では
ないだろうか。具体的には、海外進出することによって、財務成果であるフローとしての
資源である「カネ」を得ることを目的にしている企業が多いということである。しかし、
不慣れな海外に進出し、経営活動をすることによって得られるものはフローとしてのカネ
だけではない。そこでは、日々の経営活動によって海外特有のノウハウやマーケット情報
などの「情報」というストックとしての見えざる資源が蓄積されているのである。 
海外で得られた「情報という見えざる資源」はイノベーションの源泉となるのではない
か、国際化をイノベーション・センターとして位置づけた国際経営があるのではないか、
という疑問が本論文の主題である。 
ドイル（２０００）は、企業の価値は貸借対照表よりも、無形のマーケティング資産（ブ
ランド、市場の知識、カスタマーリレーションシップ）にあり、これらの資産こそ長期的
な利益の原動力であると述べているが、筆者も同様の見地に立つ。 
 そもそも海外に進出するのは、本国（日本）においてなんらかの競争優位性をもつ資源
があるからである。海外に進出することによって、ヒト、モノ、カネ、情報という資源を
投入し、財務的な成功が得られれば、現地でカネという資源を生むことになる。すでに述
べたように同時に「情報」という見えざる資源も現地に生まれている。イノベーション・
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センターとしての国際化は、海外進出によって得られた海外でのカネと情報という資源を
テコにして新たなイノベーションを生むという考えに基づいたものである。イノベーショ
ンの方向は、地域的な拡大や多角化、そして本国が考えられる（図表１－６）。 
述べるまでもないが、イノベーションを生むために、海外で得られる資源として「カネ」
は必ずしも必要ではない。カネには競争優位性がないからである。したがって、論理的に
は海外進出が財務的には「失敗」であったとしても、海外進出がイノベーション・センタ
ーになりうるということを認識しておく必要がある。 
 
 
 
 出所：筆者作成 
 
  海外で生まれた情報をイノベーションの源泉としたイノベーションの方向はどのよう
なものがあるだろうか。いわゆるアンゾフのマトリックスを応用してイノベーションの方
向を考察する。図表１－７にイノベーションの方向性を示す（点線が進出国サイドからみ
たものである）。 
 これは、アンゾフのマトリックスを２つ組み合わせた形になっている。出身国サイドか
らみると、海外進出は、既存製品－新市場にあたり、「市場開拓」という成長戦略にあたる。
これを進出先である海外子会社側から見ると図表１－７に示すようにイノベーションの方
向は５つある。 
 ひとつ目は、出身国－既存製品のゾーンである。海外に進出することで何らかのイノベ
ーションが出身国、つまり、本社で起きるということである。ここでは、この方向を「本
図表１－６：イノベーション・センターとしての国際化 
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業波及型モデル」と名付けた。海外で得られた「情報」が、出身国の企業に波及するイメ
ージである。 
二つ目は、出身国－新製品のゾーンである。海外に進出することで、出身国で新製品が
生まれるというイノベーションである。この方向を「新製品輸入型モデル」と名付けた。
海外で生まれた情報によって出身国向けの新製品が生まれるというイノベーションである。 
 
 
 
 出所：筆者作成 
   
 三つ目は、少し複雑であり、二つの見方ができる。ひとつ目は、出身国サイドからみる
と、出身国の新市場－新製品のゾーンであり、多角化の方向である。出身国で多角化が進
むというイノベーションである。この方向を「ビジネス輸入型モデル」と名付けた。海外
で生まれた情報によって、出身国で新たなビジネスが生まれるというイノベーションであ
る。セコムのメディカルサービス事業がこの例である。セコムは、米国でメディカル関連
の会社を買収し、そこでメディカル事業のノウハウを吸収したのち日本でメディカルサー
ビス事業を展開している（慶応義塾大学ビジネススクールケース １９９４）。二つ目は、
進出国での既存市場－新製品のゾーンであり、海外で現地向けの新製品開発である。この
方法を「新製品開発型モデル」と名付けた。 
四つ目は、進出国での市場開拓のゾーンである。この方向を「子会社自立型モデル」と
名付けた。海外子会社が、自律的に市場を開拓していくというイノベーションである。市
場開拓先としては、進出国での地域拡大と第 3国への地域拡大の方向がある。 
 最後の五つ目は、海外子会社からみた多角化のゾーンである。この方向も二つあると考
える。ひとつ目は、「国際多角化型モデル」とでも呼ぶべき方向であり、進出国で新ビジネ
図表１－７：イノベーションの方向性 
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スを始める狭義での多角化というイノベーションである。二つ目は、「迂回型水平垂直統合
型モデル」と名付けた方向である。この方向として想定しているのは、進出国での水平統
合、すなわち競合の買収と川下、川上方向の垂直統合である。迂回型としたのは、成長戦
略としてバリューチェーンを広げる戦略をあえて海外で行うからである。出身国では、独
占禁止法の関係で行うことのできない水平統合も海外では可能である。同様に垂直統合に
しても、出身国では、川下分野への進出は、顧客の分野に進出することを意味するため行
い難いが、海外では比較的容易である。 
 
 
 出所：筆者作成 
 
 次に具体的にどのようなイノベーションがあるか、イノベーションの主たる源泉である
「情報的資源」をもとに例示する。図表１－８にイノベーション・モデルを例示した。 
 国際化を単なる「カネ」というフローを稼ぐ手段として位置づけるのでなく、イノベー
ションを生むための国際化、すなわち、イノベーション・センターとしての国際化ありう
ることを認識することが重要であると考える。 
 第 2 章では、本論文の理論的背景となる先行研究を概観する。続く第 3 章は、第 1 章と
第 2 章を踏まえた形で、イノベーション・センターとしての国際化を実践している事例研
図表１－８：イノベーション・モデル 
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究を行う。第 4 章では、事例研究を踏まえ、イノベーション・センターとしての国際化を
押し進めるための方策を提言する。 
（参考文献） 
（第 1節：何を国際化するか） 
・吉原（２００１）：「国際経営 新版」有斐閣アルマ 
・伊丹、加護野（２００３）：「ゼミナール経営学入門 第３版」日本経済新聞社 
・浅川（２００３）：「グローバル経営入門」日本経済新聞社 
・吉原（２００５）：「国際経営論」財団法人 放送大学教育振興会 
 
（第 3節：国際化の発展段階） 
・相葉（１９９９）：「MBA 経営戦略」ダイヤモンド社 
・伊丹、加護野（２００３）：「ゼミナール経営学入門 第３版」日本経済新聞社 
 
（第 4節：国際化の目的） 
・吉原（２００１）：「国際経営 新版」有斐閣アルマ 
・伊丹、加護野（２００３）：「ゼミナール経営学入門 第３版」日本経済新聞社 
・浅川（２００３）：「グローバル経営入門」日本経済新聞社 
・吉原（２００５）：「国際経営論」財団法人 放送大学教育振興会 
・コトラー、ケラー（２００６）：「Marketing Management 12th Edition」Prentice-Hall（恩藏、
月谷訳（２００８）：「コトラー＆ケラーのマーケティング・マネジメント 第 12版」ピア
ソン・エデュケーション） 
 
（第 5節：海外生産） 
・浅川（２００３）：「グローバル経営入門」日本経済新聞社 
 
（第 6節：イノベーション・センターとして国際化） 
・Ansoff（１９６５）：「Corporate Strategy」McGraw-Hill（広田訳（１９６９）：「企業戦略論」
産業能率大学出版） 
・吉原、和田他（１９９０）：「グローバル企業の日本戦略」講談社 
・慶応義塾大学ビジネススクール（１９９４）：「セコム株式会社（Ａ）企業成長と戦略ド
メイン」 
・Doyle（２０００）：「Value-Basede Marketing for Corporate Growth and Shareholder Value」John 
Wiley & Sons）（恩藏監訳（２００４）「価値ベースのマーケティング戦略論」東洋経済新報
社） 
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第2章 先行研究 
第 2 章では、本論文の事例研究をするにあたりベースとなった先行研究を概観する。詳
細は、参考文献に従った。 
第1節 国際化の歴史 
この節では、国際化の歴史を簡単に振り返り、どのような背景で国際化が進んできたか
について概観する。 
国際化の歴史は、多国籍企業の歴史と言っても良い。国際化の起源は、古代地中海のフ
ェニキア人や中世の貿易商人による交易活動に求められると言われている。１７、１８世
紀に英国やオランダの東インド会社に代表される貿易商社が海外での交易の範囲を拡大し、
それ以降欧州諸国による植民地体制拡大の中、多国籍企業が生まれた。しかし、直接投資
による海外での生産拠点の確立といった意味での現代的な多国籍企業の出現は、１８５３
年の米国コルト社による英国への進出が最初である(江夏・桑名２００１)。 
 １９世紀後半から２０世紀初頭にかけては、英国から米国へと資本輸出国としての地位
が明け渡され、米国企業による海外直接投資が拡大した。その後、世界大恐慌や第二次世
界大戦などによって一時的な低迷の時期を経て、１９５０年以降には、ECC の成立を契機
に米国企業は急速な拡大を遂げ、現代的な多国籍企業が多く誕生した。 
 一方、ドイツを中心とした欧州諸国と日本の追い上げにより米国との差は漸進的に縮ま
った。１９７０年代半ば以降は、米国企業に加え、西欧企業と日本企業が世界経済を席巻
した。近年では、中国をはじめとする Bricsと呼ばれる新興国からも多国籍企業生まれつつ
ある。 
 海外を志向する多国籍企業によって様々な国際化が果たされた結果、世界中であらゆる
モノ、情報が入手できるようになった。近年の IT技術の進歩や輸送技術の発展によってさ
らに国際化は加速された。 
 しかし、国際化はいわゆる多国籍企業の専売特許ではないと考える。果敢なチャレンジ
精神と確かな技術やサービスをもつ中小企業にこそ国際化による発展のチャンスがあるの
ではないか、と考える。したがって、本論文では、いわゆる多国籍企業だけでなく、中小
企業も含め国際化をイノベーションのきっかけにしている企業を取り上げ、国際化の新た
な活用方法を模索する。 
第2節 資源ベースの経営戦略論 
この節では、本論文での国際化の戦略を考える上でベースとした経営戦略論について資
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源ベースの経営戦略論（RBV：リソース・ベースト・ビューとも呼ばれる）を国際経営の
視点に立ち概観する。 
資源ベースの経営戦略論の主な論点は、企業特殊的な持続可能な競争優位の源泉は何か
ということである。価値が高く、模倣困難、希少で差別化されており、なおかつ幅広く応
用可能性が高いといった経営資源の獲得、構築こそが持続的競争優位の源泉であるとされ
る。バーニー（バーニー １９９１，２００１）が先駆的な研究者であり、プラハードとハ
メルはコア・コンピタンスという概念を用いて実践的な文脈に翻訳した（プラハード・ハ
メル１９９０）。 
コリスとモンゴメリーは事業に競争優位をもたらす価値ある資源の見分け方として価値
創造ゾーンのコンセプトを示している。価値ある資源は、顧客デマンド充足性（Demand）、
希少性（Scarcity）、占有可能性（Appropriability）について、以下の問いに肯定的な答えが
出せるものでなければならないとしている。（コリス・モンゴメリー １９９８）。 
１） 顧客デマンド充足性についての問い 
・その資源は顧客が求める「何か」を生み出すものであって、その「何か」に対して顧
客は高い支払意欲を持っているか。 
・その資源は製品市場における競争優位に貢献するか。 
・顧客により多くの価値を提供する代替製品もしくは代替資源が存在するか。 
２） 希少性についての問い 
・その資源は希少であるか。 
・その資源は複製が困難か。 
３） 占有可能性についての問い 
・その資源がもたらす利益を誰が獲得できるか。 
 資源の複製が困難であるかどうかは、物理的独自性、経路依存性、因果曖昧性、経済的
抑止力によっているという（コリス、モンゴメリー １９９５）。 
 物的な独自性が高い場合は、比較的模倣されにくい（複製が困難である）。すぐれた立地
条件が代表例であろう。国際化の視点でみると、どこの国にどの都市に拠点を有するかと
いう立地条件が考えられるが、模倣可能である。国際化による世界的なネットワークを駆
使できれば、競合よりはるかに好条件の一等地の確保することができるかもしれない。こ
こでの優位性は物理的独自性を獲得するための「知識」「ネットワーク」という情報的な資
源を活用したものと言えよう。 
 経路依存性は、資源の蓄積過程が独特であるため、他者が目に見える結果を模倣しよう
としてもそこに到達する過程が見えないため模倣が困難であるということである。たとえ
ば、ブランド名を模倣することは容易だが、ブランドの持つ本質的な価値であるブランド
ロイヤリティーを模倣することは極めて難しい。ブランドという資源は企業の外部に累積
的に蓄積される情報的資源の代表的なものである。 
 国際化された企業の場合、国際化の発展のパターンが企業によって異なる。そこに至る
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経路はさまざまであろう。重要なのは、海外進出に至る過程での経験・ノウハウという情
報的資源の蓄積であり、これを模倣することは極めて困難である。この経験・ノウハウを
どのように有効活用するかが、競争優位を築くカギとなろう。 
 成功の因果曖昧性は、競合の模倣を妨げるものになる。他社の成功要因には模倣可能な
要素もあるが、成功の因果関係が不明瞭な場合、模倣は困難である。組織能力や文化とい
った企業の内部にストックされた情報的資源が成功要因である場合が典型的な例である。 
 国際化された企業の場合、世界各地の人々のもつ暗黙知が混ざり合い、そこから新たな
有形・無形の資源が創造されるため、事業の成果に至る過程を特定しにくい。世界中の資
源を入手し、社内で移転・加工して価値祖像を行うその過程は、外部からはブラックボッ
クスのように見える。それが国際経営が模倣を困難にする源泉となろう。 
 経済抑止力は、企業が膨大な投資を行うことによって、競争相手の先手を封じる手段で
ある。競争相手は、同一の投資を行うことが可能であったとしても、市場規模が限定され
ているため、投資を躊躇してしまうような場合のことである。 
 以上資源ベースの経営戦略論を国際化適用して概観した。このような見方に基づき、次
のことが言えよう。 
 国際化された企業とドメスティック企業と異なる最大の点は、オペレーションが世界規
模で展開されていることである。その結果、さまざま情報的資源をストックすることがで
きる。マネジメント次第では、世界中の貴重な資源をドメスティック企業に比べ、より活
用できると可能性があるということである。しかし、どこにどのような資源があるか継続
的に棚卸を実施しない限りうまく活用できるとは限らないのも事実である。 
 そこで、国際経営における経営資源のマネジメントの課題は、「どうしたら企業戦略の方
向性に適合した重要経営資源を世界各国の内外ネットワークを駆使していち早く確保し、
移転、共有し、戦略に活用できるか」ということになろう。そして、競争優位性につなが
る資源をどのように積み上げるかによって、自社固有の組織能力を構築していくことが重
要な課題と言える。 
 国際化によってどのような資源を獲得し、有効に利用することによってイノベーション
につなげるか、が本論文の焦点である。企業の置かれている状況によって、獲得すべき資
源は異なることが予想される。そして資源を獲得することが目的ではなく、戦略に基づく
目標を達成するために獲得した資源を有効活用して初めて意義が生まれる。 
本論文の事例研究では、国際化により、どのような環境下で、何を目的に、どのような
資源を獲得し、どのように有効に活用し、イノベーションにつなげたか、について資源ベ
ースの戦略論の枠組みで分析を試みる。 
第3節 国境問題 
 この節では、国際化特有の課題である国境問題について概説する。 
 24 
企業の国際化とは、市場と活動基地が国境を越えることであるが、国境を越えることで
国際化特有の問題を抱えることになる。国際化とは、経営と国境の問題なのである（伊丹・
加護野２００３）。 
 国境を越えることによる問題は、様々な環境要因が変化することによって生じる。主な
ものは次の三つである。 
 ひとつ目は、市場環境の変化である。需要のタイプ、取引慣行、市場構造など様々な点
で国内とは違う市場で活動しなければならない。所得も、人口構成などといったマクロ環
境要因も国によって違う。労働市場の供給環境も違う。競合企業も国内とは別の視点で経
営を行っているかもしれない。国際化によってこれまでと異なる市場環境で生きなければ
ならないのである。 
 二つ目は、政治の制度の変化である。国際化によって、企業は複数の国またがって活動
するために、複数の政治を相手にする必要がでてくるのである。企業の活動は、国家間の
関係に影響を与えたり、影響を受けたりするのである。日本の国際化の歴史の中でも、貿
易摩擦という国家間の問題が発生し、やむなく現地生産を行い始めた産業が数多くある。
かつて富士通が米国で半導体メーカーを買収しようとしたが、米国の反対で実現しなかっ
た。米国の安全保障にかかわる問題だったのである。 
 三つ目は、文化と言語である。文化と言語の違いのために企業内部のコミュニケーショ
ンは複雑になる。異なった文化圏では、「許される」企業行動すら違う可能性があるのであ
る。イスラム文化圏では、「牛」は宗教的に重要であり、「牛」を商売にすることは難しい。
かつて味の素は牛由来の原料を使用していたことが発覚しイスラム圏での活動に制限を受
けた。 
 国際経営とは、これら三つの環境要因が複雑化した状況での経営である。したがって、
国内の経営にはない複雑な環境マネジメントが必要になる。環境マネジメントの次元も二
つある。ひとつは、消極的な対応ともいえる環境マネジメントであり、国内とは違う環境
に、状況対応的に合わせていくものである。少なくともこの「消極的な対応」抜きには、
海外で企業活動を行うことは困難であるため、必要条件といえる。二つ目は、積極的な対
応とも呼ぶべき環境マネジメントである。国内と海外では環境が違うが故に、環境変化そ
のものが「脅威」であるとともに、「機会」にもなりうる。様々な違いに対して、状況対応
的に対処した上で、環境変化の違いを「テコ」とした環境マネジメントである。たとえば、
国内の市場情報や企業文化を持つ駐在員が、海外のそれと出会い、２つの情報が融合する
ことで生まれるイノベーション、つまり、新しい市場情報が生まれ、新たな市場や、新し
い企業文化が生まれるような環境マネジメントが国際経営のダイナミックな側面であり、
あるべき姿であると考える。 
 しかし、国際化をイノベーションのテコにできる企業とそうでない企業がある。それは
なぜなのか、なんらかの要因があるはずである。第３章の事例研究では、図表２－１の国
際化のマネジメントの枠組みを用いて分析をこころみる。続く第４章では、事例分析の結
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果得られた内容をもとに国際化をイノベーションに如何に繋げるかについて提言を行う。  
 
 
 
出所：筆者作成 
第4節 資源の移転 
この節では伊丹・加護野（２００３）、江夏・桑名（２００１）、コリス・モンゴメリー
（１９９８）を参考に、国際化による資源の移転問題について触れる。 
市場の国際化や活動拠点の国際化によって、企業活動が国境を越えることなるが、具体
的に何が国境を越えるのであろうか。結論から言えば資源が移転するのである。 
最も分かりやすいのは、ヒト、モノ、カネといった資源の移転である。たとえば、企業
の国際化が輸出入中心であれば、モノの移動が中心で、その逆方向にカネの移転が行われ
る。この場合は、ヒトの移動や移転はそれほどでもないだろう。しかし、企業が製造拠点
などの直接投資を始めるとモノは完成品という形では流れなくなり、カネも本国から現地
へ投資という形で初期に大量に流れる。その後は現地で完結する部分が増加するため現地
から本国へのカネの流れは小さくなることが多い。しかし、直接投資の場合は、ヒトの流
れは大きくなる。 
こうしたヒト、モノ、カネといった資源の移転の背後には、次の３つの移転がある。 
ひとつ目は、情報的経営資源の移転である。情報的経営資源とは、第１章第２節で述べ
たように技術、ノウハウ、ブランド、ビジネスシステム、企業文化といった情報を中心と
した経営資源のことである。企業の活動基地の国際化は、企業の技術やノウハウ、ビジネ
スシステムなどが国境を越えて他の国で活用され始める例である。海外で工場を運営し、
あるいは、開発基地を設けることは、ひとつには本国から現地国へそのような資源が流れ
るからこそ可能になる。一般にこの現象のことを技術移転という。これらは、本国から他
図表２－１：国際化のマネジメント 
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国への情報的経営資源の移転の例である。 
一方、こうした活動が進められると逆に現地から本国へ情報的経営資源が移転されてい
くという流れも生じる。アメリカの企業の中では、古い事例であるが日本の子会社の品質
管理を本国に移転したテキサスインスツルメントのような企業もある。この例は、本論文
の主題であるイノベーション・センターとしての国際化の典型的なものである。 
二つ目は、付加価値の移転である。付加価値とは、製品の売上高から生産販売に要した
外部支払（原材料費や購入サービスなど。ただし人件費は含めない。）を差し引いたもので
ある。簡便的な付加価値は、企業の利益と支払金利、減価償却、人件費の合計である。企
業という組織が生み出した価値の総計と言ってよい。 
企業活動の国際化によって付加価値が国境を越えるようになる。付加価値の移転である。
たとえば、日本の製品が米国に輸出される場合は、その大半の付加価値は日本に残り、日
本の労働者や企業、そして投資家に配分される。この現象を米国サイドから見ると、米国
から日本に付加価値が移転していると言える。米国のシェアを日本企業が奪いながら成長
しているような状況を考えるとより明瞭になる。これまで米国企業が、米国の労働者と企
業の間で配分していた付加価値が、日本の企業と労働者の手に渡るようになるのである。
その付加価値の払い手は、米国の消費者であるから、付加価値は完全に国境を越えている。 
米国に日本企業が生産基地を設けるようになると、生産に必要な人件費が米国の労働者
に支払われるようになるため、付加価値のうち労働者への配分は日本から米国へと移転す
ることになる。つまり、輸出と比べ労働者の取り分だけ日本から米国へ付加価値が戻った
計算になる。 
このように企業の国際化のあり方によって付加価値が国境を越えるパターンが変わるの
である。直接投資が現地国に歓迎されるのは、直接投資が現地国にとってはより大きな配
分が得られることになるためである。反対に、国内にとって現地国への直接投資が歓迎さ
れないのは自明である。直接投資によって付加価値が海外に移転するからであり、一般的
には「国内の雇用の空洞化」と呼ばれる現象である。国内の企業が国際化する際にもこの
雇用の空洞化問題が表面化する場合が多い。 
三つ目は文化の移転である。文化も企業活動が国境を越えるとともに国から国へ移転す
る。たとえば、輸出によってモノが国境を越えるとそのモノに体化している文化が自然と
他の国に移転する。映画の輸出が米国の文化の輸出になっている面がある、というような
ことである。あるいは、海外に駐在する企業から派遣された日本人が、行動や話す内容に
よって自然と日本の文化を他の国の人に見せているという側面があるということである。 
さらに活動基地が国境を越えることによって、ある国の経営の仕方に体化された文化的
な側面、たとえば、コミュニケーションの仕方や行動習慣などが他の国に自然と移転する
こともある。 
こうしたヒト、モノ、カネの移転の背後にある情報的資源、付加価値、文化の移転には
共通した問題がある。それは、三つともある程度国境を越えさせなければ、企業活動の国
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際化自体が成功しないものであること、そして移転させすぎると問題が生じる可能性がる
ということである。 
情報的資源の移転をある程度させなければ国際化自体が成功しない、というのはほぼ自
明であろう。なぜなら移転可能な情報的資源こそが国際競争での優位性そのものであるか
らである。付加価値についても同様である。国際化するためには、付加価値の移転を国内
で認められなければ、そもそも実施することができないからである。文化についても、そ
の国境移動がある程度許容されなければ、日本製品への反発が起こるだろうし、日本企業
の経営の仕方にも拒絶反応がでるだろう。文化をトータルで移転することはできないが、
海外で許容可能な形に作り直して文化を移転させることができなければ、日本企業の海外
展開は成功できない。 
しかし、これらの三つの移転し過ぎることによる弊害もある。付加価値の場合は、国内
の雇用の空洞化であり、文化の場合は、現地国での文化摩擦である。情報的資源の場合は、
国内での情報の空洞化とも呼ぶべきもっとも大きな問題である。技術を海外に移転し過ぎ
てしまいその技術が国内になくなってしまった状態を想像すれば、その問題の大きさがわ
かるだろう。たんに生産のために必要な技術であれば、その製品を輸入することで対応で
きる。しかし、技術開発に係わる技術の場合は、必要なときに簡単にその技術を輸入する
というわけにはいかないからである。技術はそもそもヒトに体化されているものであるた
め、その技術を持ったヒトを日本に移動させるしか方法がなくなるからである。 
第5節 組織モデル 
この節では、バートレットとゴシャールによる国際化企業の組織モデルについて概観す
る。バートレットとゴシャールは、日米欧の９社の組織構造を詳細に調査し、国際化企業
の組織モデルを構築した（バートレット・ゴシャール １９８９）。 
図表２－２に標準化の程度（グローバル統合の程度）と現地適応の程度（ローカル適応）
の２つの軸で分類した組織モデルを示す。 
 
５－１：グローバル組織 
 グローバル組織とは、高度に標準化されているが、現地適応の低い組織である。海外子
会社は、本社の戦略と計画に従う実行機関という位置づけであり、本社に大きく依存した
組織である。この組織モデルは、グローバルな効率性の追求に適したものであるとされる。
産業の例としては、非鉄金属、化学、計測器などである。 
 
５－２：マルチナショナル組織 
 マルチナショナル組織とは、標準化の程度は低いが、高度に現地に適応した組織である。
この場合の海外子会社は、研究開発、生産、販売などの機能を持ち、かなり自律的に現地
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経営を行っている。この組織モデルは、現地への適応が重要な産業に適している。たとえ
ば、飲料。食品、日用品、たばこ等である。 
 
５－３：インターナショナル組織 
 インターナショナル組織とは、標準化の程度も現地適応の程度も低い組織である。この
組織モデルは、グローバル組織とマルチナショナル組織の中間的な形態と考えられ、本社
の中核能力をそのまま海外に移転させている組織である。 
 
５－４：トランスナショナル組織 
 トランスナショナル組織とは、高度に標準化され、かつ、現地化の程度も高い組織であ
る。このモデルは、実際の企業の事例から帰納的に導いたものではなく、上記３つのモデ
ルの持つ利点のみを生かし、欠点を克服したようないわば理想形のモデルである。 
 
図表２－２：国際化企業の組織モデル 
 
出所：Bartlett and Ghoshal(1989)を参考に筆者作成 
第6節 機能ごとに異なる現地化の程度 
第１章第２節でも述べたとおり、国際化は一定の発展段階を経ると言われる。この見方
によれば、バリューチェーンの機能ごとに現地化の程度は異なることになる。一般的には、
セールスの現地化適応が最も進み、研究の現地化の程度は低いことが多い（図表２－３）。 
 この類型を示したのは、国際化をイノベーション・センターとして活用するためには、
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どの機能を現地に適応させる必要があるか考察するためである。企業によっても機能ごと
の国際化の程度は異なることが予想されるが、イノベーションによっても必要な国際化の
レベルはことなると予想される。逆にどのイノベーションをするためには、どの機能の現
地化の程度を上げればよいか、明示的に示すことが可能かもしれないと考えたためである。
第３章の事例研究では企業ごとにどの機能までを現地化しているか調査し、イノベーショ
ンと機能ごとの現地化の関係について考察を加える。 
 
図表２－３：機能ごとに異なる国際化の程度 
 
 出所：Bartlett and Ghoshal(1989) 
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・江夏、桑名（２００１）：「理論とケースで学ぶ 国際ビジネス」同文館出版 
・伊丹、加護野（２００３）：「ゼミナール経営学入門 第３版」日本経済新聞社 
 
（第４節：資源の移転） 
・林芳郎（１９９０）：「グローバル企業の海外現地化戦略」PHP研究所 
・Collis、Montgomery（１９９８）：「Corporate Strategy」Irwin McGraw-Hill（根来、蛭田、
久保訳（２００４）「資源ベースの経営戦略論」東洋経済） 
・江夏、桑名（２００１）：「理論とケースで学ぶ 国際ビジネス」同文館出版 
・伊丹、加護野（２００３）：「ゼミナール経営学入門 第３版」日本経済新聞社 
・伊丹（２００３）：「経営戦略の論理 第３版」日本経済新聞社 
 
（第５節：組織モデル） 
・Bartlett、Ghoshal（１９８９）：「Managing Across Borders:The Transnational Solution」Harvard 
Business School Press（吉原訳（１９９８）：「地球市場時代の企業戦略」日本経済新聞社） 
・江夏、桑名（２００１）：「理論とケースで学ぶ 国際ビジネス」同文館出版 
・浅川（２００３）：「グローバル経営入門」日本経済新聞社 
・三和総合研究所（２０００）：「グローバル・ビジネス重点戦略ノート」ダイヤモンド社 
 
（第６節：機能ごとに異なる現地化の程度） 
・Bartlett、Ghoshal（１９８９）：「Managing Across Borders:The Transnational Solution」Harvard 
Business School Press（吉原訳（１９９８）：「地球市場時代の企業戦略」日本経済新聞社） 
・浅川（２００３）：「グローバル経営入門」日本経済新聞社 
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第3章 事例研究 
図表１－７に示したイノベーションモデルに対応する国際化をイノベーション・センタ
ーとして活用した事例を８つ述べる。 
第1節 佐藤繊維株式会社 
１－１：概要 
 佐藤繊維はシャネルやニナリッチなど世界ブランドに高級ニット糸を提供する会社であ
る。２００９年 1 月米ワシントンで開催されたバラク・オバマ米大統領の就任式でミッシ
ェル夫人が着用したニットで脚光を浴びた。身につけていたのはフランスの有名ブランド
ニナリッチのカーディガンだった。そのニットの繊維は佐藤繊維が開発したものであった。
佐藤繊維のニット素材は世界のブランドが認める質の高さを誇る。ニナリッチに提供した
素材は「モヘア糸」と呼ばれる。原料は南アフリカに生息するアンゴラヤギからとれる希
少な天然毛である。モヘアは光沢があり非常に滑りやすい。糸として紡ぐためには通常ウ
ールなどのつなぎを混ぜる。このためどうしても糸が太くなり、薄い繊維には適さない。
佐藤繊維は独自技術によって、つなぎを使わず従来の半分以下の太さに仕上げたのである。
モヘアを細く均一に引き延ばし、芯になるナイロン糸に巻きつけた上で、くしのようなも
のですいてモヘアを起毛させるのである。こうして通常の半分程度の細さでありながら強
度とやわらかさを兼ね備えた独自の糸を開発したのである（製品イノベーションがあった）。
この他にも独自繊維を１５０種以上もっている。ひも状にした和紙にウールを巻きつけた
糸、複数の色がグラデーションに染められた糸などである。 
 佐藤繊維の２００８年１１月期の売上高は前期比１３％増の約１７億円、純利益２千万
円であり、５年前に比べると６倍近い水準まで高まった。 
 佐藤繊維は、羊毛を原料とした毛紡績業として１９３２年に山形県で創業された。海外
から日本に洋服文化が輸入され、ウール需要が爆発的に高まる少し前のことであった。戦
後は、繊維産業が輸出産業の花形として成長し、事業は順調に拡大した。 
 ６０年代を迎えると繊維産業の主役はウールからニットに交代した。時代の潮流に合わ
せて佐藤繊維もニットに軸足を移す。当時は OEM供給が中心であった。 
 ７０年代に入ると繊維業界の状況は一変する。発端は、繊維製品に対する対米輸出の自
主規制を求める日米繊維交渉であった。７１年にはニクソンショック（変動為替相場制の
導入）が勃発し、輸出産業は大打撃を受けた。それに対し佐藤繊維はいち早く国内向けに
製品供給を切り替え、急場をしのいだ。 
 そして９０年代、情勢は再び変化の時を迎えた。円高の進行により、中国や東南アジア
で製造された廉価なニット製品が市場を席巻したのである。 
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１－２：経営危機 
 現佐藤正樹社長（現在４２歳）が入社したのはちょうどこのころであった。価格競争は
熾烈を極め OEM先から幾度となく値下げ圧力がかかった。売上はピークの３分の１にまで
下がり、経営はひっ迫した。９１年には約１３０名いた従業員を半数近くまで削減せざる
をえなかった。 
 「自分が子供のころから知っている従業員もいた。その顔を浮かべると、いてもたって
もいられなくなった。」と当時のことを振り返る。仕事を作りたい一心で、行商のようにニ
ット製品をトラックに積んで自ら小売店を回ったという。だが全く売れなかった。ブラン
ド力、知名度が低かったからである。OEM中心だった当時、メーカーとの関係性は構築さ
れていたが、流通との取引はなかったのである。品質については自信があった。時にはス
ーパーの入り口付近に露店をだしたこともあるという。しかし、いくら説明しても販売店
はどこも取り合おうとはしなかった。 
 この時佐藤社長は強烈な教訓を刻み込んだ。「どんなに素材にこだわり、安くて良い商品
も、それが買い手に伝わらなくては、売れていないのと同じだ。」 
 文字通りの崖っぷちに追い込まれたのであった。 
 
１－３：海外展開 
 転機は１９９７年のイタリア視察であった。イタリアはアパレルの本場であり、世界的
なブランドが数多く存在する。そこで大きな衝撃を受けることになる。彼らの物作りの姿
勢に感銘を受けたのだ。彼らは「自分たちでこんなものを作りたい」という強い意志で誇
りを持って仕事をしていたのである。メーカーからの依頼で物作りをしていた自分との差
を思い知らされると同時に「俺達しか作れない糸を作ろう」と決心した。 
 日本にもどり、新しい糸作りに奔走した。職人たちからの反発もあった。最初は「無理
だ」「やったことがない」と抵抗した職人も「とにかくやってみてくれ」という佐藤社長の
熱意に押された。製造設備を改造したり工程を工夫したりして実際に製品が出来上がると
職人たちの目の色が変わったという。「自分の方から、こんなこともできる、あんなことも
やってみたいと言ってくるようになった」と振り返る。２０００年には繊維の総合見本市
「ジャパン・クリエーション」に出展することになる。「どうせ売れないなら、作りたいも
のを展示しよう。」と半ば開き直っての出展だった。そこで長年温めてきた特殊な糸やニッ
トで会場を埋め尽くした。すると物珍しさに立ち止まる人が徐々に集まり、やがて黒山の
人だかりとなった。このとき「展示会の見せ方一つで、こうも反応が違うのか。」と商品の
見せ方の重要性に気づく。この経験がアパレル事業の立ち上げにつながることになった。 
 展示会を機に、取引メーカーは飛躍的に増加した。しかし、当時から国内ニット市場は、
９割は海外製品で占有されており、日本製品は残りの小さなパイを巡る争いが続いていた
のである。 
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 「生き残るには、海外しかない。そのためにはアパレルブランドが必要だ。」とその思い
は日増しに強くなった。また、佐藤繊維から糸の供給を受けるメーカーの製品にも不満が
あった。「この糸を使えばもっと良いニットが作れるはずだ。それなら自分でやるしかない。
自分のブランドがないとやりたいことが表現できない。」という思いもあったのである。 
 ２００１年に一念発起し米国進出を決める。デザイナーでもある妻とともに自社ブラン
ドの戦略を練り上げた。 
 「私たちは、日本からやってきました。曾祖父が羊を育て、羊毛を原料とした毛紡績が、
事業の始まりです・・・」 
 ニューヨークのアパレル展示会では、会社の歴史を語りながら、いかにして佐藤繊維が
紡績と関わりを大事にしてきたかを物語（ストーリー）にしたのである。インパクトを高
めるために佐藤社長が毛髪を白く染めたのもそのころであった。佐藤繊維のアパレル製品
は２万～３万前後である。決して高くはないが、安くもない。しかし、この価格レベルの
製品を売るためには、製品の品質だけではなく、消費者の心をとらえるブランディングや
ストーリーが必要と考えたのであった。キーワードは「メイド・イン・ジャパン」であっ
た。当時すでに日本の製品は品質が高いというイメージが世界中に広がっていたこをと利
用しようと考えてであった。糸から日本で一貫生産していることを強みに変えようとして
のことであった。ブランド名は「M ＆ KYOKO」。Mは正樹社長の Mであり、KYOKOは
デザイナーでもある妻のファーストネームからとった。ブランド名も日本的である。 
 ２００１年にニューヨークで展示会を３回開き、回を追うごとに人気が高まった。５月
の展示会ではアパレルの小売業者４０社と供給契約を交わした。２００２年にはニューヨ
ークのマンハッタンに土地を借りて出店した。噂を聞きつけた日本の通販番組が日本での
販売を提案し、佐藤繊維のニット製品が日本に逆輸入されるようになった。 
 アパレルでの成功は、紡績事業にも追い風となった。２００７年にはイタリアで開かれ
たニット糸の国際見本市「ピッティフィラティ」に出展したのである。これは佐藤社長が
１２年前にイタリア訪問した際に感銘を受けた見本市と同じである。「当時はこのような国
際的な展示会に出展できるとは考えていなかった」と感慨深く振り返る。そして、この展
示会が、ニナリッチからモヘア糸を受注するきっかけとなった。 
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１－４：事例分析 
図表３－１：佐藤繊維株式会社 
会社名 佐藤繊維株式会社 
モデル分類 本業波及型 
どのような資源を獲得したか 評判、知名度 
どのように資源を有効活用したか 海外での知名度をテコに日本に製品を逆輸入した。 
どこに進出したか ニューヨーク（出店、展示会）、イタリア（展示会）
外部環境 
中国などからの安価な製品に市場を席捲されており、
極めて厳しい状況だった。 
内部環境 
画期的な新製品を開発していたが、認知度が低く、収
益につながっていなかった。 
組織モデル グローバル型 
機能ごとの国際化の程度 セールスの国際化 
出所：筆者作成 
 
 佐藤繊維のイノベーションは、ブランドのイノベーションである。国際化によって認知
度という資源を獲得し、それが国内に波及している。 
 認知度を高めるためにアパレルの本場であるニューヨークで展示会を実施、そして出店
した。それが話題となり、独自製品が日本に逆輸入されたり、高級ブランドに繊維が採用
されている。 
 このように広告戦略やチャネルの工夫などのマーケティング戦略がイノベーションに繋
がったことは事実であるが、マーケティングだけが成功の理由ではない。そもそも製品そ
のものにイノベーションがあったこと大きいのである。これまでにない独自の繊維をもっ
ていたことがマーケティングを成功させた最大の要因である。 
 しかし、日本においてはその繊維の良さを浸透させることができなかった。佐藤繊維は
中小企業であったためブランド力を有していなかったため製品の持つ良さを正当に評価で
きるユーザーを見つけられなかったのである。そのため独自のブランドを立ち上げ、流行
に敏感なニューヨークでのマーケティング活動をしたため成功している。つまり、高品位
な製品を受け入れるレファレンスポイントと言われる海外の顧客に焦点を合わせ、認知さ
れたことが成功の要因であり、もし、製品のイノベーションがなければ、佐藤繊維の今日
の活躍は決してなかったはずである。 
そして、ニューヨークは世界でも屈指の流行に敏感な街であり、「新しいものを求める土
壌」がある地域に進出したことも重要な選択であったと考えられる。これがもし、保守的
な地域に進出したのであれば、佐藤繊維の製品は認められなかったのではないであろうか。 
また、ニューヨーク進出という事実は、佐藤繊維内では「ＮＹにでも通用する企業」と
いう従業員の心理的なエネルギーを高める働きをしたのではないだろうか。その結果、佐
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藤繊維で働く従業員の「やる気」という情報的資源も獲得したのかもしれない。 
 佐藤繊維のケースは、高品位の繊維という内部資源を有し、不足していたブランドとい
う情報的資源を国際化によって獲得することに成功し、それが国内に波及したというケー
スである。 
 そのきっかけは、国内の危機的な状況の中、イタリアでの展示会に社長自らが赴き、独
自の製品を開発することを決意したことに始まる。そして画期的な製品の開発に成功し、
その製品の認知度を高めるために国際化が有効に働いたのである。中小企業でありながら
リスクの高い国際化を志向した社長のアントレプレヌールシップもイノベーションに重要
な役割を果たしていたと言えるだろう。 
第2節 日プラ株式会社 
２－１：概要 
 日プラは水族館の水槽用アクリル板製造で世界シェアの７割をもつ会社である。２００
７年８月期の売上高は約２０億円の規模である。香川県と沖縄県に工場をもち、世界４０
カ国以上で水槽の施工実績がある。海外は米国とフランスに現地法人をもつ。売上の８割
を海外から受注している。 
 敷山哲洋社長が大手化学メーカーを辞めて日プラを設立したのは１９６９年である。サ
ラリーマン時代は、素材としてアクリルの生産に携わっていたが、より最終製品に近い仕
事をしたいという思いが募り独立を決意した。最初はアクリル板を張り合わせた化粧版の
製造から始めた。 
 独立から間もなく、同じ香川県内にある屋島山上水族館から水槽の引き合いが寄せられ
た。電力会社出身の館長がガラスでは実現不可能な継ぎ目のない水槽にこだわったため、
館員が藁にもすがる思いで日プラの門を叩いたのである。素人ユーザーの発想がアクリル
という素材の新しい可能性を花開かせたのである。 
 敷山社長の挑戦はそこから始まった。はじめは１０分の１の模型に比重の重い水銀を入
れ水圧にどれだけ耐えられるか試された。３カ月ほどの試行錯誤の末、施工上の課題はク
リアになった。７０年に世界初のアクリル製水槽が屋島山上水族館に納入された。 
 
２－２：経営危機 
 しかし、それ以後はなかなか大型の水槽を受注できなかった。大手化学メーカーなどが
日プラを追いかけるようにアクリル製の水槽作りを始めたからである。技術力には自信が
あったが、企業の「肩書き」で負けてしまうことが多かったのである。 
「技術はあっても知名度がない。大きなプロジェクトでは相手にされず、入札ではいつも
大手に負けとりました。」と振り返る。 
 水族館用の水槽用アクリル板の受注がない中、一時は電器メーカーの照明器具の下請け
 36 
をして食いつなごうとした。しかし、オイルショックで原材料が高騰し、「このままでは赤
字になってしまう」という敷山に対し、発注先は絶対に値上げを認めなかったという。 
 このとき敷山は「下請けはやめよう」と決意したという。水族館用の水槽用アクリル板
の仕事は年に数えるほどしかない。食えない状況は続いたが、あきらめなかった。 
「８０年代は活魚料理店の生けす、あれを作っとったんです。小さいけど、どんな水槽に
どんな魚を入れたら元気やとか実験の場にはなる。それで水処理の勉強もできた。」 
 
２－３：海外進出 
 しかし、状況は変わらなかった。そこで敷山社長は、「国内で評価されないなら、海外に
行くしかない」「海外ならば、会社の規模や知名度よりも技術力で評価してくれる」と踏ん
で、９１年に海外市場の本格的な開拓を決意した。 
 まず狙いを定めたのは米国であった。「米国で技術力を認められれば、世界的に評価を高
められる」と考えたからであった。日本の大手商社に協力を依頼したが、「取扱いは見合わ
せたい」と断られてしまう。しかし、実際に市場調査にあたった商社の社員からは「個人
的には御社のアクリル水槽は絶対に売れると考えている」と言われ、敷山社長は海外市場
開拓の自信を深めた。この日プラの技術を高く評価した商社の社員はいま、日プラの米国
事務所に勤務している。 
９３年、米カリフォルニア州のモントレーにある水族館が水槽を増設する計画をもって
いる、との情報が敷山社長の耳に飛び込んできた。敷山社長はすぐさま積極的な営業活動
を展開し受注に結び付けた。これが地元の新聞に大きく取り上げられ、日プラの知名度は
急上昇、敷山社長の期待通り、米国内のみならず世界中から引き合いが来るようになった。 
 ほぼ時を同じくして、日本でも改めて実力を示す機会が訪れた。９３年にオープンした
八景島シーパラダイスの水槽である。高さ約８メートルの水槽が観客の頭上にせり出すよ
うな形になっていて、さらにその中にトンネル型の通路を設置するという大胆な計画だっ
た。 
 布留川信行館長は「建設会社から住友化学工業（注：日プラに出資しており、原材料で
あるアクリル板を日プラに供給している）を経由して日プラに話が持ち込まれた。大がか
りな水槽づくりを日プラのような小さな会社に任せることにはやや不安もあったが、十分
に満足できる出来映えに仕上げてくれた。」と話す。これ以来日プラは国内でも実力を広く
認められ引き合いが増えた。 
 
２－４：独自の技術 
 水槽といえば、ガラスと思いがちであるが、今ではアクリルが大半を占める。ガラスで
はなくアクリルを使うのは透明度や強度のためである。大型の水族館で使用するパネルの
厚さは見た目にはそれほどの厚さに感じられないが、実は６０センチもある。ガラスを使
った場合、同じ厚さではこれほどの透明度は出ない上、水槽の中にある大量の水の圧力に
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も耐えることができないのである。 
 しかし、厚いアクリル板をつくるのは容易ではない。原料のアクリル板を生産する大手
メーカーが供給するのは、厚さが４センチまでである。日プラはこれを何層にも重ねるこ
とで必要な厚さを出している。単純に張り合わせるわけにはいかない。光の屈折率が異な
る接着剤を使用すれば、光が散乱してしまい透明度が下がるからである。十数枚も重ねれ
ば、向こうはほとんど見えなくなってしまう。 
「アクリル板同士が分子レベルで再結合して一体化するんですよ」と敷山社長は説明する。 
 アクリルは８２度の温度で変形が始まるアモルファス樹脂である。２枚のアクリル板の
間に同じアクリルの液体（モノマー）を流し込み、変形の始まる直前の温度まで加熱し、
重合と呼ばれる化学反応（樹脂化）を起こさせる。うまく重合すれば２枚のアクリル板は
一体化する。 
 ポイントは温度と圧力だという。広いアクリル板の各部分で起きている速度の異なる化
学反応を制御する。コンピューターなどは使わない。作業員の手作業だ。センサーと経験
が頼りの職人の世界である。室温は２２℃に保たれ、工程で使う器具は、「使う三日前まで
に持ち込み室温に慣らす」という。だが、さらに難しいのは、幅を出すためにパネルの横
につなぎ合わせる技術である。 
「建設現場で温度と圧力を管理しながら重合反応させる技術は門外不出。作業中は社員以
外は退去してもらう。」という。 
 この技術を有するのは世界で３社しかない。日プラ以外ではもう１社も日本の会社であ
る。大型の水槽の場合は、事実上日プラ以外に受注できる能力を有する会社はないという。 
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２－５：事例分析 
図表３－２：日プラ株式会社 
会社名 日プラ株式会社 
モデル分類 本業波及型 
どのような資源を獲得したか 実績、評判、知名度、ブランド力 
どのように資源を有効活用したか 
海外での実績が国内だけでなく、世界中からの受注に
つながった。 
どこに進出したか 米国 
外部環境 
大手メーカーの参入により、日本では水槽の受注がで
きず、OEM や小型水槽でしのいでいた。 
内部環境 
画期的な新技術を開発していたが、認知度が低く、収
益につながっていなかった。 
そもそも「水槽市場」は小さいため海外市場を求めな
ければ、存続できない状況だった。 
組織モデ インターナショナル型 
機能ごとの国際化の程度 セールスの国際化 
出所：筆者作成 
 
 日プラのイノベーションも前節の佐藤繊維と同様に国際化することでブランド力を高め
ることができたというケースである。 
 世界初のアクリル製水槽を実現しながら、大手メーカーの参入によって国内では受注で
きなくなった。国内で受注できなかった理由はいくつかあったと思われる。ひとつは、ア
クリル製水槽そのものがプロダクトライフサイクル上では導入期であり、存在そのものが
あまり知られていなかったからである。つまり、製品そのものがほとんど認知されていな
かったことが原因のひとつである。二つ目は、日プラが中小企業だったためである。この
製品は、佐藤繊維のケースとは違い高額な B to Bの取引であることから、企業の信用力が
重要なファクターであるが、日プラが中小企業であったためその信用力が低かったのであ
る。特に安全にかかわる製品であったためにその影響は大きかったと思われる。三つ目は、
日本企業独特の要因である。日本企業は保守的な側面があり、余り実績のないものを積極
的に採用しない、あるいは、規模や知名度の低い企業と取引しないという傾向があるから
である。上記最初の２つの要因は、世界各国共通の傾向であるが、三つ目の要因が、国内
で受注できなかったもっとも大きな要因であったと考えられる。これらの理由があった故
に、日プラは、「実績」という情報的資源を必要としたのである。 
 日プラの選択した市場は、「水槽市場」である。世界シェア７割を占める現在においても
売上は２０億円に過ぎない。つまり、水槽市場はニッチ市場であり、生き残るために海外
市場を求めなければ生き残れないという逼迫した事情もあったと思われる。したがって、
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海外に進出するのは必然の結果であったともいえよう。しかし、日本においても受注でき
ない状況が続く中で海外を志向するのはリスクが大きいのも事実であり、そこには自社技
術への自信と社長のチャレンジ精神があったためであったことを見逃してはならない。 
 そこで、進出したのが、米国であった。米国も日本と同様の取引慣行があるが、日本ほ
ど保守的ではなく、「良いものは良い」と評価し、新しいものをより採用していく傾向があ
る。そこで成功し、「米国での実績」という企業の信用を高める働きをしたと思われる。こ
れが米国で話題となり、デモンストレーション効果（客が客を呼ぶ）につながったのであ
る。 
 これは、顧客の選択によって知名度を高めたケースであり、佐藤繊維同様マーケティン
グ的な要素が成功の要因であるが、そもそも高い技術力を有していたことが故にマーケテ
ィング成功につながったのである。 
 日プラのケースは、高い技術力という内部資源を有し、不足していた知名度、ブランド
力という外部に蓄積される情報的資源を国際化によって獲得し、それを有効に活用できた
というものである。 
 日本の中小企業にも高い技術力を有するところは多い。ターゲットとしている市場がニ
ッチであればあるほど世界を目指す必要があるのではないだろうか。ニッチであるが故に
競合は少なく、製品が優れていれば、世界の「グローバル・ニッチ」になりうる可能性を
秘めているからである。 
第3節 重光産業株式会社 
３－１概要 
 重光産業は、国内で味千ラーメン１０５店（０９年６月）を展開する中堅ラーメンチェ
ーンである。その７割が熊本県内で展開されており、売り上げは１６億円に過ぎない。だ
が、「味千ブランド」は、「AJISEN RAMEN」として世界にその名を轟かせている。シンガ
ポール、フィリピン、中国、豪州、カナダなどに３３０店を展開するグローバルブランド
である。 
 味千ラーメンは、１９６７年に先代の重光孝治によって７坪の小さなラーメン店として
産声を上げた。孝治は１５歳のときに台湾から日本に渡り、日本国籍を取得した。熊本高
等工業学校（現熊本大学工学部）を卒業後に商売を始めた。インスタントラーメンの原型
ともいえる麺とスープのセットを考えてヒットさせたこともあるが、後に起業した食品関
連会社が倒産する。途方にくれる孝治に妻の彰子が「ラーメン屋でも始めましょう」と持
ちかけたのがきっかけだった。 
 
３－２：国内展開 
 孝治は寝る間を惜しんで納得のいくラーメンのスープを作るためにあらゆる素材、あら
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ゆる調味料を使って試行錯誤を重ねた。出身地である台湾の調味料にヒントを得て独特の
たれを考案し、豚骨スープに加えることで今の味を作り出すことに成功した。チェーン展
開を始め会社が大きくなってからも休むまもなく働いた。現社長重光克昭はそんな父の背
中を見ながら会社とともに成長した。孝治が考案した独特のスープの味が評判を呼び、店
の前には毎日長い行列ができた。 
「たくさんのお客さんを外で待たせるのは申し訳ない。うちのラーメンをそんなにおいし
いと思ってもらえるなら、やる気のある人にのれん分けして、もっとたくさんのお客さん
にたべてもらいたい。」 
 そう考えた孝治は、当初はのれん分けの希望者にスープのレシピを無償で教え、開店後
もライセンス料を要求しなかったという。その後現在のようなフランチャイズ・チェーン
に移行し、７０年代の「脱サラブーム」に乗って加盟店を増やした。孝治は、個人経営の
チェーン店を配慮し、ライセンス料（１５０００円/月）を意識的に低く抑えた。このこと
も味千が地元最大のラーメンチェーンに成長する下支えとなった。 
「お店はお客さんのためにあり、チェーン本部はお店のためにある。利益はお店に落とし、
本部は赤字にならなければいい」 
 孝治は、社内で口癖のようにそう語っていた。自分よりパートナー（加盟店）の利益を
優先して考える経営哲学は、子どものころから本店で手伝いをしていた息子の克昭にしっ
かり受け継がれた。 
 とはいえ現実の商売では、孝治氏の哲学は必ずしも良い結果を生むとは限らなかった。
加盟店の経営はオーナーの自主性に任され、本部からはほとんど口を出さない。チェーン
統一のマニュアルはなく、店側が望めばメニューの変更も認めた。外観や内装にも統一感
がなく、ラーメンの味にも多少のばらつきがあった。自分が生み出したスープの味に自信
を持っていた孝治氏は、「いつかは世界の人々に食べてもらいたい」という夢を抱いてい
た。克昭氏が学生の頃、父は冗談めかして「パリのシャンゼリゼ大通りに店を出せたらす
ごかろうなぁ」と語ったこともあったという。克昭氏を含む周囲は、当時はその夢が実現
するとは想像もしなかった。加盟店の利益を優先する経営では、チェーン本部に資本が蓄
積しない。海外はおろか熊本県外に打って出るにも、重光産業に大きな投資をする余力は
なかったからだ。やがて、熊本県内の店舗は飽和に近づいた。一方、豚骨スープが主流で
はない九州以外では加盟店が増えない。味千ラーメンは成長の壁に突き当たった。それで
も、８０年代後半のバブル景気までは順調だった。しかしバブル崩壊後は、長引く不況で
経営難に陥る加盟店も出てきた。 
 
３－１：台湾進出と撤退 
そんな中、孝治氏は親戚筋から持ち込まれた台湾への出店計画に乗った。故郷に錦を飾
るとともに、国内の閉塞を打破するため海外に活路を求めたのかもしれない。こうして 94
年、記念すべき海外 1号店が台北市に開業した。 
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しかし、父について現地パートナーとの交渉に同席していた克昭氏は、心のどこかで危
うさを感じていたという。 
子供の頃から店を手伝ってきた克昭氏は、大学を卒業して重光産業に入社した後も、本
店の厨房にひたすら立ち続けていた。ビジネスマンというよりラーメン職人と呼ぶのがぴ
ったりで、「麺をゆでるのに集中していると心が落ち着き、いやなことを忘れられる」と
いうほど。父が生み出した味千ラーメンの味を守り、高めたいという気持ちは誰にも負け
ない。 
そんな克昭氏にとって、台湾のパートナーは心が通い合わない相手だった。現地の運営
会社には重光産業が 40％を出資し、父の指示で克昭氏が開業準備を手厚く支援した。とこ
ろが、いくら熱心に指導しても、麺もスープも納得いく味をなかなか出せない。1号店の開
業から数カ月後に行ってみると、味千ラーメンの命であるスープの味がすっかり変ってい
た。 
「現地の好みに合わせ、味を調整すること自体は間違っていない。しかし台湾の店では、
あるお客さんに『塩辛い』と言われれば塩気を減らし、『脂っこい』と言われれば脂を減
らすという具合に、場当たり的に味を変えてしまった。このため、本来の味を気に入って
いたお客さんまで離れていった。パートナーには、スープの味を守ることがいかに大切か
を何度も話したが、『わかった、わかった』と言うばかりで、真剣に受け止めてはもらえ
なかった」  
 結局、台湾進出は惨憺たる失敗に終わり、１９９８年に運営会社を清算して撤退、出資
分の損失計上を余儀なくされた。この過程で、克昭氏はパートナーとの信頼関係の重要性
を身にしみて学んだ。 
 
３－４：香港パートナー 
克昭氏が台湾で悪戦苦闘していた９５年頃、熊本の父のもとに今度は香港への出店話が
舞い込んできた。２人の香港人が、数カ月違いで別々のルートから相次いでコンタクトし
てきたのである。 
そのうちの 1人で、現在は味千中国の会長兼 CEO（最高経営責任者）を務める潘慰（デー
シー・プーン）氏は、当時は中国の食品を米国やカナダに輸出する貿易業者だった。新し
い商売のヒントを探して日本の食品産業の視察ツアーに参加した時、たまたま味千ラーメ
ンに出会い、その味に惚れ込んだ。 
「自分の父親は中国南部の広東省、母親は北部の天津市の出身だった。広東省の家庭料
理には、豚骨を長時間煮込んで作るスープがある。母はこの南方のスープに北方の麺を入
れ、子供たちに食べさせてくれた。熊本で初めて味千ラーメンを食べた時、『こんなにお
いしい麺料理があるのか』と驚くとともに、母のスープを思い出してなつかしさがこみ上
げてきた。中国でも絶対に人気が出ると確信した」（潘氏） 
もう 1 人の鄭威濤（リッキー・チェン）氏は、当時はまだ２０代半ばの若さで、香港で
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日本式のクレープ屋を経営していた。子供の頃から日本の歌謡曲や漫画が好きで、高校を
卒業後に香港の高級寿司店に就職。その後、日本に渡り東京の寿司屋でも修行した。日本
時代にラーメンが好きになり、いつか香港で自分の寿司屋かラーメン屋を開業したいとい
う夢を抱いていた。 
だが、資金も実績もない若い鄭氏を信用し、パートナーになってくれる日本人はいなか
った。まずは資金を貯めるため、小さな初期投資で開業できるクレープ屋を始めた。そん
なある日、日本の友人が「台湾に進出した熊本のラーメンチェーンがある」という情報を
知らせてくれた。「海外進出に積極的なチェーンなら、自分の話に耳を傾けてくれるかも
しれない」と考え、だめもとで重光産業に電話をかけたという。 
潘氏と鄭氏は、ラーメン屋はもちろん本格的な飲食店経営の経験はなかった。人の好い
孝治氏は、飛び込みでやってきた２人を門前払いにせず、香港を何回も視察した。台湾で
の苦戦もあり、孝治は 1 年近く逡巡して首を縦に振らなかった。それでも２人はあきらめ
ない。ついに熱意にほだされ、香港進出を決断したのである。  
ところが、ここで悲しい事件に襲われた。香港 1 号店の開業準備の最中、孝治が急病に
倒れて亡くなってしまったのだ。心の準備をする余裕もないまま、克昭氏は２８歳で重光
産業の社長を引き継いだ。出店計画の中止を心配する潘氏と鄭氏に、克昭氏は「父の約束
を守る」と告げた。「今振り返ると、父の死は中国進出の退路を断ち、パートナーとの結
束を固めるきっかけになった」（重光社長）。 
香港への進出にあたり、克昭はパートナーに 1 つだけ条件をつけた。それは「ラーメン
の味を変えない」ことだ。現地に設立した運営会社には出資せず、経営の権限を大胆に任
せた。孝治氏の経営哲学の原点に立ち戻り、自分より相手の利益を優先に考えることで、
パートナーのやる気をとことん引き出そうとしたのだ。それは、40％を出資しながら信頼
関係の欠如に翻弄された、台湾での失敗への反省でもあった。中国での大成功で、今や香
港上場企業のトップとなった潘氏はこう話す。 「重光社長は、我々パートナーが必死に
頑張ることで初めて、味千中国の成長があることをよく理解してくれている。深い信頼関
係があるからこそ、我々も約束を守り、ますます頑張るのです。」  
日本では成長の壁に突き当たっていた孝治氏の経営哲学は、中国という新天地を得たこ
とにより、再び輝きを取り戻した。味千中国から支払われるライセンス料や技術指導料は、
国内売上高が約１３億円の重光産業に約３億円のプラスアルファをもたらすようになった。
この資金を使い、克昭は念願だった国内チェーンのテコ入れに乗り出した。２００２年に
は老朽化していた熊本本店の店舗を建て直し、イメージを刷新した。古い個人経営の加盟
店のリニューアルは難しいが、今後は熊本県外で直営店を徐々に増やすことで、九州のロ
ーカルチェーンではなく「世界の味千ラーメン」というブランドの確立を目指している。
「脱サラブームの時期に加盟した個人経営の店舗は、オーナーの高齢化が進んでいる。何
も手を打たなければ、国内チェーンの縮小は避けられなかった。中国での成功が、日本で
の再活性化のチャンスを与えてくれたことは、何物にも代え難い海外進出の大きな成果
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だ。」父の味とのれんを守る克昭社長は、心からそう実感している。 
 
３－５：親会社を超える海外子会社 
９６年に合弁で事業を始めた香港の「味千中国控股有限公司」では克昭が株主であると
ともに社外取締役を務める。同社は２００７年香港市場で上場し、同年度で売上高約１２
０億円の企業へと急成長果たし、米紙「ビジネスウイーク」からは「アジアで急成長した
企業」の１位に選ばれた。海外子会社の売り上げが高いのは、ＦＣよりも直営が多いから
である。中国在住の英国人経済ジャーナリスト、ルパート・フージワーフ氏による研究機
関「胡潤百富」は中国の飲食業とアパレル業界の２００８年版「企業家富豪ランキング」
を発表した。その中で「飲食」のランキング 1 位は日本式ラーメンチェーン「味千ラーメ
ン」の潘慰最高経営責任者（CEO）で資源は３５億元（約５１８億円）であった。 
だが、重光産業の海外収入は３億円程度しかない。合意に基づき味千中国から２００７
年に支払われたプランチャイズ手数料、技術指導料は約８９００万円、食材などの供給が
約２億７０００万円である。税務当局の担当者からは「海外から取るフランチャイズ手数
料が安すぎる」とまで言われた。 
国内でも規模に関係なく月額わずか１５０００円のロイヤルティーでのれん分けしてい
る。「本部が過剰に儲けるより、お店に利益が残るようにしなければ長続きしない。」とい
う父の考えが反映されてのものである。 
重光産業の役割は、味千ブランドの使用を認めて技術指導をするほか、面とスープなど
の食材を各店に提供する食材供給事業に近い。香港で知名度ゼロのこところで自らリスク
をとり、居酒屋スタイルのラーメン店を考案し、味千を大きく育てたのは現地のパートナ
ーだという認識がある。 
シンガポールで味千ラーメンを展開するジャパン・フーズ・ホールディングスも２００
９年２月にシンガポール取引所に上場を果たした。１９９７年の重光産業とＦＣ契約を結
び、重光産業も現在５％出資している。同社はシンガポールのほかマレーシアやインドネ
シアでも「味千」を展開している。 
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３－６：事例分析 
図表３－３：重光産業株式会社 
会社名 重光産業株式会社 
モデル分類 子会社自立型 
どのような資源を獲得したか 
台湾進出での失敗によって、パートナーの重要性を学
び、それを他の国に進出するときに生かした。海外進
出のノウハウという情報的資源を獲得とＦＣからの収
益 
どのように資源を有効活用したか 
フランチャイズ・パートナーに対して、「味千ブラン
ド」の希薄化を防ぐために「味を変えない」ことを要
求した。味千ラーメンの本質的な価値が「味」にあっ
たからである。 
日本においてはＦＣから得られた収益を国内のテコ入
れに活用した。 
どこに進出したか 台湾、香港、シンガポールほか（フランチャイズ） 
外部環境 
国内では、バブル崩壊の影響が残った厳しい市場環境
のなかで、チェーン展開が飽和に近付きつつあった。
内部環境 
先代の「いつかは世界の人々に食べてもらいたい」と
いう夢を持ちながらも台湾での失敗、資本力の低さに
よって自身の資源だけでは海外展開できる状況になか
った。香港に進出することが決まりかけていたときに
先代が亡くなってしまった。 
組織モデル マルチナショナル型 
機能ごとの国際化の程度 セールス、マーケティング、製造の現地化 
出所：筆者作成 
 
 重光産業のケースは、台湾進出失敗で海外進出に関するノウハウを学び、それを他の地
域進出に生かし、海外の FC が自立的に成長した結果、「味千ブランド」を世界に広めたと
いうものである。そして、FC から得られる収益というカネを使い、国内のテコ入れに活用
しつつある。 
 親戚関係の紹介を受け台湾に進出するも、パートナーの理解を得られず失敗に終わる。
飲食については、地域によって趣味嗜好がことなるため、現地に合わせることが必要にな
るが、台湾では顧客の意見を「聴きすぎて」しまい、味千ラーメンの差別化の要素でもあ
る「味」が損なわれてしまったことが失敗の要因であった。 
 台湾で苦戦を強いられているときに香港のパートナーと出会い、それが今日の味千ブラ
ンドが世界に広まるきっかけとなる。台湾と香港はいわゆる中国系であり、同様の食文化
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（ラーメンはもともと中華料理であり、台湾や香港にも日本式とは異なるラーメンが多数
存在する）やメンタリティーを持つ国であった。そのため台湾での経験を香港で生かすこ
とができたと考えられる。 
 香港に進出したのち、香港の子会社が中心となって中国本土に進出し、大きく成長する
ことになる。当時中国はWTOに参加したことをきっかけに、外資による投資を呼び込んで
いた時期でもある。味千ラーメンが中国で成功できたのは、香港人パートナーがいたから
であろう。なぜなら、中国は社会主義国としての一面と、資本主義の一面をもつ複雑なビ
ジネス環境であり、外資にとっては理解しにくいが、香港人はすでに中国で確固たるネッ
トワークを有していたからである。そのネットワークを活用できた可能性が高いといえる。 
 重光産業のイノベーションは、国際化によって、台湾での失敗を契機に、事業の KSF を
学び、その失敗を香港でのビジネスに生かすと同時に香港人パートナーと中国でのネット
ワークという資源を獲得し、中国市場での成功につなげ、世界の人々に「味千ブランド」
を広め、日本からの食材の輸出による本業への収益につながった。 
第4節 吉田工業株式会社（YKK） 
４－１：概要 
 YKK は世界一のファスナー企業であるとともにアルミサッシなどの建材事業でも国内で
は高いシェアを占める企業である。 
 YKKは創業者吉田忠雄氏が戦前の昭和９年（１９３４年）、東京日本橋にサンエス商会を
設立し、ファスナー工場を作ったことに始まる。しかし、この工場は戦災で失われ、戦後
吉田氏は故郷の富山で吉田工業株式会社を設立、ファスナー生産を開始した。従来手作業
で行われていたファスナーの生産を１９５０年にアメリカから自動製造できる機械を導入
し、機械化を進めた。研究改良し、自社で製造機械を作成できるようになり、国内市場で
圧倒的な地位を占めるようになった。１９５９年には海外事業を本格化、輸出が伸びたほ
か、現地生産が各国で開始された。 
 建材事業は１９６２年のビル用アルミサッシ開発の成功に始まる。その後住宅用サッシ
を市場に投入し、サッシ市場においてトップの地位を占めるにいたった。 
 
４－２：YKKの企業理念 
 YKKの企業理念は「善の巡環」といわれるものである。 
 善の巡環とは、創業者である吉田忠雄氏がアンドルー・カーネギーの言葉「他人の利益
をはからなければ自らの繁栄はない」にヒントを得て考え出したものである。自らの利益
追求を第一主義とした経営ではなく、従業員が上下の隔たりなく協力して働き、働いた成
果は社会と関連業界と従業員に三分配してともに繁栄して行こうという考え方である。 
 吉田社長はこう語っている。「結局思いいたったことは、額に汗しないで儲けることはい
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けない、人が作ったものを安いときに買って高いときに売ることはピンハネになる、自分
でものを作ることが肝心だということです。そして人間としていちばん尊いのは無から有
を考えだすことです。創意工夫によって人間生活は豊かになるし、莫大な利益が生まれま
す。人が１００円でつくっているものを発明工夫で５０円にしたとすると、その成果は消
費者大衆と関連産業に分配し、３分の１は私どもにいただこう、いただいた分はできるだ
け多く将来のために投資しようというのが私の考えです」 
 社内での分配については、株式を公開せず、できるだけ従業員にもってもらい、従業員
を株主にして資本の収入を分配するという方式をとっている。 
 経営については、「森林経営」とも呼ばれる「全員経営」を基本としている。森林は、常
に同じ高さの木が揃っている。どの木にも上下の差はない。経営者もワーカーも区別せず
共に働くという考え方である。 
 善の巡環という経営理念は、YKKの経営行動や組織に深く浸透している。たとえば、「森
林経営」という考え方から、給与体系は学歴に関益ない仕組みが長く続けられた。また、
YKKの株式は非公開であり、従業員持ち株会を通じて従業員主体に分配されていた。 
 
４－３：YKKの海外展開 
 最初の海外展開は１９５９年であり、インド、インドネシアそしてニュージーランドに
工場を建設している。当時発展途上国では国内産業育成と輸出奨励に力を入れており、製
品輸入規制も予想されたため、海外進出の必要があった。一方、先進国ではファスナーの
ような日常品の関税が４５～６５％と非常に高く、現地での市場開拓のために製造拠点を
設立する必要があった。１９６４年にアメリカとオランダに工場を建設している。 
 海外工場建設に当たっては、多くの日本人が派遣された。その際吉田社長が彼らに語っ
たことは「土地っ子になれよ」であった。「その地に生まれたんだと思って、その地の人々
を愛しなさい」と教え、現地の生活習慣をまず何よりも尊重せよと説いた。 
 海外展開の基本方針は、以下のようなものであった。 
① 市場の開拓 
 現地生産をスムースにスタートさせ、早く軌道に乗せるために生産規模に見合った需要
を確保する。 
② 小さく産んで大きく育てる考え方 
 スタート時は小さな規模でできるだけ早く軌道に乗せ、利益が上がれば地元第一主義で
配当送金を後回しにしても現地に投資し、設備を拡大していく。 
③ 地元地域社会にプラスになるようなプロジェクトの実施 
④ 現地会社への大幅な権限委譲 
 本社は基本的な方針（増資の承認、年次及び販売計画の承認、役員の人選等）だけに関
与し、日常の経営については一切現地にゆだねる。 
⑤ 現地人社育成と登用 
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 人材の登用は社内から行い、一般社員も努力と能力次第で役員の就任もありうる 
⑥ YKKブランドの統一、統一規格、同一品質の維持 
 世界ブランドとしての品質保証ができる製品を作るため、製造機械の自社開発を行い全
海外会社へ供給し、全世界統一規格を維持する。 
 ２００２年時点で海外拠点に派遣されていた日本人従業員は約４００名であった。派遣
者のローテーション期間は比較的長く、２０年その地で勤務している派遣者もいた。「土地
っ子になれ」という方針から長くその地に勤務していた例が多かった。 
 現地拠点の歴史が長くなる中、日本人に対する要求が高度化していった。現地の人材が
成長していくなか、経営管理能力のある人材が必要とされていたが、日本側ではそのよう
な要求に応えられる人材が必要なだけ育成されていなかったという。 
 
４－４：環境変化に伴う課題 
 ８０年代後半から YKKは環境変化に伴う様々な問題に直面した。 
① 建材事業の停滞 
 ファスナーから始まった YKKは実は売上では圧倒的に建材事業の方が大きかった。しか
もこの分野では長く業界のトップの地位を占めていたのである。 
 ところが状況が変化した。後発のトーヨーサッシにトップの地位を脅かされ、ついには
その座を明け渡したのである。両者とも国内市場の３０％程度のシェアをもっていたが、
１９８４年にほぼ並び、翌年にはトーヨーサッシが首位の座を握ることになる。その後、
シェアの差は広がっていった。 
 トーヨーサッシがトップに立った要因は様々あるが特にコンピューターを駆使した物流
ネットワークの構築を早くから取り組んだためであるといわれている。その点 YKKは立ち
遅れていた。組織構造についても、集権体制を敷いていたトーヨーサッシに対し、YKK は
分権体制を敷いていた。 
 YKK には「土地っ子になれ」という考えがあるが、これは日本国内での販売体制構築に
も当てはまっていた。かつて YKKの従業員は本社から資本金をもらって地方に飛び、独立
子会社を設立、経営していた。各地で何十年も過ごしている人も多いという。こうしてで
きた販売子会社は全国各地で根を張り、強力な販売体制を築いたのであった。 
 しかし、この仕組みには弊害もあった。各地域での連携がなかったのである。顕著だっ
たのは１９８８年であった。この年の住宅建設ラッシュのなか、YKK の建材部門は納期遅
れと品不足という問題が顕在化したのである。工務店や住宅会社が YKKに発注しても製品
は届かないことが多かった。注文を受けた販売会社は必死になって在庫を探し、他の販売
会社にあたるが調達できないという状況が続いた。YKK の建材は YKK で生産し、吉田商
事を経由して全国の販売会社に卸すという直販体制であったが、需要予測は地方に任され
ており、本社での一元管理をしていなかった。これが納期遅れの主要因であると考えられ
た。 
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 従来の分権化を改め、情報の一元管理など集権化が課題であった。 
② 経営資源活用の再検討 
 YKK の強さの源泉として従来指摘されてきたのは、原料から製品に至るまでの一貫生産
システムであった。これは創業当時 YKKの要求を満たすサプライヤーが無かったため自ら
作るしかないという理由からであった。YKK には工機部という部門がある。この部門は全
世界の YKKで使用される製造設備をほとんどすべて作っている。もし独立すれば１０００
億円規模の工作機械メーカーに匹敵するといわれるほど蓄積された生産技術は高かった。
このような部門があるのは、信頼されている YKKの製品の品質保証と生産性の高い機械の
自社開発によるコストダウンが求められたからであり、その結果 YKKは世界のファスナー
市場の過半を制することができたのである。 
 しかし、９０年代後半には、この部門も問題を抱えるようになった。工機部門の作った
ものは従来外販せず YKKの需要に特化してきた。しかし、全世界の YKKからの需要に応
えることができたくなってきたのである。各社とも急速に変化する市場ニーズに対応する
ための多品種少量生産が課題となっており、それに合致した機械を工機部に要求してくる
が、工機部は仕事量が多すぎ短期間に各社の要望に沿えなくたっていたのである。一部の
グループ企業では他の工作機械メーカーから設備を調達するところもでてきた。 
 工機部は、他の工作機械メーカーとあまり競争することなしに成長してきたが故に技術
革新への適応が遅れたという指摘もあった。激しい市場の変化の中で社内の経営資源だけ
でなく、外部資源の適切な活用が必要となってきていたのである。 
 従来 YKKはM&Aを行ってこなかった。素材からの一貫生産と発想が同じであるが、会
社も人材も自分で育ててこそ責任ある企業行動ができるという考えであったためである。 
③ 経営理念に対する従業員の考え方の変化 
 これまで森林経営という考え方のもと、従来の人事制度では学歴による差や職務による
差をなるべく廃してきた。年齢が同じであれば学歴の差にかかわりなく同等に処遇し、ホ
ワイトカラー、ブルーカラーも同等に処遇しようとしてきたのである。しかし、この考え
方に疑問を感じる従業員が多くなってきた。職務や能力による差をもう少し反映した処遇
制度を求める声が強くなってきたのである。 
 従業員持ち株制度も形骸化しつつあった。従来は従業員が平等に YKKの株式を手にする
ことができ、年１８％の配当を受け取ることができた。ところが YKKの成長とともに従業
員数が増加してくると彼らに配分すべき株式がなくなってしまったのである。結果として
古くからいる従業員は株式を所有し、高い配当を受けられるが、若い従業員はその恩恵を
得ることができなくなってしまったのである。 
 このように経営理念と現実の状況にかい離が見えてきた。場合によっては経営理念の変
更も課題にとされる状況に置かれたのである。 
 
４－５：リストラクチャリング 
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 YKK がこのような厳しい状況のなか、吉田社長は脳血栓で倒れ、経営の陣頭指揮に立て
なくなった。１９８６年のことである。そして吉田社長の子息であり、副社長として実力
をふるってきた吉田忠裕氏が社長に代わって、この困難な課題に挑戦することになった。 
 副社長は YKK の経営会議の席上、二つの選択肢を提示した。一つは、YKK 自体がファ
スナーに頼らず、抜本的に建材事業を再建するというものであった。もう一つは、吉田商
事を建材の中核会社にするというものである。YKK の売上構成比からみて、また市場の状
況に照らして、将来の YKKの成長は、建材事業をいかに伸ばすかにかかっていた。ところ
が建材事業は、商品開発を行って顧客に提案していかなければならない状況であったにも
かかわらず、その意識が失われつつあった。攻めの姿勢を持った建材事業を核とする会社
に生まれ変わらせる必要があったのである。 
 結果として選択されたのは、後者の案であった。１９９０年吉田商事は YKKAPへと変更
され、建材事業にかかわっていた８００名を移籍させた。従来吉田商事はグループ内で比
重の大きな会社ではなかった。副社長はこの会社を「役員ポストを用意するためだけの会
社」とまで評していた。事実、取締役のほとんどは建材とは関係の無いファスナー担当部
長が兼務していた。YKKAPに代わってからは、役員改選にあたって建材専任の中堅幹部で、
しかも海外経験の豊かな人材が多く登用された。 
 YKKAPは YKKのリストラクチャリングの第一歩であり、重要な位置づけとされた。経
営理念も含め大幅な見直しが必要となった状況のなか、YKKAPから変革の波を作り、本体
である YKKの変革を進めるための象徴的な出来事として位置づけられた。 
 同時に人事制度も変更された。従業員の職務を１３００に細分化し、各資格の定義を明
確化した職務資格制度である。年齢や上司の主観といった要素をできるだけ排除し、実績
や資格といった客観的基準によって評価する制度である。 
 外部資源の活用も積極化した。これまでほとんど行われなかったM&Aや提携が実施され
るようになったのである。１９８７年 YKKはアメリカの持ち株会社を通じて洋服ボタンの
大手メーカーであったユニバーサル・ファスナーズを４８００万ドルで買収した。１９８
９年には YKK本体がアメリカの建設会社である H・H・ロバートソンと提携した。この会
社の建築デザイナーであり、シアーズタワーや国際貿易センターといった超高層ビルのデ
ザインを手がけたフィリップ・ボンゾン氏をデザイン顧問として迎えたのである。これは
急成長している超高層建築向け市場での地位を確立するためであった。 
 
４－６：変革の担い手 
 変革の重要な第一歩となった YKKAPには多くの有能な海外経験者が集められた。その狙
いについて副社長は「みんな海外で社長などを務め、いわゆる修羅場をくぐり抜けて業績
を伸ばしてきた人たちです。ですから競争に対する欲求が強いのです。しかし、日本に戻
ってくると、やはり先輩や同僚などもいて、妙に遠慮してしまう。そこで一人ではダメだ
から、集団で逆スカウトしたわけです。皆に日本のしきたりやしがらみを無視してがんが
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んやってもらいたい気持ちです」という。 
 YKK 米国の社長を務めた北野芳則氏も呼び戻された一人である。北野氏は１９６０年に
YKK に入社している。当初は金属部に配属され、職場の設備合理化を手がけた後、ファス
ナー関連へと移動した。その後１９７０年にアメリカへ着任する。アメリカと日本とでは
状況が大きく異なっていた。善の巡環という経営理念が現地人従業員にも顧客にもあまり
理解されていなかった。北野氏は理念実現のためにアメリカで現地生産し、製品開発を行
う必要性を痛感した。北野氏が中心となり、生産拠点設立が検討されジョージア州のメー
コンに工場が建設された。この工場には莫大な資金が投入され、日本の中心的工場である
黒部工場並の生産拠点となった。当時アメリカではタンロン社が７０％近くのシェアを握
っており、YKKは数％のシェアしかなかった。しかし、YKKはタンロン社にはない豊富な
商品力をもっていたため、新工場が建設されてからは徐々にシェアをたかめついにトップ
の座を奪うにいたった。 
 
４－７：事例分析 
図表４－４：吉田工業株式会社 
会社名 吉田工業株式会社 
モデル分類 本業波及型 
どのような資源を獲得したか 変革リーダー 
どのように資源を有効活用したか 海外の人材による企業変革 
どこに進出したか 世界各国 
外部環境 建材分野で競合にシェアを逆転された。 
内部環境 
ファスナー分野では世界一であった。 
会社が大きくなるに従い、これまでの人事制度や戦略
が環境にマッチしなくなっていた。 
組織モデル マルチナショナル型 
機能ごとの国際化の程度 セールス、マーケティング、製造、開発の現地化 
出所：筆者作成 
 
 このケースは本業に対する海外人材による企業変革である。 
 まず、なぜイノベーションの源泉である海外子会社でリーダーが生まれたかについて考
察する。YKK の海外子会社は分権的構造と日本並みの資源を有しており、海外子会社の独
立性とローカル適応の水準は高い。また、海外に派遣された人材は、日本にいるときより
も高い権限と責務を負うポストについている。すなわち独立性の高い海外の子会社で重責
を負ってきたことによって企業変革を行うことができるリーダーが育ったものと考えられ
る。一方、日本においては、海外と比べすでに仕組みがしっかりしているためにさまざま
なことを経験するチャンスは少ない。海外では頼る人も少ないために否応なしにさまざま
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なことを経験するのである。 
YKK で特徴的なのは、分権的組織構造であろう。分権的であったがゆえに、リーダーが
育ち、本体の企業変革でのチェンジ・エージェントとしての役割を演じることができたも
のと考えられる。もし、集権的な組織構造であったならば、リーダーとして必要な経験が
少ないため、リーダーが育っていなかった可能性が高いと考える。 
 次に企業変革のきっかけについて考察する。外部環境の変化に内部環境がマッチしなく
なっていたこときっかけである。外部環境としては、建材事業におけるトーヨーサッシと
いう競合の存在とユーザーニーズの変化があげられる。このような外部環境の変化の結果、
分権的体制であったためにニーズに対応できなくなっていたのである。これまで分権的体
制で成長してきたが、需要情報など一元的に管理しなければならない状況に追い込まれた
のである。分権的組織であったためにリーダーの育成が進んだが、逆に集権的体制を外部
環境が要請したという点が興味深い。 
 企業変革のタイミングは、創業者である吉田忠雄が倒れたときであった。このタイミン
グも重要であったと思われる。なぜなら、自らが作り上げた仕組みを変えることは、自分
を否定することにつながりうるため、余程会社の置かれた状況が悪くならない限り改革は
できないからである。創業者の周りを固める人々の間でも会社の置かれた厳しい状況を理
解していただろう。しかし、強力な創業者がいるが故に変革を進めることができなかった
のではないだろうか。創業者が陣頭指揮をとれなくなった状況は、数少ない企業変革を可
能とするタイミングであったはずである。そのタイミングを捉え変革を仕掛けた忠雄の子
息である忠裕のリーダーシップも見逃すことはできない。 
第5節 株式会社オリエンタルランド 
５－１：概要 
 株式会社オリエンタルランド（OLC）は、千葉県浦安沖の埋め立て、大規模レジャー施
設などの建設を行い、国民の文化・厚生・福祉に寄与することを目的として１９６０年に
設立された。１９８３年に東京都心から約１０ｋｍに位置する千葉県舞浜地区に「東京デ
ィズニーランド（TDL）」を開園した。２００１年には海をテーマにした世界初のディズニ
ーテーマパーク「東京ディズニシー（TDS）」を開園し、これまでに両テーマパーク累計で
４億人以上を集客している。２００７年での遊園地・レジャーランド市場（市場規模６４
３０億円）における OLCのシェアは、４０．２％であった。 
 テーマパーク事業以外では、２０００年に巨大商業施設イクスピアリ、同年ディズニー
アンバサーダーホテル開業、２００１年には TDS とともに東京ディズニーシー・ホテルミ
ラコスタを開業している。２００２年にはディズニーストアを買収し、舞浜以外での事業
を手掛け始めた。そして２００８年にはシルク・ドゥ・ソレイユを開業している。順風満
帆に見える展開であるが、そこにはさまざまな葛藤があった。 
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５－２：恵まれた立地 
 OLC の成功の重要な要因にその恵まれた立地条件があげられる。拠点である舞浜は東京
から１０ｋｍ余りに位置し、半径５０ｋｍ圏内には可処分所得の高い人口約３０００万人
が居住しているからである。このような条件は世界中にニューヨークと東京にしかないと
言われ、ニューヨークと比べても温暖な気候である東京圏はテーマパークとしての適性が
高い。ディズニー招致の時には、日本の他の地域と競争になったが、舞浜の好立地が招致
の決め手になった。 
  
５－３：オリエンタルランド（OLC）創業 
 OLC が設立されたのは１９６０年である。高度成長期、工場などから排出される汚水に
よって浦安周辺の海は汚れ、漁業に多大な損害が生じていた。千葉県としては漁業の将来
性が危ぶまれたことから埋立てによって土地を開発し、新しい可能性にかけたいと考えて
いたのである。１９５０年代後半には、浦安の埋め立てを計画し、レジャー施設の建設や
住宅地、商業地を造成しようとしていたのである。その計画を受け、京成電鉄と三井不動
産、そして後に三井不動産に吸収合併された朝日土地興業の三社によって設立されたのが、
OLCであった。 
 
５－４：初代社長 川崎千春 
 創業から１９７０年代半ばまで OLCの初代社長を務めたのが川崎千春である。京成電鉄
に所属し、ディズニーランド招致を思いついたその人である。１９５８年出張で出かけた
アメリカでその三年前に開園したディズニーランドに出会いすっかり魅了されたのである。
この出会いが日本にディズニーランドが作られるきっかけとなった。初めて見たディズニ
ーランドのスケールは、川崎を打ちのめした。戦争と敗戦後の苦しみを知る川崎にとって、
その夢のようなディズニーの世界はまさに驚愕と感激だったのである。「こんな世界を、日
本のこどもたちにも見せてやりたい」という情熱を傾けることになる。 
 川崎家は、代々尾張徳川藩に仕えた絵師の家柄であり、川崎自身も芸術や美的なものに
対する感度が高く、それらが人間の精神に及ぼす影響についても独特の勘で理解していた
のではないか、と前 OLC社長 加賀見俊夫は述べている。 
 
５－５：夢の実行役 高橋政知 
 夢を描くのが川崎であるとすれば、その夢を実行したのが高橋政知である。TDL 開園の
とき川崎は積年の夢の実現を目の当たりにして、「あの男がいなければ絶対にこれは実現し
なかった」と言ったという。「あの男」こそ高橋であった。 
 高橋が OLCに入社したのは１９６１年である。当時三井不動産の社長であった江戸英雄
の紹介であった。紹介のとき江戸は「頭は良くないが、酒は強い。あの仕事にはうってつ
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けだろう。」と高橋について川崎にコメントしている。「君のことは江戸君から聞いている。
大いに飲んでやってくれ」という川崎の一言で、その場で OLC専務としての高橋の入社が
決まった。 
 
５－６：浦安埋め立て 
 浦安の埋め立ては、「千葉方式」といわれる方式がとられた。これは、千葉県が業者に埋
め立てを委託し、工事は業者の負担で進め、県は工事完成後、その代金として土地の一部
を譲渡するというものである。業者は原価で譲り受けた土地を活用することができる。OLC
は千葉県との分譲協定で１１５万坪の土地の払い下げを受けることになったが、その利用
には制限がついていた。６３万坪をレクレーション関連の施設にせよというものである。
後にこの土地が TDLや TDSに活用されることになる。 
 埋め立てに際してまず行われたのが、漁業組合との補償交渉であった。高橋の仕事は正
にこの漁業組合との交渉だったのである。ところがこの交渉は一筋縄でいくものではなか
った。公害問題で本州製紙へなぐりこみをかけるなどで勇名を馳せた浦安漁協が相手だっ
たからである。そんな彼らとうまく付き合うことが埋め立て事業成功の分かれ道であった。 
 連日連夜、高橋は、漁協組合の人たちを高級料亭に接待し、酒を飲み交わした。「あなた
たちの海をいたずらに犠牲にすることはしない。必ず立派な遊園地を作ってみせる。」と熱
心に説得し、数ヶ月のうちに高橋は漁協組合のとの交渉をまとめあげた。 
 このときの高橋の飲みっぷりは凄まじかった、と当時経理を担当していた加賀美は振り
返る。高橋が入社して１ヵ月目、高齢の総務部長が高橋に接待費の伝票を積み上げ、「高橋
さん、あなたこんなに飲んじゃって。川崎社長のハンコは自分でもらってくださいよ。」と
いうと、高橋は、社長室に向かい「だいぶ飲みましてな、社長」と言って伝票を川崎の机
の上に置いた。このときもし川崎が伝票の件で文句を言うようなら「やめた」というつも
りだったという。だが川崎は、ろくに金額も確認せずあっさりサインし、「大いにやってく
ださい。」と言ったという。これに高橋は感激した。君に任せるという言葉は誰でも口にす
る。しかし、それは所詮言葉でしかない。無言で伝票にサインする川崎の姿を見て初めて
高橋は川崎に信頼されていると感じたのであった。「これはもう何があっても事業を完成さ
せてやろうという気になりますよ。」と高橋は当時のことを振り返る。 
 「本人は言わんでしょうが、この埋め立てのために彼は相当身銭を切っているんですよ」
と江戸は言う。漁民と付き合っていくためには領収書のとれぬ金も必要だったのである。
政治家への政治献金などもすべて自腹だった。その費用を捻出するために、現在ニュージ
ーランド大使館のある場所にあった屋敷を売り払ったのである。その売却代金の大半が、
埋め立て事業につぎ込まれたのである。 
 埋め立てがすべて完成したのは、１９７５年１１月であった。 
 
５－７：ディズニー社との契約 
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 権利関係に厳しいディズニー社との契約は困難を極めた。何度も決裂寸前までいったと
いう。 
 ディズニーとの契約をまとめ上げた高橋は、「浦安地域の埋め立てが終われば、お役御免」
と考えていた。そんな高橋がディズニーとの契約の全面に立たねばならなかったのは、川
崎の退任が原因だった。当時、オイルショックのあおりを受け母体である京成電鉄の経営
が傾いたからである。上野に作った京成デパートが不振を極め融資していた銀行団から圧
力がかかったのである。 
 高橋自身は川崎に比べディズニーに対する思い入れがそれほどあったわけではないが、
埋め立て事業を軌道に乗せるまでが役割であると考えていた高橋もこの事業にかかわって
いるうちに埋め立てた土地にたいする愛着が湧いてきたのであった。当初「ディズニーラ
ンドなど成功するはずはない」といったディズニーランド構想に対する批判も多かったこ
とも逆に高橋の反骨精神に火をつけた。自分が浦安の漁業組合との厳しい交渉をまとめ上
げたのは一体何のためだったのか、という思いが常にあったのである。いつしか、「俺が意
地でもディズニーランドを創ってやる」という執念に変わっていった。 
 結局ディズニー社との交渉は５年越しとなった。交渉の項目は様々あったが、もっとも
衝突したのはその契約期間であった。 
 当初 OLCは２０年を、ディズニー社は５０年を互いに強く主張した。最終的には、２０
年を基本契約とし、さらに５年の更新を５回できる権利を加え、合計４５年という内容と
なった。日本側にとっては、４５年というそれまでの知的財産権の契約としては例を見な
い長期的な契約が屈辱的であると考えられていた。一方、ディズニー社にとっては、テー
マパークという進化していく事業では長期的で安定した関係が必要だったのである。 
 結果的には、長期的安定的関係は OLCにとって、ディズニー社から学ぶ機会が多く、多
大なメリットをもたらした。ディズニー社の持つコンテンツ作成能力は OLCの想像を遥か
に越えるものだったのである。このメリットを学習した OLC はディズニー社との契約を
TDSのオープンから起算して４５年間ということに変更している。 
 
５－８：TDL開園 
 TDL は１００％ディズニー社のノウハウで作られたものである。テーマパークの構想、
建造物、オペレーション、人材育成手法などすべてである。人材採用についても、あえて
他のレジャー施設での経験者を雇わなかった。理由は、TDL はディズニー社のノウハウを
全面的に導入して行われるプロジェクトであり、彼らのやり方を吸収することが大事だっ
たからである。言われたことを素直に身につけていく柔軟性を重視したためであった。本
人が意識しなくとも他のレジャー施設で働いた経験のある人はその体験が染みついており、
その経験が邪魔してしまうと懸念されたからである。 
 TDL の建設工事が始まる頃には、第一陣として従業員９名がディズニー社に派遣され、
１年から１年半の研修を受けた。研修後は人間が変わると言われるほど、ディズニー社で
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受けるトレーニングは強力で中身の濃いものだった。 
 その派遣されたメンバーを中心に大勢のキャスト（OLC では従業員のことをキャストと
呼ぶ。来場者はゲストと呼ばれる。）に研修で学んだことを伝え、TDL開園に備えたのであ
った。ディズニー社の素晴らしさは、アトラクションに加え、キャストのゲストに対する
もてなしの心であった。 
 こうして１９８３年４月１５日に TDLは２万６千人ものゲストを迎え、日本初のテーマ
パークが開園したのである。来場者は初年度には目標であった１０００万人を超えた。通
常２年目以降来場者が下がると言われるテーマパーク事業であるが、TDL は２年目も１０
００万人を超えたのであった。その後も順調に来場者を伸ばし続け、TDL は大成功と言っ
てよい成果を収めた。 
 
５－９：TDSの開発 
 TDSは TDLの成功で自信を持った OLCが主導で、ディズニー社のテイストを保ちつつ、
TDL では経験できないものを提供するために作られたものであり、TDL 開園から１８年経
った２００１年に開園している。第２のテーマパークである TDS の構想は１９８７年にま
でさかのぼる。当初ディズニー社からは「映画」をテーマにしたテーマパークが提案され
たが、米国のように映画文化が浸透していない日本には適さないという OLC側の主張によ
り変更された。ディズニー社に OLCの新事業開発チームが派遣され、ディズニー社と OLC
とで共同で開発されたのが、TDSであった。TDSのアトラクションは、「インディー・ジョ
ーンズ・アドベンチャー」以外すべて新しく開発されたものであり、この点を見ても OLC
主導で進められたプロジェクトであることがわかる。 
 OLC の独自性という点では、２００３年夏に始まったディズニーランド・パリでの光の
パレード「ファンティリュージョン！」が挙げられ、これは１９９５年に OLCが開発した
ショーの「輸出」である。 
 ２００２年１０月には OLCは「ジャパン・ソサエティ・オブ・ノーザン・カリフォルニ
ア」を受賞している。これは、OLC とディズニー社の共同事業が「グローバル・レベルの
効率」を追求できていることを評価されてのものであった。 
 
５－１０：独自の進化を遂げる OLC 
 TDS の開発を担ったのは、OLCの知画課である。知画課の名称は、知恵の「知」に企画
の「画」を組み合わせたものであり、OLC のアイデア集団である。この課が、既存のアト
ラクションのリニューアルや新しい企画を練っており、独自の進化を遂げる OLCを支える
存在でもある。 
 ここから生まれたもののひとつが、２０００年に舞浜駅前にオープンした巨大商業施設
「イクスピアリ」である。これは OLCが独自に開発した商業施設であり、欧州の街並みを
再現した独特の風景の中に様々な店舗が入っている。 
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 ２００８年１０月には TDLに隣接した場所に「シルク・ドゥ・ソレイユ・シアター東京」
をオープンさせた。これは、世界的に有名なパフォーマンス集団、シルク・ドゥ・ソレイ
ユの日本初の専用劇場である。OLCがシルクのパートナーとなって作り上げたものである。 
 この二つのプロジェクトは、ディズニー社とは直接関係の無いものであり、OLC が独自
で進められたものである。事業としての成否を問うことはまだできないが、OLC が独り立
ちしつつあることを物語っている。 
 
５－１１：事例分析 
図表３－５：株式会社オリエンタルランド 
会社名 株式会社オリエンタルランド 
モデル分類 新製品輸入型、新製品開発型 
どのような資源を獲得したか 
ディズニー：海外での経営ノウハウと開発力、好立地。
ＯＬＣ：テーマパーク運営に関するノウハウと「ディ
ズニー」というブランド資源。 
どのように資源を有効活用したか 
ディズニー：日本で開発されたショーを海外輸出し活
用した。海外でのテーマパーク運営のノウハウをパリ
や香港で生かした。 
ＯＬＣ：ＴＤＬの運営によって蓄積したテーマパーク
運営のノウハウと日本市場のニーズに合わせた新製品
開発。 
どこに進出したか 日本（ディズニー・外資からのフランチャイズ） 
外部環境 
ディズニー：テーマパークの輸出はしていなかった。
パートナーを探していたかもしれない。 
ＯＬＣ：千葉県との契約から何らかのテーマパークを
誘致しなければならなかった。 
内部環境 
ディズニー：テーマパーク運営に対するノウハウを有
していた。 
ＯＬＣ：創業者のディズニーランドに対する思い入れ
が強かった。ＴＤＬ運営ノウハウを日本市場に合わせ
るノウハウを蓄積していた。ディズニーだけとの契約
では契約が切れたときの不安があった。 
組織モデル グローバル型 
機能ごとの国際化の程度 セールス、マーケティング、開発の現地化 
出所：筆者作成 
 
 この事例については、米国ディズニーサイドからの分析とＯＬＣサイドからの分析を行
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う。 
 米国ディズニーにとっては、ＦＣ先であるＯＬＣの日本でのビジネスノウハウという資
源を獲得し、日本で成功をおさめ、そのノウハウを他国進出に生かした。ＯＬＣが独自開
発した新製品のパリへの移転にも利用した。はじめての海外進出であり、その実験として
財務リスク低いフランチャイズ形式をとったのは合理的な判断であったと思われる。 
 ＯＬＣにとっては、テーマパーク運営ノウハウと「ディズニーというブランド」という
資源を獲得し、ＴＤＬの成功につなげた。そして、ＴＤＬを運営しながら日本に適したテ
ーマパーク運営のノウハウを蓄積し、ＯＬＣ独自の新製品開発に生かした。 
 ＯＬＣが独自の新製品を開発できたことにはいくつかの理由が考えられる。第一に、独
自の製品を開発しなければならないという内部的な事情があった。ＴＤＬは４５年の契約
であり、契約が切れたのち契約延長を行わなければ、ＴＤＬそのものを運営できなくなっ
てしまうため、ＴＤＬ以外の新製品が必要だったのである。第二に社内でのノウハウの蓄
積である。ディズニーから学んだテーマパーク運営のノウハウを時間をかけて消化し、日
本的にアレンジできるようになったからであろう。開発部門である知画課の存在が大きい。
第三に起業家精神がＯＬＣのＤＮＡになっていたからかもしれない。ＯＬＣの創業から現
在に至る戦略を事例に示したが、川崎や高橋の起業家としての凄まじい執念を見過ごすこ
とはできない。ディズニー構想では、外部の人々は非常に冷たい反応だった。川崎が米国
で見たディズニーを日本の人々にも楽しんでもらいたいという思いと浦安の土地に対する
高橋の思いがなければ決して現在のＯＬＣはなかったのである。川崎や高橋の起業家精神
がＯＬＣのＤＮＡになっていても決して不思議ではない。 
 ＯＬＣの新製品開発は、ディズニーだけに頼れないという環境下で、ＴＤＬ運営により
蓄積したテーマパーク運営のノウハウと起業家精神とが組み合わさり、実現したのではな
いだろうか。 
第6節 NUMMI 
６－１：概要 
 ２００９年６月に米ゼネラル・モーターズ（GM）が２５年間続いたカリフォルニア州で
のトヨタ自動車との合弁企業「NUMMI」（New United Motor Manufacturing）からの撤退を表
明した。 
 トヨタと GMは１９８３年に提携で合意して以来、友好関係を築いてきた。NUMMIはそ
のスタートとなった工場である。０８年の金融危機以降、自動車メーカーは世界的な販売
不振に苦しんだ。特に過去世界一を続けてきた GM の凋落は著しく、これが NUMMI から
の撤退の直接的な理由となった。 
 １９８４年に設立された NUMMI はトヨタにとってのみならず、日本の製造業にとって
も歴史的な実験場になったと言われた。NUMMIはストライキが多発する荒れた労使関係に
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GMが手を焼き、ついには閉鎖に至った古い工場を多くの従業員とともども引き継いだもの
だったからである。そこにトヨタ生産システムを持ち込んだとき、一体何が生まれるのか、
これが歴史的実験と呼ばれる所以である。 
 NUUMIはトヨタ、GMそれぞれの思惑と日米国家間の思惑の絡み合った合弁事業であっ
た。この節では、NUMMI設立の経緯とその意義について見ていく。 
 
６－２：三河モンロー主義とトヨタ生産システム 
 １９７０年代以降、日米間の自動車貿易摩擦は激化した。日本からの輸出により米国の
自動車産業が多大な影響を受けていたのである。それに対し、本田技研と日産が８０年代
初頭に相次いで現地生産を開始した。一方、トヨタの対応は遅れていた。 
 日本の製造業が、先進国での現地生産をためらっていたのには理由がある。日本の製造
業の強みは、多品種で品質の良い製品を効率よく作るところにあるが、日本国内とは環境
条件のことなる海外、とりわけ先進国にどこまでこの強みの源泉である生産システムを持
ち込めるか分からなかったからである。なかでもトヨタの場合は「三河モンロー主義」と
評された特徴が腰の重さに拍車をかけたと言われる。三河モンロー主義とは、創業者の豊
田家を求心力としながら濃密な人間関係をつくりあげ、三河（豊田市）にある本社を中心
に工場も部品サプライヤーも愛知県下に集積している、いわば「内向き」な企業体質を表
現したものである。この企業体質こそが、生産と部品調達両面でトヨタ生産システム（TPS）
と呼ばれるに日本企業中でも群を抜く効率的な生産システムを生み出した要因のひとつで
あった。 
 
６－３：GMとの合弁 
 合弁事業をめぐるトヨタと GM の交渉は１９８３年２月に基本合意に達し、翌８４年２
月に合弁会社が設立された。５０％ずつの折半出資（トヨタは現金、GMは旧工場の建物と
現金）の形態をとり資本金２億ドルの規模であった。トヨタの開発した小型乗用車をトヨ
タ側主導で生産し、販売は主に GM のシボレー・ディーラーをという役割分担であった。
GMが提供する旧工場は、サンフランシスコから車で約１時間の距離にあるカリフォルニア
州フリモントに立地し、ピーク時は７０００人の従業員を擁する大工場であったが、１９
８２年に閉鎖されていたものであった。 
 トヨタは、リスクとコストを抑えながら米国現地生産を開始し、GMは自社での生産が困
難な小型乗用車をディーラー網に供給できる、というのが合弁の理由であったが、実は別
の重要な目的があった。トヨタは米国の環境の中でいかに経営をするかを学び、GMはトヨ
タ生産方式のノウハウを吸収する、というそれぞれの立場からの学習の場だったのである。 
 
６－４：採用と UAW 
 合弁事業を開始するにあたって焦点となったのは、UAW（全米自動車労組）との関係を
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どうするか、旧従業員の優先採用を認めるかどうか、というものであった。トヨタは当初、
旧従業員の優先採用には消極的だったと言われる。工場の閉鎖の理由が、従業員の規律の
悪さとストライキが多発する険悪な労使関係に由来する製品品質と生産効率の悪さにあっ
たからである。 
 しかし、労働顧問となった元労働長官W.アサリーの助言や GMとの関係もあり、以下の
ような趣意書が NUMMIと UAWの間で交わされた。①従業員の過半数を旧従業員から採用
する ②UAW を新会社の交渉相手とする ③労使関係は相互の信頼と尊重を基本とする 
④UAWはチームワークと柔軟な作業編成を基本とするトヨタ生産システムに協力する ⑤
賃金と付加給付は米国の自動車産業の水準に従う 
 こうして約５０００人の旧フリモント工場の従業員に応募の書類が送られ、採用が開始
された。しかし、無条件で採用されたわけではない。３日間かけて教室での演習と模擬現
場での作業評価を中心とする選考が行われた。NUMMIで新規に採用された２１００名のう
ち、１８００人が旧従業員であった。 
 工場の設備は、使用可能なものはそのまま利用された。不足する設備は日本で使われて
いたものが持ち込まれた。 
 旧工場から従業員と設備を引き継ぎながら UAWに組織された工場を運営するという、先
行するホンダ・日産とはまったくことなる条件のもとでトヨタの米国での現地生産が開始
されたのである。 
 
６－５：トヨタ生産システムの導入 
 労使協調の枠組みを構築した上で、トヨタ生産システムのさまざまな要素の導入が試み
られた。 
 最初に採用された２５０人の一般従業員にたいして、３週間にわたる日本での研修プロ
グラムが実施された。彼らは、チーム・リーダーやグループ・リーダーとして現場の要に
なることを期待された従業員であった。NUMMIのモデル工場であった高岡工場をはじめと
する日本での経験を生かして帰国後に研究チームを編成し、チームワーク作業をはじめと
する管理運営に関する自主研究を行い生産開始に備えた。 
 旧フリモント上場では、約１５０の職種に分けられていたが、それが一挙に３種類（一
般作業員と２種類の熟練保全職）に簡素化され、現場労働者の賃金も一般工と熟練工の２
段階に単純化された。多数の職種と多段階の賃金グレードは作業者のジョブ・ローテーシ
ョンの妨げになるからであった。ジョブ・ローテーションを通じた多面的な技能の形成が、
トヨタ流の柔軟な作業編成の組替えや工程全体の理解を深めることを前提としていたから
であり、職種の簡素化は重要な措置だったのである。 
 NUMMIでは、チーム・リーダーやグループ・リーダーを中心とするチームワークによる
仕事が強調された。チームワークを行う最小単位はチーム・リーダーを中心とした５人程
度のチームである。３～４のチームが集まってグループ・リーダーに率いられるグループ
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が形成される。さまざまな作業は、チームを単位として割り当てられ、チームの全員がジ
ョブ・ローテーションを通じて割り当てられた作業をこなすことができるように期待され
ている。そして、トヨタ生産システムの中核的な位置づけである「KAIZEN」（改善）活動
もチームを単位に行われた。チームワークが重要となるのは、なにか問題が発生したとき
である。作業ミス、品質不良、設備トラブルのいずれも、「It’s not my job」という態度では
迅速な解決は困難であるし、再発防止もできないためである。 
 日本のトヨタの工場と同様に NUMMI においても一般作業者にラインストップの権限が
与えられている。これは、工程内で品質不良や作業遅れなどの何らかの異常が発生したと
きに作業者が紐を引き生産ラインを止め、次工程に不良品を流さない仕組みである。製造
現場が品質に責任を持つ体制であるとともに問題を顕在化させ問題発見と解決を促す仕組
みである。ラインがストップするとチーム・リーダーやグループ・リーダーが集まり問題
を解決する。一般に米国では、ラインストップの権限は労働者に与えられていない。そも
そも労働者に問題を発見したり、解決することは期待されていないのである。品質不良は、
生産ラインの最後で専門の検査員によってチェックされ取り除かれ、工程の問題は、生産
技術者の担当なのであった。トヨタのやり方は、「現場に頭を返す」とも表現される。現場
の担当者自身の手によって問題を発見し、解決策も現場のチームで行うからである。 
 NUMMI においてもジャスト・イン・タイム（JIT）の導入が目指された。JIT とは、「必
要なときに、必要なだけ」生産するための生産管理方式である。「後工程引き取り方式」と
いう生産方式であり、最終工程から前工程へと「カンバン」と呼ばれる製造指示書ととも
に部品が流れていく。前工程は、後工程のカンバンに従い、必要なものを必要なだけ生産
するという方式である。この生産の流れの中に部品メーカーも組み込まれており、トヨタ
の生産に同期した生産が部品メーカーでも行われる。 
 
６－６：NUMMIの奇跡 
 トヨタ生産システムの導入は、すぐに歴然とした効果が現れた。NUMMIの生産性は、日
本の優良工場には及ばないものの旧フリモント工場に比べると４５％も向上したのである。
さらに組立工場に起因する品質不良も１台あたり１．３から０．５５へと半減した。これ
は日本の平均的な工場と同等のレベルであった。部品在庫に関しても大幅に削減された。
旧フリモント工場の数週間分から２．５日分へと激減し、欠勤率も４分の１になった。
NUMMIの歴史的実験は大きな成功を収めたのである。 
 
６－７：トヨタの海外展開 
 NUMMIの実験は、トヨタにとっておそらく期待以上のものであった。NUMMIの実験に
よって米国の土壌にもトヨタ生産システムを移植できることが証明され、その後、次々と
海外展開を進めるきっかけとなったからである。１９８８年には米国ケンタッキーとカナ
ダにおいて合弁ではなく、独資での生産が開始された。翌８９年にはこれまですべて日本
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からの輸入であった基幹部品であるエンジンの生産も開始された。９０年代になると海外
展開のスピードは加速する。９２年英国工場、９４年ケンタッキー第２工場、９８年イン
ディアナ工場、同年ウエスト・バージニア・エンジン工場が稼動を開始した。２０００年
以降も海外展開は進み、２０００年中国四川、２００１年フランス、２００２年中国天津
など世界中に生産拠点を設けており、０９年９月現在で２７カ国５２拠点となっている。 
 
６－８：事例分析 
図表３－６：ＮＵＭＭＩ 
会社名 ＮＵＭＭＩ 
モデル分類 子会社自立型 
どのような資源を獲得したか 
米国での工場運営のノウハウ。 
「わが町のトヨタ」という好感度。 
ＧＭとの協調関係。 
どのように資源を有効活用したか ＮＵＭＭＩでの経験をもとに積極的な海外進出に利用
どこに進出したか 米国（ＧＭとトヨタのジョイントベンチャー） 
外部環境 
日米間の貿易摩擦が激しさを増していた。ＧＭは業績
悪化によって、工場を閉鎖したばかりであった。米国
に対するなんらかの対策が必要な中、本田や日産はい
ち早く米国に工場を作り、先行していた。 
内部環境 
日本での生産にこだわっていたが、外部環境がそれを
許さない状況であった。 
組織モデル グローバル型 
機能ごとの国際化の程度 セールス、マーケティング、製造の現地化 
出所：筆者作成 
 
 トヨタにとっては、米国での工場運営のノウハウという資源をＮＵＭＭＩによって獲得
し、その後の海外進出に利用したケースである。 
 ノウハウ以外の資源として、トヨタは米国での好感度を獲得したと考えられる。これは
「シビック・ポジショニング」と呼ばれる考えに通じるものであり、市場参入を果たした
多国籍企業は、誰からも尊敬される行動をとらなければならないというものである（コト
ラー、ケラー ２００６）。進出した当初、日米間において、貿易摩擦が激しさを増してお
り、日系企業に対する風当たりは強かった。そのような環境において、ＧＭの社員を積極
的に採用し、ＵＡＷとも協調したことで、トヨタに対する米国民の印象は良いものに変わ
っていったことは容易に想像できる。進出したカリフォルニアでは、「わが町のトヨタ」と
いう心象につながっていたのではないだろうか。ＮＵＭＭＩによって米国での販売にも良
い影響があったと考えられる。 
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 さらにＧＭとの協調関係を挙げることができる。ＧＭは当時世界最大の自動車メーカー
であるとともに米国の象徴的企業でもあった。トヨタといえども米国で販売を続けていく
上ではＧＭとの協調的な関係構築が必要だったのである。 
ＧＭとしてもＮＵＭＭＩのメリットは大きかったはずである。第一に元ＧＭ社員を再雇
用することができたということである。第二には、トヨタ生産システムを学習することが
できたということである。この点については、必ずしもＧＭは学びきれなかったかもしれ
ない。トヨタ生産システムは、その生産方式そのものが優れているというよりも、「人間尊
重」と「改善」を中心とする企業文化そのものに本質があるからである。「アタマ」ではな
く、「ハート」に本質があるため、そこまでは学べなかったのではないだろうか。第三に、
小型車を獲得できたことである。当時米国でも小型車のニーズが高まっていたが、ＧＭは
ラインナップをもっていなかった。ＮＵＭＭＩで生産する小型車を販売することで市場の
ニーズに応えることができたのである。ＧＭにしてみれば、付加価値が高く、得意な大型
車に経営資源を集中的に配分できたことは、大きなメリットであった。 
 トヨタは、ＮＵＭＭＩでの成功という経験を、さらに米国だけでなく、他の先進国でも
生かしたようである。米国のような日本とは異なる文化を持つ国でもトヨタ生産システム
は効果を発揮することが証明されたからである。「米国でも通用した」という「自信」とい
う情報的資源も獲得したのかもしれない。 
第7節 プロクター＆ギャンブル・ジャパン 
７－１：概要 
プロクター・アンド・ギャンブル（Ｐ＆Ｇ）は洗剤や化粧品などの一般消費財を製造販
売する企業で、世界最大の一般消費財メーカーである。多数の事業を保有し、世界８０カ
国以上で事業展開している。世界でも収益性の非常に優れた企業として知られている。マ
ーケティングに極めて力を入れる企業として知られ、社内でのブランド・マネジャー相互
の競争はきわめて激しいという。米国フォーチュン誌にて、「社員の能力」が業種を超えて
世界ランキング第 1 位に選ばれた、人材輩出企業としても評価が高い。米国フォーチュン
誌が発表する２００８年フォーチュングローバル５００では売上高ランキングで世界７９
位、純利益ランキングで世界３９位 である。 
Ｐ＆Ｇの日本法人は現Ｐ＆Ｇジャパン(２００７年)である。Ｐ＆Ｇジャパンの前身はＰ
＆Ｇファー・イーストであり、Ｐ＆Ｇファー・イーストの前身は、Ｐ＆Ｇサンホームと日
本Ｐ＆Ｇの２社を中心に設立された。 
Ｐ＆Ｇが日本進出に際して最初に作った日本子会社はＰ＆Ｇサンホームである。そのＰ
＆Ｇサンホームの前身は１９７２年１１月に設立されたＮ・Ｓ・Ｈ・サンホームであり、
日本サンホームと伊藤忠商事の共同出資によって設立された。日本サンホームは第一工業
製薬と旭電化工業（現ＡＤＥＫＡ）による共同出資の会社である。Ｎ・Ｓ・Ｈ・サンホー
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ムが１９７２年１２月に倍額の増資を実施し、その増資分を全額米国Ｐ＆Ｇが引き受ける
形でＰ＆Ｇは日本進出を果たした。このように会社設立およびその後の経緯からも日本に
おける社内体制の点で困難な問題を抱えながらのスタートであった。 
進出当時、多国籍企業とくにアメリカの多国籍企業に関する海外からの情報は、巨大な
資本力と計り知れない戦略の凄さを伝えており、日本企業を怯えさせた。Ｐ＆Ｇについて
は、当時の西ドイツを席巻したＰ＆Ｇの進攻作戦は早くから伝えられ、日本の関係者に強
い印象を与えていた。もともとＰ＆Ｇが手掛ける日用雑貨などについて日本企業はアメリ
カから多くを学び育ってきたという背景もあった。中でもマーケティングについては、Ｐ
＆Ｇをお手本として日本的にアレンジしながら積極的に日本企業が取り入れてきたのであ
る。 
１９７３年３月当時世界Ｎｏ．１のシェアを誇っていた粉末洗濯用洗剤「全温度チアー」
を日本で投入した。この商品は発売当初、日本の競合メーカーの同種製品と比較して品質
面の優位性があったこと、そしてテレビコマーシャルや大量の試供品を配るという多額の
広告宣伝費を使う米国式のマーケティングを積極的に導入することで２０％近いシェアを
獲得した。 
 
７－２：長く続いた低迷 
 しかし、マーケット・シェアを伸びたもののあまりに積極的なマーケティング費を投じ
たために赤字も膨らんだ。 
 当時の花王丸田芳郎社長の指摘によれば、「創立以来わずか四年間で約２００億円強の巨
額な損失を累積した。」という。 
 その後、全温度チア－のシェアは落ち、やがて創立１０周年を過ぎる頃には１０％を下
回った。Ｐ＆Ｇのこの業績不振とマーケット・シェアの低落は日本の競争企業やその他の
業界関係者にとっても予想外のできごとであった。 
 １９７７年にはベビー用紙おむつ「パンパース」を投入する。１０月の福岡、佐賀両県
でのテストマーケティングから始まり、以後徐々に販売エリアを拡大しながら１９７９年
３月に全面展開を完了した。 
 Ｐ＆Ｇは新市場開拓するという考えで積極的なマーケティング活動を実施した。大量の
テレビ広告によって紙おむつの利便性や品質を訴求し、パンパースの商品名を浸透させ、
同時に大量のサンプル配布を行った。 
 Ｐ＆Ｇによるパンパースの導入は、日本のベビー用紙おむつ市場の本格的発展をもたら
した。製品を投入した１９７７年の業界全体の市場規模は１５億円だったが、１９７８年
には４５億円、１９７９年には１１１億円と急速に市場は拡大した。１９７９年のパンパ
ースの売上は１００億円であり、２位の本州ハイライフの売上は３億円を大きく上回って
おり、事実上市場をほぼ独占したのである。 
 当時のＰ＆Ｇグループ日本代表であるＦ・Ｈ・クルーズは次のように語っている。 
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「パンパースの日本市場での成功は舶来品志向の日本人に受けたこともあるが、長年にわ
たるアメリカＰ＆Ｇの研究開発が生んだ商品力によるものだ。アメリカでもパンパースは
最強である。今後着実に日本で紙おむつの売上を伸ばしていく。」 
 しかし、パンパースの独占的な市場地位は長続きしなかった。 
 ベビー用紙おむつ市場の急成長をみて競合がこぞって参入したからである。１９８０年
にまず大王製紙が、翌１９８１年にはユニチャームが参入し、そして１９８３年には花王
も同市場に参入した。 
 競争が激化するなかで、Ｐ＆Ｇのマーケット・シェアは急落していった。１９８４年に
はついにユニチャームが首位の座を奪い、１９８５年にはＰ＆Ｇのシェアは１７％にまで
低下した。この時１位のユニチャームのシェアは４４％であり、２位の花王のシェアは３
１％であった。 
 当時の状況を海外事業の最高責任者であるアーツトは次のように語っている。 
「Ｐ＆Ｇのマーケティングはうまくいっているよ。基本的にはＰ＆Ｇのやり方は他の文化
圏でも成功している。今で失敗した例は一つしかない。ずっと前だけどね。」 
 その唯一の失敗例が日本だったのである。 
 米国の親会社である米国Ｐ＆Ｇは、１８３７年にウィリアム・プロクターと弟のジェー
ムズ・ギャンブルの二人が設立した会社である。ろうそくと石鹸からスタートし、今日で
は、石鹸、洗剤、ヘルスケア商品、飲料、食糧、カミソリなど家庭用日用雑貨品で世界最
大のメーカーに成長し、この分野で長年にわたって米国でナンバーワンの地位を確保して
いる。 
 海外事業の中心はヨーロッパであり、最近ではアジア地域の伸びが際立つ。ヨーロッパ
にはイギリスとオランダの両国に本拠を持つユニリーバ、ドイツのヘンケル、フランスの
ポードゥースなど、有力な競争メーカーがあり、必ずしもトップの地位を占めているわけ
ではない。しかし、日本のように長年にわたって赤字を出し続けた国は一つもなかったの
である。日本を除く各エリアで着実に売り上げを伸ばし、マーケット・シェアを増大させ、
利益を上げていたのである。 
 
７－３：日本市場での低迷の要因 
 Ｐ＆Ｇが日本で営業を始めた当初、日本の日用雑貨業界のナンバーワンは花王であった。
当時の花王の売上高は約８４０億円であったのに対し、Ｐ＆Ｇの売上高は約１兆２０００
億円（１ドル３１０円換算）であった。約１４倍以上の開きがあった。規模の面から言え
ば、花王よりも圧倒的に大きな企業であった。 
 Ｐ＆Ｇは単に規模が大きい企業というだけではなかった。日用雑貨の分野ではＰ＆Ｇは
パイオニア企業であり、日本の花王やライオンなどの競合企業は、常にＰ＆Ｇをモデルに
していたのである。特に卓越したマーケティング手法で名をはせており、特に世界で初め
て導入したブランド・マネジャー制度はＰ＆Ｇがマーケティングの分野で打ち出したイノ
 65 
ベーションであると見られていた。日本の競合はＰ＆Ｇの近代的マーケティングの手法を
懸命に研究し、なんとか日本に持ち込もうと努力していたのである。 
 このような背景からＰ＆Ｇの日本進出は成功裏に進むと見られていたが、予想外の苦戦
を強いられ、進出後１０年以上にわたって利益を出すことができなかったのであった。 
 日本での苦戦の理由について、Ｐ＆Ｇファーイースト時代の社長であったヤーガーが分
析をしている。 
 ひとつは、日本のマーケットの特殊性である。日本的な複雑な流通システムや様々な規
制の存在である。外資系企業であるＰ＆Ｇにとってはまさに複雑怪奇な仕組みが立ちはだ
かっていたのである。 
 二つ目は、競争風土の違いである。日本では伝統的に利益よりもシェアを重視するため
コストを無視した価格競争が行われることである。Ｐ＆Ｇは洗剤の分野から日本に進出し
たが、その洗剤の分野においてコストを無視した価格競争が行われ、当時利益を上げてい
るメーカーはなかったと言われている。 
競争風土の違いでのもう一つの特徴は、競合による模倣である。Ｐ＆Ｇは価格競争を回
避するために優れた液体洗剤を日本の市場に新発売したが、その１年後にはＰ＆Ｇのパッ
ケージと製品の性能を明らかにまねたと思われる製品が日本の競争メーカーによって低価
格で新発売されたのである。 
Ｐ＆Ｇが日本に進出してから長く業績が低迷した原因を日本的な要因として考えること
ともできるかもしれない。しかし、Ｐ＆Ｇサイドの要因もあった。その要因について米国
Ｐ＆Ｇの国際部門の最高責任者であったアーツトは１９８５年に雑誌のインタビューで次
にように述べている。 
「われわれのやり方がうまくいかないときは消費者が理解できていないときである。最初
われわれは日本の消費者をアメリカやヨーロッパの人々と同じに考えて、そこで成功した
アメリカ式のテクニックを使った。われわれは日本の主婦たちが、比較広告や説得広告が
好きではないということを知らなかったので、広告コピーに、つまり言い方に問題があっ
た。アメリカやヨーロッパでは有効であったが、日本では比較広告は製品の品質を比べる
のではなくて、相手の会社を非難しているように受け止められた。」 
 
７－４：日本市場の意味 
 Ｐ＆Ｇにとって日本市場は決して大きくはない。ハーバード大学のバートレット教授は
９０年代のＰ＆Ｇの状況を次のように指摘する。 
「日本法人の売上は、Ｐ＆Ｇの総売上の５％程度に過ぎない。仮に日本でのシェアを５０％
取ったとしても、Ｐ＆Ｇ全体で見た売上の増加は数％にとどまる。」 
 売上や利益といった指標だけを見れば、日本での事業は縮小が正解であったかも知れな
かったのである。 
 しかし、Ｐ＆Ｇにとっての日本市場の位置づけは別の所にあったのである。当時のこと
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を振り返り米国Ｐ＆Ｇのスメイルは次のように述べている。 
「日本の消費者は特別な意味を持っている。世界的に見ても好奇心が強く非常に敏感であ
る。そうした消費者がいることは大切なことで、われわれも日本に進出して１５年になる
が、この間、苦難は多かったが学んだことも多かった。それだけに花王をはじめとする競
争会社に対しても尊敬の念を持っている。というのもそういったコンペジターと競争する
ことは自分たちの革新にも役立つからである。」 
 ２００１年３月にＰ＆Ｇファーイーストの社長に就任したガイスラー社長は「イノベー
ションか撤退か」というほどの危機感を感じていたという。 
「日本の競争相手は革新的で、決してＰ＆Ｇには負けないという不退転の決意をもってい
る。われわれは内外からの経営資源をかき集めて勝負しなければならない。」 
 投入した新製品は日本の消費者によって、花王やライオン、ユニ・チャームなどの競合
品と徹底的に比較されるのであった。 
１９９７年から９９年まで神戸に勤務したクロイド最高技術責任者は、技術的な側面か
ら日本市場を「稼ぐ場所というより学ぶ場所」と評価している。 
 
７－５：日本発の製品イノベーション 
 米国Ｐ＆Ｇは１９８５年の決算において３割近い減益を経験した。その減益の一つの理
由は、紙おむつのマーケット・シェアの低下であった。１９７５年のピーク時は７５％の
シェアをもっていたが、キンバリー・クラークによってシェアを侵食され、１９８４年に
は６０％にダウンした。 
 １９８６年からＰ＆Ｇは反撃に転じる。その反撃の際に投入したのが「ウルトラ・パン
パース」である。このウルトラ・パンパースは実は１９８５年に「新パンパース・コンパ
クト型」として日本で開発され販売されたものが原型であった。日本で日本市場向けに開
発された製品が米国親会社に渡り、アメリカにおいて紙おむつ戦争で重要な役割を果たし
たのである。 
 「新パンパース・コンパクト型」は、その製品開発システムの点でも重要な意味をもっ
ていた。この製品は８か月で開発されている。この期間は米国Ｐ＆Ｇの開発期間と比べて
格段に短かった。パンパースが米国でテストマーケティングされたのは１９６１年であり、
全米に展開されたのは１９６６年であった。紙おむつのアイデアが出されたのは１９５０
年代であると言われており、１０年近い開発期間を経たのちテストマーケティングを実施
し、その後５年かけて全米発売に至ったのである。 
 ところが、日本のＰ＆Ｇは８か月という短期間で新製品を開発し、発売に至っている。
これは花王、ユニチャームなど日本の競争企業との激しい新製品開発競争という競争上の
激しいプレッシャーが、短期間での開発を可能にしたのである。 
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７－６：事例分析 
図表３－７：Ｐ＆Ｇジャパン 
会社名 Ｐ＆Ｇジャパン 
モデル分類 本業波及型、新製品輸入型、新製品開発型 
どのような資源を獲得したか 
要求の厳しい顧客（ティーチャーカスタマー） 
強い競合（ティーチャーコンペジター） 
どのように資源を有効活用したか 
本体への危機感の醸成 
日本で開発した製品の逆輸入 
どこに進出したか 日本（米国Ｐ＆Ｇの１００％出資） 
外部環境 顧客の要求が高く、競争も激しい 
内部環境 長期間赤字が続いていた 
組織モデル トランスナショナル型 
機能ごとの国際化の程度 
セールス、マーケティング、製造、開発、研究の現地
化 
出所：筆者作成 
 
 この事例は、日本という極めて顧客のレベルが高く、かつ、競争の激しい市場環境から
得られるニーズや競合情報という資源を獲得し、本体への危機感の醸成や新製品開発に用
いたケースである。 
 「顧客の要求が厳しい」「強い競合が存在する」というのは、企業経営にとっては決して
好ましいものではない。できれば、顧客の要求レベルは低く、競合が少ない市場、つまり
「楽な市場」を選ぶのが成功の定石である。短期的に見れば、「楽な市場」を選ぶこと経営
戦略の定石といえよう。このような市場をブルー・オーシャンと言うこともある。しかし、
長期的な視点で見ても「楽な市場」を選ぶことが正しいことなのだろうか。楽であるが故
に市場に安住し、環境変化に対する感度が鈍り、衰退してしまうことが多いのではないだ
ろうか。過去、環境変化によって独占企業の衰退してしまうという事例が多い（たとえば、
レコード時代ではほぼ独占的にナガオカという会社がレコード針を供給していたが、ＣＤ
に移行すると間もなく倒産してしまった）という事実が示すように、「楽な市場」は企業に
とって必ずしも好ましいことではないのである。 
 Ｐ＆Ｇは、米国だけでなく日本以外の世界中で非常に強い企業である。唯一現在も苦戦
しているのは日本市場だけである。しかも、Ｐ＆Ｇにとって日本市場のインパクトは決し
て大きくわけでもなく、長期間にわたって赤字が続いたのである。キャッシュを獲得する
という目的が日本進出の目的であれば、日本からの撤退が正解だろう。 
 しかし、イノベーションの観点から見ると厳しい市場である日本には大きな意義がある。
企業の存在意義である顧客のソリューションを提供するためには、顧客のニーズを把握し、
それを実現しなければならない。日本の顧客は厳しいが故に様々なニーズを企業に提供し
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てくれるのである。そして、日本には規模ではＰ＆Ｇに及ばないものの日本のニーズを知
り尽くしたＰ＆Ｇに立ち向かおうとする競合が存在する。強い競合であれば、マーケティ
ング戦略を模倣する価値も高いのである。最近では、Ｐ＆Ｇは花王が開発した「クイック
ルワイパー」と同様の製品を日本の他のメーカーから技術導入し、は世界中で展開してい
る。 
日本向け製品がグローバルスタンダードになっている企業も多いという（岡田２００８）。
「学ぶ場」として日本市場は価値があるのかもしれない。企業にとっての「先生」、ティー
チャーカスタマー、ティーチャーコンペジターが存在するからである。 
これは、注文の厳しい顧客や強い競合を持つことによって自社の技術が鍛えられ技術の
ノウハウ蓄積につながることを示している。 
第8節 ネスレコンフィクショナリー株式会社 
８－１：概要 
 コトラー教授による有名なマーケティングの教科書であるマーケティング・マネジメン
トの最新第１３版にあるチョコレートのケースが掲載された。日本でのネスレのチョコレ
ート「キットカット」のケースである。 
２０００年ころから受験生たちの間で受験のお守りとしてキットカットが流行し始め、
２００４年にはキットカットの市場シェアが初めてポッキーを上回りシェア１位となった。
これは今まで存在しなかった「受験マーケット」を作り上げ、受験シーズンの風物にまで
なったからである。 
 ネスレの日本法人の子会社であるネスレコンフィクショナリーが仕掛けたこれまでに例
の無いマーケティング手法によりキットカットが社会現象になった事例である。多国籍企
業ネスレのグローバル戦略とキットカットの復活について見ていく。 
 
８－２：世界最大の食品メーカー「ネスレ」 
 食品は極めてローカル色が強く、しかも顧客の保守性が強いためにグローバル化が難し
いと言われてきた分野である。この分野でいち早くグローバル企業になった企業が、アン
リ・ネスレによって１８６７年スイスで創業されたネスレである。ネスレが設立されたそ
の翌年には、パリ、フランクフルト、ロンドンに販売会社が設立されている。アンリ・ネ
スレ自身ドイツからスイスに移り住んだドイツ人だったこともあり、スイスという小さな
市場だけに頼っていては成長は望めないと考えていたようである。 
本国スイスでの売上は、わずか２％程度であり、９８％以上は他の国での売上で構成さ
れている。母国スイスでの市場規模が限られているネスレにとって海外市場の開拓は必要
不可欠の戦略であった。 
１９８０年代からはネスレは、買収を基軸としたグローバル化を展開し、急速に市場を
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拡大した。ネスレの買収戦略は、新規参入の分野、既存分野の強化にかかわらず、買収す
る企業は、知名度や優れた経営資源を持った現地の一流企業をターゲットに行われた。た
とえば、８５年に米国のペットフード分野で「フリスキー」という強力なブランドを持っ
ていたカーネーション社を買収している。８８年にはイタリアの老舗パスタメーカー、ブ
イトーニとチョコレートのキットカットで有名な英国のマッキントッシュ社を買収。さら
に９２年にはフランスの飲料水メーカー、ペリエグループも買収し、傘下に収めている。 
しかし、買収による成長を志向しているが、ネスレはコングロマリットを目指している
わけではない。金融、不動産、アルコール、たばこ等の分野には基本的に進出しないとい
うポリシーを持っており、さらに原材料分野や小売への進出といった垂直統合を進める様
子も見られない。原則として事業展開の知識が豊富な「食品分野に特化」し、その分野で
水平的な拡大を図るというのがネスレのグローバル戦略の特徴である。 
 ネスレの２００８年度の連結売上高は、９兆３０００億円、最終利益は約１兆５０００
億円であり、世界２位の英蘭ユニリーバ（連結売上高５兆２０００億円）を大きく引き離
し、世界最大の規模である。ネスレの成長を支えるのは、栄養と健康を切り口に食品・飲
料市場を網羅する幅広い商品群であり、それらを販売する地域の多様性にある。事業拠点
は全世界８４カ国にあり、商品は１３０カ国に浸透している。商品数は約１万点あり、サ
ブブランドを含めたブランド数は約６０００に及ぶ。 
 インスタントコーヒーの「ネスカフェ」は世界中で１秒間に３０００杯、年間９４６億
杯（２００２年）飲まれており、コーヒーの単一ブランドとしては世界一のシェアを握る。
日本ではコーヒー製造会社の印象が強いが実は、コーヒー事業はほんの一部でしかなく、
飲料という商品カテゴリーでも全体の１７％（売上比率）に過ぎない。飲料以外では乳製
品とアイスクリーム１９％、加工・調理用食品１７％、ペットフード１１％、菓子１１％、
栄養食品９％、ミネラルウオーター９％、そして製薬関連７％となっており、バランスの
良い製品ポートフォリオとなっている。 
 
８－３：ブランドの管理方針 
 食品分野に特化しているが、それでも６０００を超えるブランドを有しており、ブラン
ドマネジメントがネスレの課題である。ブランド管理を誤り、１つのブランドが、異なっ
た国で異なった意味やイメージをもたれた場合、顧客はネスレのブランドに困惑すること
になるからである。 
 ネスレでは、「ブランドの適切な管理、育成は社員一人ひとりの責務」というほど、ブラ
ンドのマネジメントには最新の注意を払っている。ネスレではブランドをストラテジック
ブランドとローカルブランドという２つに分け、さらにストラテジックブランドは戦略的
重要度に応じて４つの層に分けて管理している。最上位に来るのがワールドワイドコーポ
レートストラテジックブランドであり、ここにはネスカフェ、フリスキー、ブイトーニな
どが位置づけられている。２番目は、リージョナルコーポレートストラテジックブランド
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と呼ばれ、ここには調理用食品であるクロス＆ブラックウエルがある。３番目は、ワール
ドワイドプロダクトブランドとリージョナルレンジプロダクトブランドであり、ここには
キットカット、ミロなどがある。最下層はローカルストラテジックブランドであり、様々
なブランドがある。 
 これらの４つの階層のうち、上位３つのブランドを統括しているのが本社のストラテジ
ックビジネスユニットである。ローカルブランドに関してのみ現地法人に自由裁量が与え
られている。それ以外はこの部門が各国の子会社にロゴデザインの基本方針、さらにはブ
ランドごとのポジショニングやコミュニケーションの方法まで詳細なガイドラインを提示
している。 
 
８－４：分権化を志向する 
 ブランドマネジメントを見るとネスレは非常に集権的に見える。しかし、実際にはネス
レブランドというグローバル資源をベースにしながらも人事、マーケティング、製造機能
などの意思決定権限については、かなり現地に権限は委譲されている。 
 人事も各法人ごとに採用することを基本としており、ネスレ日本においても従業員２８
００人のうち外国籍をもつのは２０人にも満たない。工場建設などの資本的支出などの決
定についても最終的に本部の承認を必要とするが、現地法人主導で決定される。製品の導
入についても、本国で開発された製品がそのまま他の国に導入されることの方が少ない。
ネスレのメインブランドであるネスカフェは、世界１００カ国以上で販売されているが、
その味は各国で異なっている。それぞれの国の嗜好に合わせて味を変えているのである。
ただし、どんな味のネスカフェでも良いということではない。消費者調査を実施し、一定
以上の人がおいしいと答えたという調査結果を添付しサンプルを本部に送り、審査を経た
のちネスカフェというブランドの使用許可が下りるという仕組みになっている。現地の嗜
好に合わせつつ、グローバルなルールに従うことでブランドのイメージを統一させている。 
ネスレ日本においても多くの製品を日本仕様に変更してから市場に導入している。イタ
リアのフードブランドであるブイトーニ（パスタ）を輸入、販売しているが、各製品は日
本人の味覚や舌触りに合うように製品を変更してから市場で販売している。 
現地のニーズに適合するために変更するのは製品だけではない。ネスレでは分権化を促
進するために、現地企業の独自開発も積極的に許容している。２０００年に全国販売とな
った国産のミネラルウオーター「こんこん湧水」やマギーの「中華スープ」などは、日本
ネスレが独自に開発したものである。 
ネスレのグローバル戦略について２０００年当時のコミュニケーションディレクターで
あった平岡圭一は次のように述べている。「本社からマネジメント・ディシプリンなどの指
示はくるけれど、それをどのように実現するかはすべて現地に任されているわけです。た
とえば、本社から「プロダクドアベイリアビリティ」という指示が来る。この意味は、商
品をどこでも、いつでも買える状態にしなくてはならないということです。そうするとネ
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スレ日本では、今まで家庭内での消費が中心だったのですが、アウトドアの消費の開発を
目指すことになる。ネスカフェで言えば、缶コーヒーや自動販売機のビジネスに目を向け、
大塚製薬、ポッカと戦略的提携を組んで消費者がいつでもどこでも買える環境を拡大して
いくわけです」 
このように現地への分権化を促進すると逆にグローバルなレベルでの効率性が失われる
ことが多いがネスレではこの点についても配慮している。たとえば、製品に関しては何を
現地でつくるのか、そして何を輸入品にすべきなのかの判断は常にグローバルな視点での
判断となる。 
日本で販売されているパスタは日本で生産せずにイタリアからの輸入である。これはイ
タリアのパスタは大量生産しない限り経済的な採算性が合わないが、日本での市場はまだ
そこまでの需要がないため輸入なのである。ペットフードのフリスキーも原料である魚、
穀物は安価で調達することが可能であるオーストラリアや米国からの輸入となっている。
つまり、常にネスレの持つグローバル・ネットワークにおけるもっとも効率的な生産体制
や輸入条件を考慮した製品展開をしているのである。 
  
８－５：文化の共有 
 ネスレが集権化と分権化をうまくバランスさせているのは、各国の子会社がネスレの文
化を共有しているからであり、この文化の共有を担っているのがインターナショナル・パ
ーソナルと呼ばれる人材である。彼らは世界のどこに配置されるかわからず、経歴の大半
をスイス以外の国で過ごすことになる。ネスレでは、このような職員を年間２０名ほど採
用しており、採用に関して一切国籍は問わない。 
 彼らは、最初比較的規模の小さい市場の製品を任され、次第に大きな市場の製品を任さ
れ、キャリアアップする仕組みとなっている。 
 また、ネスレのルールを浸透させるための「学校」がスイスにある研修施設 IMDである。
この施設に世界中から管理職が常時２０名程度集まり、泊まり込みで合宿をする。ここで
は販売のためのノウハウやヒット商品の作り方などの内容は一切教えない。会社の理念、
社内で同僚とコミュニケーションする方法、経営の基本原則などに絞られる。その教壇に
はネスレトップ自らが上がることもある。 
 
８－６：ネスレ日本 
 ネスレが日本に進出したのは戦前の１９１３年である。現在日本においては、約１６０
のブランドを販売しているが、ネスレ日本（１００％ネスレ・スイス出資）のほか、ネス
レ日本の４つの子会社が担当している。ネスレ日本は、缶コーヒー・コーヒー製品（ネス
カフェ）、調味料「マギー」そしてパスタ「ブイトーニ」などを担当し、キットカットなど
のチョコレート製品は、ネスレコンフィクショナリー社が担当している。ペットフード「フ
リスキー」はネスレピュリナペットケア社、自動販売機はネスレベンディング社、そして
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ネスレ日本向け製品の製造は、ネスレマニュファクチャリング社が担当している。 
 日本の市場はネスレにとって５番目に大きな市場であり、重要な位置づけである。 
 
８－７：キットカット 
 キットカットは、もともとイギリスでロントリー・マッキントッシュという会社から販
売され人気を博していたチョコ菓子である。１９８８年にネスレがマッキントッシュ社を
買収し、キットカットを自らのブランドとして販売を開始した。 
 キットカットの特徴は、世界各国で共通の形で管理するためにネスレが重視している次
の４点にある。一つ目は、チョコレートの中にウエハースが入っているという物理的な形
状である。二つ目は、ネスレやキットカットという文字を見なくても「キットカット」を
認識させることができる楕円形のロゴがある。これらはいずれもキットカットの認知度に
関する特長である。三つ目は、キットカットを実際に割ったときの「パキッ」という音、
そして４つ目は「Hava a break, hava a KitKat」というブランドスローガンの存在である。特
に第３番目の特徴は、社内でも「儀式」と呼ばれ重視されており、消費者とのコミュニケ
ーションの素材と認識されている。そして第４番目のブランドスローガンは、イギリス人
独特の「センス・オブ・ユーモア」を意味するという。 
 日本では、キットカットはマッキントッシュ社とライセンス契約をしていた不二家が製
造販売を行っていたが、ネスレによるマッキントッシュ社の買収後、不二家とネスレは合
弁会社を設立し、キットカットブランドを担当していた。２０００年に１００％の子会社
化することで現在のネスレコンフィクショナリーが設立された。 
 
８－８：高認知度と低価格 
 １９７０年から８０年代にかけて、不二家はキットカットの日本への着実な導入を進め
た。当初は「チョコとウエハースの名コンビ」という製品特性を訴求した広告展開を行い、
やがて「Hava a break, hava a KitKat」という、よりキットカットのブランドイメージに結び
ついた展開へと移行する。１９９０年代に入ると、それまでの本場イギリスを意識した CM
展開から一転し、宮沢りえなどを起用し、日本のブランドとして位置づけるようになった。
継続的な広告展開の結果、２０００年ころにはキットカットの存在は１００％の認知度を
得ていたという。売り上げも着実に伸び、１５年で５～６倍になった。 
 ネスレコンフィクショナリーが設立されたころは、キットカットへの投資はマーケティ
ングへの投資よりも設備への投資が行われた。最新鋭の設備と規模の効果によってコスト
ダウンが進められたのである。メインの流通チャネルはスーパーであり、キットカットの
袋詰めは一袋２９８円という低価格となっていた。不二家で販売されていたころは３９８
円だったことを考えると販売価格で２５％程度のコストダウンが実施されていたことにな
る。低価格により数量が増加したため収益は増加したという。 
 消費者の立場から見たキットカットは、よく知られた製品であり、しかも価格が安いと
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いう魅力があった。ネスレでいえば「ネスカフェ」と同じモデルであり、スーパーで山積
にして売られ、子供たちにとっては母親が買ってくるブランドだったのである。つまり、
キットカットを食べる子供たちにとって見れば、楽しみのない製品であるともいえた。 
 当時の設備に投資するという戦略は有効なものであったが、キットカットにはその戦略
しかないとも言えた。厳しい競争の中、果たして市場で生き残れるかという危機意識が社
内で芽生え始めていたという。 
 
８－９：ブランドの再定義 
 こうした危機感の中実施されたのが、ブランドの再定義である。その中心となったのが
ブランドスローガンの中にある「break」を作る、再定義するということであった。もとも
との「Hava a break, hava a KitKat」は、本家の英国で始まったスローガンであるが、ネスレ
が買収し、グローバルに展開しはじめてからも同様に使ったものである。 
 このスローガン自体はすでに日本でもよく知られるようになっており、消費者の認知度
は高かった。ところがスローガンの意味は社内でも統一されていなかったのである。つま
り、スローガンそのものの認知度は高いものの、そのスローガンの意味する中身は社内で
さえはっきりと一致していなかったのである。 
 もともとキットカットは英国生まれの製品である。その本質的な意味は「センス・オブ・
ユーモア」にあるとされている。たとえば、本社からくる CM ガイドラインには必ず「セ
ンス・オブ・ユーモア」が組み込まれており、最後に「クスッ」と笑えるようなストーリ
ー展開となっている。しかし、こうしたユーモアは、イギリス人にとってその人の価値を
測る独特な意味を持っており、そのセンスはアメリカ人でもよくわからないと言われてい
る。 
 当然、日本人の「センス・オブ・ユーモア」がイギリス人と同じとは限らない。したが
って「Hava a break, hava a KitKat」に対する社内の理解が統一されていなかったのは当然だ
ったのかもしれない。ネスレコンフィクショナリーは同じ「Hava a break, hava a KitKat」や
「キットカット・ブレイク」という言葉を用いつつも、日本流の理解や解釈を作る必要が
あることに気づいたのである。 
 そこで「日本におけるキットカット・ブレイク」を作ろうということになり、広告代理
店も変更され、日本の消費者に対してさまざまな調査が実施された。「キットカットのブレ
イクで、何を想像するか」「どんなキットカット・ブレイクだったらよいのか」、さらには
自分にとってのキットカット・ブレイクを写真にとって送ってもらうといった調査が実施
され、その調査の内容について社内で侃々諤々の議論が実施された。 
 その結果、日本におけるキットカットの方向性がみえてきた。行き着いた結論は「スト
レス・リリース」、つまり「ストレスから開放される一瞬」であった。これは単なる体を休
めるというものではなく、もっと深い精神的なストレスからの開放を求めているという理
解が共有された。これは子供だけでなく大人にも共通のものだったのである。つまり「break」
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は「ストレスからの開放」であり、日本人にとってはユーモアのセンスとは関係ないので
はないか、という解釈になったのである。 
 さらに、「ストレスとは何か」ということについてメインのコミュニケーションのターゲ
ットである中高生について出てきたのが「受験」「恋愛」「友達関係」だったのである。 
 こうしてブランドの再定義に結論が出たころ、九州のあるスーパーの支店長からネスレ
に連絡が入った。 
 
８－１０：キットカット＝きっと勝つ 
 宮崎のあるスーパーからの問い合わせは「社長が言うには、１月、２月はキットカット
が非常によく売れる。お客さん何人かにその理由を聞いてみたところ『きっと勝つとぉ（方
言）』と願掛けで購入されている。ついては、このニーズに対応するために、ネスレとして
POP でも作ってくれないか」というものだったのである。これが「きっと勝つ」キャンペ
ーンの発端となったのである。 
 これを聞いた現ネスレコンフィクショナリー社長高岡浩三は「何となく九州のお客さん
が break を勝手に作ってくれた。形にしてくれた。」と感じたという。さらに全国の顧客に
ついて調べたところ、決して多くはないが、全国に同様の事例があることが明らかになっ
た。東京の予備校の先生が受験の出陣式のときにキットカットを配っているという事例も
あったのである。「Hava a break, hava a KitKat」といい続けてきた中で、消費者側でいつの間
にか新しい意味や価値が生まれていたのである。 
 「きっと勝つ」という言葉と、再定義された「キットカット・ブレイク」とはうまく重
なると考えられた。受験という時期は、最もストレスがたまる時期でもある。そのストレ
スは、受験生はもちろん、周囲の家族にも及ぶ。そうしたストレスの中、ひとときの開放
感を提供することができるかもしれない。まさにそれはキットカット・ブレイクのひとつ
と考えられたのである。 
 こうした消費者に応えるためのコミュニケーションが考えられた。しかし、消費者の側
で自発的に見出した意味や価値を会社の人間が横取りして宣伝することは好ましいことで
はないと考え、キットカットと「きっと勝つ」という語呂合わせは受験キャンペーンの中
でネスレからは一切発信しない、あくまで消費者自身を含む第３者に「げんかつぎ」のお
守りとしての可能性を語ってもらうことに徹することにしたのである。たとえば、受験会
場のゴミ箱を見るとキットカットでいっぱいになっている、こうした「事実」を世間に知
ってもらい、また周囲に話してもらうことで新しいコミュニケーションを進めることにな
った。 
 手始めに行われたのは、新宿近辺のホテル、京王プラザホテルとワシントンホテルでの
サンプリングキャンペーンである。受験シーズンに受験のためにホテルに滞在している受
験生に対し、ホテルのチェックアウトのときに、受験会場に向かうであろうその日に、ホ
テル側からキットカットと満開の桜の花がデザインされた絵葉書を「頑張ってください」
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と一言添えてプレゼントしてもらったのである。 
 これには大きな反響があった。当の受験生はもちろん喜んでもらうことができた。しか
し、一番喜んだのはホテルの人間だったという。熟練のホテルマンから「こんなサービス
はしたことがない。とにかく学生さんの表情が全員変わる。来年もやらせてください。」と
も言われたのである。こうして翌年は規模を拡大して展開されることになる。２００２年
の受験シーズンのことである。 
 
８－１１：パブリック・リレーションズ 
２００２年のサンプリングキャンペーンの成功を通じてキットカットのコミュニケーシ
ョンの方向性は確信へと変わる。よりキットカットらしく、かつ有効なキャンペーンをど
うするかについて議論が重ねられた。 
中心に位置づけられたのは PR（パブリック・リレーションズ）である。すでにキットカ
ットは１００％に近い認知度があるために、テレビ CM を中心としたマス広告の影響力は
効果がなかったからである。むしろインターネットなどを通じたコミュニケーション手法
の方が効率がいいのではないかという意見がでた。さらに言えば「きっと勝つ」は消費者
側で見出された価値である。依然としてそうした価値をネスレ自身のものとしてアピール
すべきではないと考えられた。 
PRを中心とするコミュニケーションを展開するに当たっては、消費者がその情報に新鮮
さを感じ、驚くような事実、ブランドの「ニュース」を作る必要があると考えられた。そ
れはまさに、キットカットが「きっと勝つ」と掛けられて、受験生がお守りにしていると
いう事実のようなものである。 
インターネットサイト「ｇｏｏ」上に設置された受験生が集まるサイト「ジュケンコー
ナー」でアンケートを行った。「げんかつぎのグッズとして一番気に入っているものは何
か？」という質問を準備し、神社のお守りやカツ丼といった選択肢とともにキットカット
を入れておいた。１位は「お守り（４５％）」であったが、キットカットはお守りに続いて
２位（３４％）となったのである。これはネスレの予想をはるかに上回る結果であったと
いう。 
この結果は２００２年１２月の朝日新聞の「青えんぴつ」というコラムで取り上げられ
ることになった。記事が掲載された翌月にはセブンイレブンからキャンペーンの申し出が
あり、一気に売り上げは跳ね上がった。 
これをきっかけにすべてのメディアに積極的にＰＲを発信した。最初は新聞雑誌だった
ものが、テレビの朝の情報番組などにも取り上げられ、２００３年の１月、２月に入ると
キットカットは爆発的に売れ始めた。 
 
８－１２：提携キャンペーン 
その後もさまざまな機関と受験キャンペーンが張られた。電車、タクシー、外食産業な
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どである。こうした動きに対し２００５年２月には、英国放送協会（ＢＢＣ）までもが「キ
ットカットは日本では受験のお守り」というニュースをネットで流し、朝日新聞がそれを
名物コラム「天声人語」で紹介した。こうした形でマスコミ登場した回数は数百回を超え
るまでになっている。 
その他、CD付きキットカットや高校の卒業式でのシークレットライブなど様々な試みが
行われている。期間限定の新製品も数多く販売されている。 
２００９年の受験シーズンからは郵便局と提携して「キットメール」が発売された。こ
れはポストに投函できるキットカットであり、このキャンペーンはカンヌ国際広告祭で日
本企業で初めてメディアグランプリを獲得した。 
キットカットの成功を見て様々な商品で受験キャンペーンが行われるようになった。た
とえばロッテのチョコ菓子である「トッポ」では「試験をトッパ（突破）」、キシリトール
ガムを「きっちり通る」などである。このような語呂合わせ製品が多数みられるようにな
った。 
キットカットは、「受験マーケット」ともいうべき新しい市場を作り上げたようだ。 
 
８－１３：事例分析 
図表３－８：ネスレコンフィクショナリー株式会社 
会社名 ネスレコンフィクショナリー株式会社 
モデル分類 子会社自立型 
どのような資源を獲得したか 新しいパブリックリレーション技法 
どのように資源を有効活用したか 受験マーケットという新しい市場を作った 
どこに進出したか 日本（ネスレ・スイスの１００％子会社） 
外部環境 
チョコ菓子シェア万年２位 
コンビニという新しい流通業態の出現 
認知度は極めて高いものの、ブランド好感度は低い。
内部環境 
プロダクト志向のマーケティング 
マス広告の効果に対する疑念 
組織モデル トランスナショナル型 
機能ごとの国際化の程度 セールス、マーケティング、製造、開発の現地化 
出所：筆者作成 
 
 このケースは、キットカットというネスレのグローバルブランドのチョコ菓子が、日本
において新たな市場を切り開いたというものである。これまで例の無い巧みなパブリック
リレーション技法ともいうべき情報的資源を獲得し、製品に新しい価値を付加し、それに
よって「受験マーケット」ともいうべき新しい市場を作ったというイノベーションである。 
事例で紹介したこれまで例の無い巧みなパブリックプロモーション技法そのものに目が
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行くが、パブリックリレーション技法そのものではなく、ネスレのようにブランドマネジ
メントを世界統一で行うにもかかわらず、日本独自のブランディングを行えたというとこ
ろが筆者の関心を引いた。 
そもそもなぜイノベーションを行えたのか。きっかけとなった九州のスーパーの店長の
声を拾い上げることができたのか。まず外部環境の要因から考えると、キットカットは万
年２位というポジションであり、認知度は高いにもかかわらず消費者から注意を引くブラ
ンドではなかった。さらに時期的には、コンビニエンスストアという形態の小売が急激に
伸びていた時期であり、売れないものはすぐに棚がなくなってしまうという状況だった。
そして、認知度が高いが故にマス広告の効果は低く、手詰まりの状況だったのである。こ
のような環境であったため、社内に危機感が醸成されていたはずである。このような環境
において、「キットカット・ブレイクとはなにか？」について社内で再定義を行っていたた
め、情報への感度が高まっていたのである。情報への感度が高まっていた状況下であった
が故に、スーパーの店長の声を拾い上げることができたのだ。この順序はとても重要であ
る。社内の危機感が高まっておらず、ブランドの再定義を行っていなければ、情報を拾い
上げることはできなかったはずである。事実、すでに「きっと勝つ」に通じる情報は社内
にあったのであるが、気がつかなったのである。ネスレが開発した新しいパブリックリレ
ーション技法は決して偶然ではない。そこには論理で説明できる必然がある。 
次に「なぜブランドの再定義を行えた」のであろうか。すでに述べたように厳しい環境
下であったことが理由のひとつである。何かを変えなければならない状況だったのである。
さらに、ネスレのグローバル戦略としての組織構造も深く影響していたと考えられる。ブ
ランド資源については、グローバルで統一された管理を行いつつも、製造やマーケティン
グ、人事などは現地に分権化されていたことが大きいと考えられる。一方的に本体からの
指示でマーケティングを行うのではなく、現地に合わせた方法で行うことを推奨していた
ために、キットカットの「Hava a break, hava a KitKat」の「解釈」を日本的に読み直す作業
も許されたのではないだろうか。この新しい「解釈」がキットカットのブランドの再定義
だったと思われる。 
国際化によるイノベーションに必要な要素のひとつが、「分権化」という組織構造かもし
れない。 
最後に、キットカットが作り上げた受験マーケットの成功要因を考えておきたい。ネス
レのコミュニケーションの対象は、言うまでもなく「受験生」であった。受験は人生の中
でも極めて重要な意味を持つ「ライフイベント」のひとつである。受験生は、うまくいく
かどうか不安な中、受験合格に向け日々勉強することになる。その不安は、受験生の家族
にも影響する。受験生は、家族にしてみれば、子供であり、兄弟であり、孫なのである。
家族たちも受験生を応援したいと考えるのである。この「応援したい」という気持ちに応
えたのが「きっと勝つ」だったのである。つまり、受験生を対象としながら、その家族に
も影響を及ぼしていたと考えられる。他には学校の先生や予備校、学習塾などの受験産業
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にかかわる人たちにとっても大きな影響が与えていたはずである。 
さらに、「きっと勝つ」キャンペーンに反応したのは他にも多くにいたのである。それは
「かつての受験生」である。受験というライフイベント経験した人たちは現在の受験生よ
りもずっと多いのだ。数々の機関とネスレは共同のキャンペーン張った。それを実現させ
ることができたのは、他の協力機関の人たち、つまり、「昔の受験生」の共感を得ることが
できたからなのではないだろうか。かつて自らも苦悩した受験というイベントを懐かしく
振り返り、そして現在苦労しているであろう受験生を応援したいという気持ちにさせたの
ではないだろうか。テレビや新聞雑誌などがキットカットのキャンペーンを好意的に取り
上げたのも同じような理由からだったのかもしれない。 
（参考文献） 
（第１節：佐藤繊維株式会社） 
・佐藤繊維ホームページ ２００９年８月２１日 
・通商白書 ２００８ 
・日経ビジネス ２００９年４月２０日号 
・日本経済新聞 ２００２年５月２３日、２００３年９月２３日 
・日経産業新聞 ２００２年５月２４日、２００３年１０月３日 
・日経流通新聞 ２００６年６月３０日、２００７年４月２日 
 
（第２節：日プラ株式会社） 
・通商白書 ２００８ 
・日経ベンチャー １９９４年４月号 
・日経ビジネス ２００２年６月１０日号 
・日経ベンチャー ２００７年１月号 
・日本経済新聞 ２００１年１月１９日、２００３年３月１５日、 
      ２００３年１０月２１日、２００４年３月７日、２００５年８月３日、 
      ２００７年３月１１日、２００７年１０月２５日、２００７年１１月１７日、      
２００７年１２月５日、２００８年４月２３日 
・日経産業新聞 ２００７年１１月７日 
 
（第３節：重光産業株式会社） 
・通商白書 ２００８ 
・日経レストラン ２００４年７月号 
・日経ビジネスオンライン ２００９年１月２７日、２００９年１月２８日 
・日経ビジネス ２００９年１月２６日号 
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・日経流通新聞 １９９９年７月２９日、２００１年５月３１日、 
２００４年９月３０日、２００７年４月６日 
・日本経済新聞 １９９９年１０月１６日、２００５年５月１４日、           
２００９年２月１９日、２００９年３月１１日 
・日経産業新聞 ２００９年３月３０日 
 
（第４節：吉田工業株式会社） 
・ヤノ・レポート １９８７年６月１７日号 
・エグゼクティブ １９９０年３月号 
・（財）機械振興協会経済研究所（１９９２）：「光と影」NOMA総研 
・日経ビジネス １９９０年４月２３日号 
・実業界 １９９０年６月１日号 
・日経産業新聞 １９８６年６月２０日、１９８９年２月３日、１９８９年１２月２６日 
・日本経済新聞 １９８６年８月２６日、１９８８年２月４日、１９８８年６月２９日 
       １９８８年１０月１３日、１９８９年３月１５日、１９８９年３月１６日 
       １９８９年３月１７日、１９８９年９月２９日、１９８９年１０月１２日 
       １９８９年１０月３１日、１９８９年１２月１２日 
 
（第５節：株式会社オリエンタルランド） 
・粟田、高成（１９８７）「ディズニーランドの経済学」朝日文庫 
・トム・コラン（１９９６）：「INSIDE THE MAGIC KINGDOM」Bard Press（仁平訳（１９
９７）「ディズニー７つの法則」日経 BP） 
・加賀見（２００３）：「海を超える想像力 東京ディズニーリゾート誕生の物語」講談社 
・岩谷（２００５）：「ケースで学ぶ国際経営」中央経済社 
・株式会社オリエンタルランド（２００９）「FACT BOOK」 
・日経ビジネス １９８３年２月７日号、１９８６年８月１８日号、 
１９８８年７月１８日号、１９８９年１０月９日号 
１９９２年７月２７日号、１９９３年２月１日号 
１９９９年８月１６日号、２０００年７月１０日号 
        ２００１年９月３日号、２００１年１１月１２日号 
        ２００３年４月２８日号、２００３年６月３０日号 
 ２００３年１２月１日号、２００５年７月１１日号 
２００７年４月１６日号、２００８年１０月２０日号 
 
（第６節：NUMMI） 
・宍戸、草野（１９８８）：「国際合弁」有斐閣 
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・吉原（１９９７）：「国際経営」有斐閣アルマ 
・吉原、板垣、諸上（２００３）：「ケースブック国際経営」有斐閣ブックス 
・日経ビジネス １９８６年１２月８日号、１９８７年３月３０日号 
        １９９２年１月１３日号、１９９３年５月１７日号 
        １９９４年６月２０日号、２００４年４月１２日号 
        ２００６年１０月１６日号、２００７年２月２６日号 
        ２００７年３月１９日号、２００７年５月７日号 
        ２００８年５月１２日号 ２００９年７月１３日号 
 
（第７節：プロクター＆ギャンブル・ジャパン） 
・吉原、和田他（１９９０）：「グローバル企業の日本戦略」講談社 
・キム・モボルニュ（２００４）：「BLUE OCEAN STRATEGY」Harvard Business School Press
（有賀訳（２００５）：「ブルー・オーシャン戦略」ランダムハウス講談社） 
・岡田（２００７）：「日本で成功するグローバル企業」中央公論事業出版 
・山田（２００７）：「逆転の競争戦略 第３版」生産性出版 
・石山（２００８）：「米国巨大企業のビジネスモデル革新」中央経済社 
・日経ビジネス ２００１年３月１９日号、２００１年１２月１０日号 
        ２００２年７月２９日号、２００４年１２月１３日号 
        ２００５年１２月２６日、２００６年１月２日号 
        ２００７年１月２９日号、２００７年１０月８日号 
        ２００８年４月２１日号 
・日経情報ストラテジー ２００４年６月号、２００４年１１月号 
 
（第８節：ネスレコンフィクショナリー株式会社） 
・江夏、桑名（２００１）：「理論とケースで学ぶ 国際ビジネス」同文館出版 
・関橋（２００７）：「チーム・キットカットのきっと勝つマーケティング」ダイヤモンド
社 
・嶋口、石井、黒岩、水越（２００９）：「マーケティング優良企業の条件」日本経済新聞
社 
・日経ビジネス ２００２年１月７日号、２００５年５月９日号 
２００９年５月１８日号 
・日経ビジネスオンライン ２００８年５月３０日、２００８年６月３日 
  ２００８年６月１７日、２００８年８月２０日 
・日経情報ストラテジー ２００９年７月号 
・日本経済新聞 ２００２年１０月８日、２００５年２月１６日 
        ２００６年１月１３日、２００８年１月５日 
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        ２００８年１月１６日、２００８年３月４日 
        ２００９年４月８日 
・日経プラスワン ２００５年１月２９日 
・日経流通新聞 ２００８年１１月９日 
・日経産業新聞 ２００８年１２月１７日、２００９年７月８日 
 ２００９年７月１６日 
 
 
 82 
第4章 国際化によるイノベーション 
本章では、これまで議論してきた内容を踏まえて国際化をイノベーション・センターと
して活用するための方法論を提言する。 
第1節 事例研究のイノベーション・モデル 
 第３章で述べた事例を第２章第５節で述べたイノベーション・モデルを用いて整理する
（図表４－１）。 
 
図表４－１：イノベーション・モデル 
  
  出所：筆者作成 
 
 第３章での事例研究８社については、第２章第５節で述べたイノベーション・モデル（図
表１－７）を用いて分類することが可能であり、国際化によるイノベーションを考える上
で有効なフレームワークであることが分かった。しかし、今回の事例研究では、進出国か
らみた多角化ゾーン（国際多角化モデルおよび迂回型水平垂直統合モデル）の事例を示す
ことができなかった。理論的には、このゾーンのイノベーションも可能であるが、本業と
の関連性が最も低いため成功の確率は低くなると思われる。 
 本業波及型モデルでは、ブランド（佐藤繊維、日プラ）、海外人材による企業変革（ＹＫ
Ｋ）、そして危機感の醸成（Ｐ＆Ｇ）というイノベーションが見られ、一つのモデルであっ
ても様々なバリエーションがあった。子会社自立型モデルも様々なバリエーションがあっ
た。進出国から第３国への進出（重光産業）、進出国での市場拡大（ＮＵＭＭＩ）、新市場
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の発見（ネスレコンフィクショナリー）などであった。 
 今回の事例研究で特徴的なことは、本業波及型のイノベーションが最も多かったという
ことである。一般的には、海外に進出することで、海外市場を獲得し、グループとしての
成長を目的とすることが多いことを考えると意外な結果であるように見える。しかし、意
外であるが故に重要な点を示唆していると考える。国際化というひとつの意思決定が、本
業に波及する可能性があるということを認識すべきであるという教訓である。ＣＳＲの観
点から、海外での不祥事が本体に悪影響を及ぼすという認識は高まりつつある。もちろん
この観点も重要であることに変わりはないが、それ以上に本業に対するイノベーションの
可能性があるという点を認識し、国際化についての位置づけを捉えなおす必要があると考
える。 
 さらに本事例研究での特徴的なことは、国際化によるイノベーションは必ずしも一つだ
けではないということである。オリエンタルランドの事例では、新製品輸入型モデルと新
製品開発型モデルの２つのイノベーションを達成している。Ｐ＆Ｇジャパンでは３つイノ
ベーションが観察された。これらの事例は、国際化がイノベーション・センターとして機
能した典型的な事例であるといえよう。２社に共通していることは、国際化から相当の年
数を経ているということである。そもそもイノベーションそのものが、そう簡単にできる
ことではないこと、そして海外の状況に適応するためにある程度の時間が必要であること
を示していると考える。長い目で見た国際化、しつこく粘ることが重要なのかもしれない。 
第2節 国際化によるイノベーションが起こるメカニズムに関する考察 
 第３章で例示した国際化をイノベーション・センターとして活用していた事例を通して、
国際化によってどのようにイノベーションが起きるかについて考察する。 
 国際化によってイノベーションが引き起こされるのは、次の７つのステップを踏んでい
ると思われる（図表４－２）。 
 
図表４－２：国際化によりイノベーションが起きるメカニズム 
 
出所：筆者作成 
 
 第 1のステップは、国際化をするという意思決定である。母国から海外へと進出する。 
 第２のステップは、「認知的不協和の発生」である。母国から海外に進出し、母国と違う
状況に出会い、戸惑う状況が発生するということである。通常、海外では、母国での常識
が通用しないことが多い。たとえば、母国とは、顧客の要求が違ったり、競合の戦い方が
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異なったり、商習慣が違うということである。当初は、母国でのやり方が絶対的であると
とらえていたものが、徐々に「何かおかしい」と気付き始めることになる。 
 第３のステップは、「危機感の醸成」である。海外での活動の当初、母国との常識の違い
により、認知的不協和が発生する。そして、母国の常識が通用しないために経営が当初の
予定通り運ばないため、社内に強烈な危機感が生まれると考えられる。特に、母国から派
遣された人材に芽生える危機感がより大きなものになると考えられる。なぜなら、母国で
培った常識が通用しないという事実だけでなく、財務的な責任者である場合が多いからで
ある。通用しないという事実だけでも危機感は醸成されるが、そこに財務的な責任が加わ
ることで、「何とかしなければならない」という気持ちはますます強まるのである。 
 第４のステップは、「新しい方法の模索」である。このステップの段階では、母国でのや
り方が通用しないという事実を受け入れ始める。そして、新しい方法を試し始める。恐ら
く、最初は失敗の連続のはずであるが、失敗しながら現地に適した方法を学習し、徐々に
ノウハウを蓄積し始める。 
 第５のステップは、「現地での成功」である。何を持って成功というか、議論があるとこ
ろだろう。一般的には、財務的な成果であろう。現代のファイナンス理論からいえば、投
下した資本に対して、資本コスト（ＷＡＣＣ）を上回るキャッシュフローを得ることが成
功とみなされる。仮にこれを「成功」の定義とした場合、この成功に至るまでに様々なこ
とにトライし、失敗を重ねながら多くのことを経験することになる。恐らく、母国で得た
経験や知識といった情報的資源をベースとして、母国で得た情報的資源を一部見直し、現
地との違いを埋めるための「新しいやり方（ビジネスシステム）」「市場情報」「競合情報」
「サプライヤー情報」「ブランド力」「信用力」などの「新しい情報的資源」を獲得して初
めて、財務的な成功が見込まれよう。たとえば、現地に適した新製品の開発が、キャッシ
ュフローを生み、同時に顧客からの信用を高め、その信用をテコにビジネスが拡大するよ
うなケースである。この「新しい情報的資源」は、母国で蓄積した情報的資源に現地で適
合するための情報的資源を追加的に蓄積された情報的資源であり、新旧の情報が複合化さ
れたものであると考えられる。この新しく複合化された情報的資源が、イノベーションの
源泉であると考える。しかし、新しく複合化された情報的資源を獲得するためには、必ず
しも財務的な成功は必要ではない。財務的には失敗であったとしても、危機を乗りきり、
現地に対応するための行動を通じて様々な情報的資源を獲得することができる。 
 そして、第６のステップが、「情報の複合利用」である。第５のステップである「現地で
の成功」によって蓄積した情報的資源を別の場所で再利用し、そこでのイノベーションに
つなげるということである。第３章の事例研究でのイノベーション・モデルは、この第６
のステップをどのように行ったかを示したものであ。獲得した情報的資源によって応用で
きるイノベーションの方向性は異なる（図表４－１）。 
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第3節 権限委譲とイノベーション 
本章第２節で述べたメカニズムは、どのような国際化においてもある程度自然と起きう
るものであると考えられるが、このメカニズムを促進するなんらかのドライビングフォー
ス（駆動力）があると考えられる。筆者は、それが「権限委譲」ではないかと考えている。
海外を担当する人材に高い権限と責任を持たせることが重要であるということである。権
限がある故に、現地に適応するための方策を自らの考えで推し進めることが可能となると
考えるからだ。そのためには、分権的な組織構造が必要になろう。集権的な組織の場合、
現地にて自由な意思決定がしにくいからである。「現地のことは現地が最もよく知ってい
る」と言われることがあるが、これはまさしく事実である。そして、権限に伴う責任の大
きさもイノベーションを促進すると考える。権限を委譲されたものは責任を果たすために、
我武者羅に取り組み、時に大きな力を発生することがあるからである。 
海外進出の場合、この権限移譲が自然と行われることに意義がある。インターネットの
発達により、海外であったとしても中央での集権的な管理はある程度可能である。しかし、
海外と本国との間にある「距離」は今なお歴然としているため、権限を委譲せざるを得な
いからだ。これが、国際化がイノベーションを生む構造的な要因のひとつであると考える。 
第4節 海外子会社に求める役割とイノベーションの関係 
 第 1 章おいて国際化の目的には様々なことがあることを見てきた。ここでは、海外に何
らかの目的で進出し、子会社を設立した場合、海外子会社の役割とイノベーションの関係
について考察する。 
 母国の本体との関係でみた場合、海外子会社の役割は、「製造のみを担当する場合」と「製
造も含めた販売」までを担当する場合の二通りがある。 
製造だけを担当する場合は、「コスト・センター」としての役割を担うため、「規定の製
品」を「できるだけ安いコスト」で製造することが主な役割となる。たとえば、キヤノン、
パナソニック、ブラザーなどの弱電メーカーが中国に工場を建設する場合などである。こ
れらの工場は、直接中国内で全く販売していない場合が多い（中国で販売されているもの
は、香港や日本に一度輸出されたものが、中国に再輸入されたものである）。中国内で組み
立てられた製品は、日本や欧米などに輸出されている。これは、所謂「保税加工貿易」と
言われるもので、原料や部品などすべて海外から輸入し（一部中国内で手配する場合もあ
る）、組み立てを行い、すべての製品を海外に輸出する。中国で行うメリットは、安い人件
費、安い建設費、そして優遇税制処置などの「固定費」の削減である。あえて誤解を恐れ
ずに言えば、このような国際化は実はかなり「簡単」である。もちろん、複雑な貿易の仕
組みや中国流の商習慣に適応しなければならないため難しい面はあるが、日本でのモノづ
くりの仕組みを移転するだけでかなりの効果が見込まれるのである。中国に合った仕組み
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を構築するには多少の時間はかかるが、筆者の経験では１年から２年もあれば、一人前の
工場ができあがる。 
一方、販売まで担当する場合は、それほど簡単ではない。販売まで担当する場合は、「プ
ロフィット・センター」としての役割を担うため、コストダウンだけでなく「顧客の創造」
も必要になるからである。母国での顧客と進出国の顧客は同じではないため、一から顧客
を探し、顧客にニーズにマッチした製品（サービス）の開発、受容されるレベルの価格の
実現、新規の販売チャネルの構築、製品認知のためのプロモーションなどを行わなければ
ならない。言い換えると、進出国で適したマーケティング・ミックスを「新規に開発」し
なければならないということである。たとえば、中国に関して、日本と比較すると「製品
の要求レベルは低く」「価格は極めて厳しく」「人間関係構築による流通網が必要であり」「高
額のバックマージンが要求」される。特に、価格の実現と人間関係の構築が大きな課題で
ある場合が多いと考えている。 
さて、イノベーション・センターとして国際化を捉える場合、海外子会社を「コスト・
センター」と「プロフィット・センター」のどちらに位置付けるべきであろうか。結論か
らいえば、「プロフィット・センター」として位置付けるべきであると考える。すでに述べ
たようにプロフィット・センターとして位置付けた場合、海外子会社のハードルは極めて
高くなる。ハードルが高いが故にそのハードルを越えようとする努力が自然と生まれ、そ
れがイノベーションに繋がりやすいと考えるからである。もちろん、コスト・センターと
して位置付けたとしてもイノベーションに繋がる情報的資源を蓄積する可能性はある。海
外の状況に適応するための仕組みを一から作らなければならないからである。仕組みを一
から作ることにより、新しい発見があるかもしれない。たとえば、生産において、日本の
仕組みを導入しようとしても海外ではそのままでは適応できず、適応させるために新しい
仕組みが構築されるかもしれない。それがプロセスのイノベーションに繋がるような場合
である。 
一方、プロフィット・センターとして海外を位置づけた場合は、ハードルが高いだけで
なく、ハードルの数も多いため、その数だけイノベーションが生まれる可能性が高まるの
である。ここでは中国において「顧客に受け入れられる価格を実現する」というハードル
を考えてみる。中国での競合は大きく分けて、外資系と中国ローカル系とに分けられる。
特に厳しいのは、中国ローカルとの戦いである。外資系同士では、使用する原料や製造の
仕組みが似ているために、価格差はあまりないことが多い。ビジネスモデルやコスト構造
が似ているからである。一方、中国ローカルとの戦いでは、中国ローカルの販売価格が、
外資系の原料費よりも安いというような事態に遭遇することは良くあることである。中国
系ローカルとはコスト構造が大きく違うことが多いのだ。このような事態は、現地に駐在
した人材に途方もない無力感と焦燥感を抱かせる。何とかするために、中国系ローカルが
使用している原料や生産設備、生産の仕組みを探し始めることに繋がるだろう。このよう
な努力が自然と生まれるのである。これは「価格」というマーケティング・ミックスの一
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要素に過ぎないが、それが他のマーケティング・ミックスにも必要となり、それぞれの要
素で弛みない努力が注がれることになるのである。この努力の数だけイノベーションに繋
がる可能性を秘めているのである。したがって、海外子会社をプロフィット・センターと
して位置付けることが、イノベーション・センターとしての国際化に繋がりやすいと考え
る。 
第5節 国際化による資源の蓄積 
国際化することによって様々な資源を蓄積することができることを、まず「経営者は認
識する」必要があるだろう。 
事例研究での例示した国際化によって蓄積される情報的資源は、企業内部に蓄積するも
のとしては、「ノウハウ」「新しい企業文化」「健全な危機感」「やる気」「経営人材」などが
あった。そして、企業の外部に蓄積するものとしては、「知名度」「評判」「ブランド力」「好
感度」などがあった。 
これらは、意図して蓄積させるものと業務活動を通じて自然に蓄積するものとがある。
「国際化」という事実そのものが、従業員の「やる気」を醸成したり、「知名度（あの会社
は国際化しているのか）」「好感度（わが町の会社）」につながることがある。あえて厳しい
市場に参入することで「危機感」を醸成させることも可能である。「ノウハウ」などは、海
外での問題を解決する過程で自然と蓄積されよう。「新しい企業文化」や「経営人材」も経
営活動を通じて自然と生まれることになろう。海外での活動がうまくいった結果として「評
判」や「ブランド力」が顧客の心に自然と生まれることになる。 
これらの資源は、貴重なものばかりである。もちろん国際化せずに本国であってもこれ
らの資源を蓄積することは可能であるし、必ずしも国際化しなければいけないということ
ではない。しかし、「仕方なく」国際化しなければならないという後ろ向きの国際化であっ
たとしても、貴重な資源が生まれる可能性が高く、それがイノベーションに繋がり得ると
いうことを認識すべきであると考える。もし認識していなかった場合、海外に豊富な資源
が蓄積されているにもかかわらずそれを利用せずに埋もれたままになってしまうからであ
る。 
海外で活動することの意義は、日本とおかれる環境が違うが故に必然としての「新たな
情報の組み合わせ」を実現することにある。日本の文化と海外のそれとでは大きく違うこ
とが多い。あるいは、日本の商習慣と海外のそれも違うことが多い。日本での競合と海外
でのそれも違う。つまり、日本での「常識」と海外の「常識」が組み合わされ新たな「常
識」という情報的資源が生まれる可能性がとても高いのである。当然ながら日本から派遣
された人材は戸惑うことが多いだろう。なぜなら「常識」が違うからである。当初は情報
的資源の不足が顕著であり、業務の遂行が困難であるということである。これは日本にい
るだけではかなり意識しないとできないことであり、貴重な機会ともいえる。つまり、情
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報的資源の不均衡を是正することを強制するという側面を国際化は持っているのである。
しかし、そのような環境下で経営活動をすることで半ば自然と学習し、新しいノウハウや
商習慣などの情報的資源を蓄積できるのである。 
この海外展開で蓄積した資源を海外だけで活用するだけでは海外に進出した意義の半分
しか活用していないといえるのではないか。 
第6節 国際化による資源の有効利用 
国際化によって蓄積した資源をどのように有効できるか、経営者は考える必要があろう。
その方向性も多岐にわたる。第１章第 6 節で述べたアンゾフのマトリックスを応用した国
際化によるイノベーションの方向性が参考になろう。重要なことは、カネというフローの
財務的資源を獲得するためだけに国際化を利用するのは「もったいない」ということを認
識することである。国際化によってイノベーションを生むイノベーション・センターとし
て如何に活用するかを考える必要があるのである。 
会社の置かれた状況や目的などによって、どのように国際化を活用するかは変わるだろ
う。技術力はあるにもかかわらず、日本では評価されないために国際化することで評判を
高めるという活用の仕方もある。特に日本の中小企業で高い技術を持ちながら飛躍できな
い企業にとっては戦略のひとつとして考慮すべきことであると考える。また、日本だけで
は市場が小さいが、世界的には市場が大きいということも十分にありえる。いわゆる「グ
ローバル・ニッチ」を目指すことが有効であろう。 
海外駐在を経験すると、本体のやっていることや考えていることが以前よりも「小さく」
見えるようになる。本体の規模が大きいが故に、「スピード感がない」と感じることもある。
一方で、本体の人たちからは「子会社」に出向したということで「下に見られる」とうこ
とも多い。海外駐在の人は、本体にいたときとよりも一回りも二回りも成長したと実感で
きるが故に、本体が「小さく」見えるようになっているにも関わらず、本体から「下」に
見られるのは何とも言えない心境になる。そして海外駐在したことの無い人には分かって
もらえない感情である。 
YKK の事例に示したように駐在を経験した海外人材による本体の企業変革が実施される
ことが多い。松下電器（現パナソニック）の中村社長による企業変革の中枢を担ったのも
実は海外人材であった。すべての海外人材が、経営人材や企業変革をすることができるわ
けではないが、その可能性を秘めているということも経営者は認識しておく必要があろう。
そのためには、経営者自らが海外を経験すること、そして海外人材とのネットワークを持
つことが必要であると考える。海外人材とのネットワークを密に作り上げることで、海外
で蓄積した資源にどのようなものがあるかの情報を得ることができるからである。 
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第7節 場の重要性 
国際化をイノベーション・センターとして活用するためには、どの国のどの市場に進出
するかという「場の選択」は大事なカギである。 
図表４－３に一般的な海外進出に必要な意思決定を示す。国際化に当たっては、様々な
意思決定をしなければならない。どの国のどの市場にどのように参入するかという意思決
定が必要となる。 
 
図表４－３：国際化に必要な意思決定 
 
出所：コトラー・ケラー（２００６）を参考に筆者作成 
 
一般的には、市場の魅力度の高い国であってほしい。国によってマクロ経済の成長率の
違いがあるが、成長率の高い国が好ましいだろう。競合が少ないところも魅力があると言
えよう。さらに政治的に安定な国であることは必須の条件である。その他にも様々な要因
を考慮して、自社にとってベストな国を選びたい。 
しかし、国際化をイノベーション・センターとして活用するという視点で考えることも
必要であろう。イノベーションを生むために適した「場」があるからである。たとえば、「ブ
ランド力のイノベーション」を目的にするのであれば、「最先端」と言われるような国に進
出する必要があるだろう。「最先端」と呼ばれる国に進出することで、企業の内外に効果が
波及する可能性がある。内部では「最先端の国でも通用する」という心理的なエネルギー
を従業員にもたらせるかもしれない。同様に外部では「最先端の国でも事業をしている」
という事実が企業の信用を高めることもある。 
「学ぶ場」としての選択もある。あえて厳しい市場に参入することで、顧客に鍛えられ
たり、競合との厳しい競争の中で負けないために自然と「新製品開発」ができたり、社内
に危機感を醸成することができるかもしれない。厳しい市場に参入することは大変なチャ
レンジであるが、チャレンジすることでハングリー精神が醸成し、これまでになかった経
営人材が育てられることもあろう。経営人材育成には厳しい市場が最適かもしれないので
ある。厳しい市場であるが故に当初は事業がうまくいかずに赤字になることもあるだろう。
これまで大きな組織にいた人にとっては、「俺が悪いわけではない。経営者の問題だ。」の
ように他人事になってしまうことが多い。しかし、当事者になれば話は別である。もう他
人の責任にすることはできないからである。時に「部下が駄目である」のような意見を持
つ者もいるが、この意見は「天に唾する」ようなものであろう。なぜならその部下そのも
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のを教育できなかった責任があるからである。したがって「赤字」という状況に対して正
面から向き合わなければならなくなるのである。筆者はこの赤字という「危機的な状況」
が「イノベーション」のきっかけのひとつになると考える。第 3 章の事例研究においても
様々な「危機的状況」がイノベーションのきっかけとなっていた。それは、危機を乗り越
えなくてはならないという追い込まれた状況が、イノベーションを促すことにつながって
いるかのように見えるのである。所謂「火事場のくそ力」が発揮されているのではないか
と考える。   
つまり、国際化⇒危機的状況⇒危機感の醸成⇒火事場のくそ力⇒イノベーションという
流れが国際化をきっかけとして作り出されていると思われる。古い諺にある「艱難汝を玉
にす」という状況に近い考えである。しかし、すべての国際化が危機的状況を作り出せる
わけではないだろう。最初からうまくいくケースもあるかもしれないからである。しかし、
これまで述べてきたように国際化独特の難しさがあるため、最初は失敗する可能性が高く、
危機的な状況が生まれやすいのである。逆にいえば、最初から順調な国際化ではイノベー
ションは生まれにくいとも言えるかもしれない。イノベーションに必要な「危機感」とい
う資源を獲得できないからである。 
イノベーション・センターとして国際化を活用する場合、「場の選択」で見落としてはい
けないのは、必ずしも財務的な成果は必要ではないということである。財務的に失敗であ
ったとしても、国際化によってイノベーションが生まれることによる波及効果が大きい場
合があるからである。つまり、イノベーションを生むための情報的資源という見えざる資
源を蓄積するための「投資」として国際化を位置づける必要があるということである。事
例研究でのＰ＆Ｇの日本進出のケースでは、１０年以上赤字続きであった。財務的には大
失敗であったと言っていい。しかし、その「投資」による日本で蓄積された情報的資源の
価値はそれ以上のものを生んでいるのである。１０年以上もの「粘り」が実を結んだ結果
とも捉えられる。もし、この粘りがなかったならばせっかくの苦労が水の泡となり何の成
果にもつながらなかったに違いない。ただ「敗北」という空虚な空気に支配されたことだ
ろう。 
ただし、失敗による心理的なマイナス面が生まれ、その影響が大きい場合もあろう。国
際化による失敗が本体をも傾けてしまうようなこともありうるということも同時に認識し
ておかなければならない。つまり、無茶な国際化ではダメだということである。国際化そ
のものはチャレンジングであるが、全く勝ち目のない挑戦にするのではなく、「厳しいが頑
張れば何とかなる」という水準にしなければいけないと思う。国際化の投資の水準を現在
の資源レベルの水準と鑑みて「少し厳しい」というレベルにすべきではないだろうか。 
第8節 アントレプレヌールシップ 
著名な経営学者であるドラッカー（１９９５）のアントレプレヌールシップ（起業家精
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神）の定義を引用したい。 
「起業家は、変化を当然かつ健全なものとする。彼ら自身は、それらの変化を引き起こさ
ないかもしれない。しかし、変化を探し、変化に対応し、変化を機会として利用する。こ
れが起業家および起業家精神の定義である。」 
 そして、イノベーションについてドラッカーは下記のように述べている。 
「起業家は、イノベーションを行なう。イノベーションは起業家に特有の道具である。」 
 国際化によるイノベーションにもアントレプレヌールシップは必要不可欠の要素である
と筆者は考えている。そもそも国際化を志向し、海外に進出するという決定すること自体
アントレプレヌールシップを必要とする意思決定ではないか。海外という不確実な環境へ
進出するということは、成長の期待が持てる半面、失敗する可能性も高いからである。海
外に派遣される人材にもアントレプレヌールシップが必要である。日本とは全く違う環境、
外部環境も内部環境も全く違うところで仕事をしなければならないからである。海外では、
顧客のことも、供給業者のことも、競合のことも、商習慣のことも良く分からない状況で
仕事をしなければならない。さらに従業員にしても状況によっては全員が素人という状況
で業務を遂行しなければならないのである。このような状況は、まるで日本において新規
事業を起こす起業家と良く似ている。そんな環境で、成功を収め、イノベーションを起こ
すためには、アントレプレヌールシップが不可欠であろう。 
もともとアントレプレヌールシップを持っている人もいるだろう。中には、海外勤務を
遂行する過程でアントレプレヌールシップを獲得する人もいるだろう。しかし、好ましく
は、アントレプレヌールシップを持っている人を、選び、送りだすべきであろう。なぜな
ら、海外勤務は想像以上に激務だからである。安定を志向し、アントレプレヌールシップ
をもたない人はそのプレッシャーに潰されてしまうかもしれないからである。 
昔から適材適所と言われるが、すさまじいプレッシャーに突き進み、楽しめる位の人材
であって欲しい。そのような人材を探し出すことは必ずしも容易ではないことも事実であ
る。何をベースに選別したら良いのだろうか。筆者は大きく２つの選定基準があると考え
ている。ひとつは、実績である。日本において、困難な課題に直面した時に「逃げず」に
立ち向かい「やり抜いた」という実績である。財務的な成果が伴った実績であれば、さら
に好ましいが、必ずしも財務的な成果は必要ではない。「逃げずに」「やり抜く」行動が重
要であって、財務成果は二の次であると考えている。なぜなら、財務成果はその時の市場
環境（市場の成長性、競争の程度、タイミング、顧客ニーズ）に大きく影響を受けるため、
人材の能力や努力だけではどうすることもできないことが多いからである。しかし、困難
に立ち向かうという姿勢を有していない人材では海外での業務は困難を極める。すでに述
べたように海外での業務は想像以上に激務だからである。 
二つ目は、「素直」と「柔軟」という特性である。日本で活躍した人が、海外では全くう
まくいかないということも多い。これは、日本でのビジネス環境で成功し、その成功体験
をそのまま海外に適応し、海外のビジネス環境に柔軟に対応しないからではないだろうか。
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当初は、日本での成功体験を海外に持ち込むこと自体間違っていない。なぜなら「それし
か」できないからである。しかし、日本でのやり方、自分の成功体験だけに依存し、その
やり方が、そのまま海外で通用するとは限らないのである。恐らく、日本でのやり方のか
なりの割合を現地に適応したやり方に修正しなければならない状況に追い込まれるはずで
ある。なぜなら現地には現地に適したやり方があるからである。だからこそ現地のやり方
を素直に認め、柔軟に適応するという特性が必要なのである。 
短期の海外出張を経験した人や、駐在間もない人から、「日本とはやり方が違う」「日本
のやり方の方が優れている」「海外の習慣はおかしい」というような話を良く聞く。「自分
の常識と海外の常識が違う」ということを「怒り」をもって述べているのだろう。これは、
良く考えれば当然のことである。日本のコンテクストと海外のコンテクストは違って当た
り前だからだ。日本でも「大阪」と「東京」では習慣が違うことは良くあることである。
その「習慣の違い」「常識の違い」があるという「事実」を認めることが重要なのであって、
それを「自分の常識と違う」ことをまるで「悪」のように認識してしまうのはいかがなも
のか。自分の常識は正しく、他人の常識は間違っていると考えてしまうが、違って当然で
あり、その違いを素直に受け入れた上で、現状に適した方法を柔軟に見つけていくべきな
のではないだろうか。 
第9節 イノベーション・センターとしての国際化を目指して 
本論文を通じて、国際化をイノベーション・センターとして活用すべきであるという主
張を述べてきた。最後に、組織構造、機能ごとの現地化の程度とイノベーションの関係に
ついて考察し、論文を終えたい。 
第２章第５節でバートレットとゴシャールの国際化組織モデルと機能ごとの現地化の程
度について紹介した。第３章の事例研究においても、国際化をイノベーション・センター
として活用した企業を紹介し、分類を行っている。本研究での結論としては、イノベーシ
ョンと国際化組織モデルおよび機能ごとの現地化の程度には明確な関連はないということ
である。グローバル型であれ、マルチナショナル型であれ、トランスナショナル型であれ、
重要なことは、海外子会社が自律的に活動していることであろう。バートレットの分類は、
多国籍企業を分類する上で有意義なフレームワークであるが、市場の特性に大きく影響を
受けるため、イノベーション・センターとの関係を明確にできなかったものと考えられる。
逆に言えば、どのような市場で活動する企業であっても、国際化をイノベーション・セン
ターとして活用する可能性があるということを示しているとも言えよう。 
筆者の提唱するイノベーション・センターとしての国際化は、国際化を起点に海外組織
からなんらかのイノベーションが生まれるというものである。日本で蓄積したさまざまな
資源（ヒト、モノ、カネ、情報）と海外で得られる資源（カネ、情報）が組み合わさり、
イノベーションが生まれるというものである。特に重要なのは、情報的資源であり、国際
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化によって得られる特有の情報がイノベーションの源泉である。イノベーションの方向は
多岐にわたる。国際化で得られた情報によって、本業に良い影響があるようなイノベーシ
ョンもあれば、海外子会社が本体を超えて自律的に成長していくというイノベーションも
ある。 
国際化は、フローとしてのキャッシュを稼ぎ出すという場だけでなく、イノベーション
につながるような情報的資源を獲得できる可能性があるということである。すでに国際化
を進めている企業は、海外子会社の有する資源の棚卸してみることが有効だろう。すぐに
でもイノベーションにつながるような情報的資源を有しているかもしれないからだ。今後
新たに海外に進出する企業は、海外拠点によってどのようにイノベーションにつなげるか
考慮した上での国際経営が求められる。 
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